
備 考

基礎となる学部等
国際地域学部
（国際観光学科）

第１４条特例の実施
昼夜開講の入学定員を
分けず

0 0
（6） （0） （0） （0） （6） （0） （0）

       仏教学専攻（博士後期課程）
6 0 0 0 6

（6） （0） （0） （0） （6） （0）

（0）

0 4
（6） （0） （0） （0） （6） （0） （4）

　　　　        仏教学専攻（博士前期課程）
6 0 0 0 6

（0） （0） （0） （6） （0） （1）

8人 0人 0人

既

設

分

大学院    文学研究科 　    　哲学専攻
(博士前期課程)

6 0 0 0 6 0 7

0人 17人 0人 0人

（16） （1） （0） （0） （17） （0）

（7）

             哲学専攻(博士後期課程）
6 0 0 0 6 0 1
（6）

0人

（9） （0） （0） （0） （9） （0）新

設

分

国際地域学研究科国際観光学専攻
（博士後期課程）

9人 0人 0人 0人

計
16人 1人 0人

（7） （1） （0） （0） （8） （0） （0）

（0）

学際・融合科学研究科バイオ・ナノサイエンス融合専
攻（博士前期課程）

7人 1人 0人 0人

教

員

組

織

の

概

要

学　部　等　の　名　称
専任教員等 兼 任

教 員 等教授 准教授 講師 助教 計 助手

７科目 ０科目 ７科目 ０単位

学際・融合科学研究科バイ
オ・ナノサイエンス融合専攻

（博士前期課程）
１１科目 １０科目 ２科目 ２３科目 ３０単位

教
育
課
程

新設学部等の名称
開設する授業科目の総数

卒業要件単位数
講義 演習 実験・実習 計

国際地域学研究科国際観光学
専攻（博士後期課程） ０科目

9人 0人

計 １５人 ３３人

同一設置者内における変更状
況

（定員の移行，名称の変更
等 ）

平成23年4月名称変更予定

　文学研究科

　　仏教学専攻　　→　　インド哲学仏教学専攻　

　　（平成22年６月　運営委員会に事前相談）

平成23年４月
第１年次

東京都文京区白山2丁目
36番5号

学際・融合科学研究科（Graduate
School of Interdisciplinary
and  New Science) バイオ・ナノ
サイエンス　融合専攻（Master
Course of Bio-Nano Science and
Technology) （博士前期課程）

２年 １２人 － ２４人 修士（バイオ・ナノ
サイエンス融合）

平成23年４月
第１年次

埼玉県川越市鯨井2100

収容
定員

学位又
は称号

開設時期及
び開設年次

所　在　地

国際地域学研究科(Graduate
School of Regional Development
Studies)国際観光学専攻(Doctor
Course of  International

Tourism Studies)（博士後期課
程）

３年 ３人 － ９人 博士（国際観光学）

大 学 の 目 的
本学大学院は、本学建学の精神に則り、東西学術の理論および応用を研究・教授し、その深奥を究めて、文
化の進展に寄与することを目的とする。

新設学部等の目的

国際地域学研究科国際観光学専攻博士後期課程：国際観光の発展のために、高度な専門業務に必要な研究能
力およびその基礎となる豊かな学識を持つ人材を養成すると共に、国際的な感覚を身につけた専門家や研究
者の養成も行う。

学際・融合科学研究科バイオ・ナノサイエンス融合専攻博士前期課程：バイオサイエンスとナノサイエンス
を融合した新しい研究分野を切り開くことを教育研究理念とし、新しい視点を持った科学技術者および研究
後継者を育成し、研究拠点としての責務を担う。

新
設
学
部
等
の
概
要

新 設 学 部 等 の 名 称
修業年
限

入学
定員

編入学
定　員

フ リ ガ ナ トウヨウダイガクダイガクイン

大 学 の 名 称 東　洋　大　学　大　学　院　（The　Graduate School　of　TOYO UNIVERSITY　）

大 学 本 部 の 位 置 東京都文京区白山５丁目２８番２０号

計 画 の 区 分 研究科の専攻に係る課程の変更

フ リ ガ ナ ガッコウホウジン　　　トウヨウダイガク

設 置 者 学　校　法　人　　　東　洋　大　学　

別記様式第２号（その１の１）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

基　本　計　画　書

基 本 計 画

事 項 記 入 欄
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12

5

5

6

7

8

10

9

9

14 0

（13） （1） （0） （0） （14） （0） （0）
環境・デザイン専攻（博士後期課程）

13 1 0 0 0

既

設

分

    　　国文学専攻（博士前期課程）

　　　　国文学専攻（博士後期課程）

教

員

組

織

の

概

要

学　部　等　の　名　称
専任教員等 兼 任

教 員 等教授

0 1

（15） （7） （0） （0） （22） （0） （1）
環境・デザイン専攻（博士前期課程）

14 7 0 0 21

0

（8） （1） （0） （0） （9） （0） （0）
バイオ・応用化学専攻（博士後期課程）

8 1 0 0 0

0 4

（9） （1） （0） （0） （10） （0） （4）
バイオ・応用化学専攻(博士前期課程）

9 1 0 0 10

0 0

（19） （2） （0） （0） （21） （0） （0）
 機能システム専攻(博士後期課程)

18 2 0 0 20

0 0

（20） （5） （0） （0） （25） （0） （0）
工学研究科 機能システム専攻(博士前期課程)

18 5 0 0 23

0 0

（5） （5） （1） （0） （11） （0） （0）
マーケティング専攻（修士課程）

5 5 1 0 11

0 0

（7） （1） （0） （0） （8） （0） （0）
ビジネス・会計ファイナンス専攻

（博士後期課程）

7 1 0 0 8

0 36

（12） （6） （0） （0） （18） （0） （36）
ビジネス・会計ファイナンス専攻

（博士前期課程）

12 6 0 0 18

0 1

（7） （2） （0） （0） （9） （0） （1）
              経営学専攻（博士後期課程）

7 2 0 0 9

0 1

（9） （2） （0） （0） （11） （0） （1）
経営学研究科　経営学専攻（博士前期課程）

8 2 0 0 10

1

（9） （0） （0） （0） （9） （0） （2）
　   公法学専攻（博士後期課程）

9 0 0 0 0

0 5

（10） （2） （0） （0） （12） （0） （5）
 　　公法学専攻（博士前期課程） 

10 2 0 0 12

2

（10） （0） （0） （0） （10） （0） （2）
  私法学専攻　（博士後期課程）

10 0 0 0 0

0 5

（17） （3） （0） （0） （20） （0） （5）
法学研究科  私法学専攻　（博士前期課程）

17 3 0 0 20

0

（8） （0） （0） （0） （8） （0） （0）
　　　　社会心理学専攻　（博士後期課程）

8 0 0 0 0

0 1

（9） （3） （0） （0） （12） （0） （1）
 社会心理学専攻　（博士前期課程）

9 3 0 0 12

0

（7） （0） （0） （0） （7） （0） （0）
社会学専攻（博士後期課程）

7 0 0 0 0

0 3

（17） （6） （0） （0） （23） （0） （3）
社会学研究科 社会学専攻 （博士前期課程）

17 6 0 0 23

0 0

（5） （1） （0） （0） （6） （0） （0）
　        　英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ専攻（博士後期課程）

5 1 0 0 6

0 1

（7） （1） （0） （0） （8） （0） （1）
　        　英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ専攻（博士前期課程）

7 1 0 0 8

0

（6） （0） （0） （0） （6） （0） （0）
　　　　教育学専攻（博士後期課程）

6 0 0 0 0

0 7

（10） （0） （0） （0） （10） （0） （7）
　　   　教育学専攻（博士前期課程）

10 0 0 0 10

0 0

（9） （1） （0） （0） （10） （0） （0）
　   　史学専攻（博士後期課程）

9 1 0 0 10

0 4

（9） （1） （0） （0） （10） （0） （4）
　 　　史学専攻（博士前期課程）

9 1 0 0 10

0

（5） （0） （0） （0） （5） （0） （0）
　 　　　英文学専攻（博士後期課程）

5 0 0 0 0

0 0

（6） （0） （0） （0） （6） （0） （0）
　　   　英文学専攻（博士前期課程）

6 0 0 0 6

0

（3） （2） （0） （0） （5） （0） （0）
　　   中国哲学専攻（博士後期課程）

3 2 0 0 0

0 2

（4） （1） （0） （0） （5） （0） （2）
　　   中国哲学専攻（博士前期課程）

4 1 0 0 5

0 0 4

（12） （0） （0） （0） （12） （0） （4）

12 0 5

（12） （0） （0） （0） （12） （0） （5）

12 0 0 0

12 0 0

准教授 講師 助教 計 助手
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7

10

9

20

20

6

(2) (2)

図 書 館 専 門 職 員
0 0 0

（0） 0 0

学年進行終了時および開
設時の数が未定のため、
現状（平成22年5月1日現
在）の数を記載

(345) (91) (436)

技 術 職 員
0 71 71

（0） (71)

教
員
以
外
の
職
員
の
概
要

職　　　種 専　　任 兼　　任 計

事 務 職 員
345　　 　人 91 　 　人 436

(71)

計
345 164 509

(345) (164) (509)

そ の 他 の 職 員
0 2 2

（0）

0 151

（323） （76） (1) (0) （400） （0） （153）
合　　　　計

315 76 1 0 392

0
（0）

151

(307) (75) (383) (153)
計

299 75 1
（1）

0
（0）

375

0 20

(13) （1） （0） （0） (14) （0） (20)
専門職大学院法務研究科  法務専攻(法科大学院)

13 1 0 0 14

0 0

（9） （1） （0） （0） （10） （0） （0）
学際・融合科学研究科　バイオ・ナノサイエンス専攻
（博士後期課程）

7 1  0 0 8

0 0

（7） （0） （0） （0） （7） （0） （0）
人間環境デザイン専攻（博士後期課程）

7 0  0 0 7

0 2

（8） （7） （0） （0） （15） （0） （2）
人間環境デザイン専攻（博士前期課程）

8 7  0 0 15

0 2

（7） （0） （0） （0） （7） （0） （2）
ヒューマンデザイン専攻（博士後期課程）

7 0  0 0 7

0 2

（19） （4） （0） （0） （23） （0） （2）
ヒューマンデザイン専攻（博士前期課程）

19 4  0 0 23

0 15

（6） （3） （0） （0） （9） （0） （15）
 福祉社会システム専攻（修士課程）

6 3  0 0 9

1

（6） （0） （0） （0） （6） （0） （1）
 社会福祉学専攻（博士後期課程）

6 0  0 0 0

0 6

（6） （1） （0） （0） （7） （0） （6）
福祉社会デザイン研究科 社会福祉学専攻

（博士前期課程）

6 1  0 0 7

0

（17） （4） （0） （0） （21） （0） （0）
           生命科学専攻 (博士後期課程）

16 4  0 0 0

1

（17） （4） （0） （0） （21） （0） （2）
 生命科学研究科 生命科学専攻(博士前期課程)

16 4  0 0 0

0 0

（9） （1） （0） （0） （10） （0） （0）
　      　国際観光学専攻（博士前期課程）

9 1 0 0 10

0

（9） （0） （0） （0） （9） （0） （0）
       国際地域学専攻（博士後期課程）

9 0 0 0 0

0 0

（12） （1） （0） （0） （13） （0） （0）
 国際地域学研究科 国際地域学専攻（博士前期課程）

13 1 0 0 14

 　    公民連携専攻（博士前期課程）
7 2 0 0 9

0

（10） （0） （0） （0） （10） （0） （0）
　　経済学専攻（博士後期課程）

10 0 0 0 0

0 0 22

0 0 0

（7） （0） （0） （0） （7） （0） （0）

0 10

（7） （2） （0） （0） （9） （0） （10）

17 0 6

（13） （6） （0） （0） （19） （0） （6）

既

設

分

情報システム専攻（博士前期課程）
11 6 0 0

情報システム専攻（博士後期課程）
7 0 0

0 3

（20） （2） （0） （0） （22） （0） （3）
 経済学研究科  経済学専攻（博士前期課程）

20 2

教

員

組

織

の

概

要

学　部　等　の　名　称
専任教員等 兼 任

教 員 等教授 准教授 講師 助教 計 助手
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― 千円

― 千円

― 千円

― 千円― 千円 ― 千円

共同研究費等の経費は大
学全体

学際・融合科学研
究科バイオ・ナノ
サイエンス融合専
攻[博士前期課程]

55,000千円 55,000千円 ― 千円

― 千円 ― 千円

学際・融合科学研
究科バイオ・ナノ
サイエンス融合専
攻[博士前期課程]

教授：694
准教授：641
講師：589
　　　千円

教授：694
准教授：641
講師：589
　　　千円

― 千円 ― 千円 ― 千円

第３年次 第４年次 第５年次 第６年次

教員１
人当り
研究費
等

国際地域学研究
科国際観光学専
攻[博士後期課
程]

517千円 517千円 517千円

経

費

の

見

積

り

及

び

維

持

方

法

の

概

要

経

費

の

見

積

り

区　分 開設前年度 第１年次 第２年次

共同研
究費等

国際地域学研究
科国際観光学専
攻[博士後期課
程]

55,000千円 55,000千円 55,000千円 ― 千円 ― 千円

体育館
面積 体育館以外のスポーツ施設の概要

12,731.31㎡ グラウンド、陸上競技場、野球場 ラグビー場、テニスコート等

図書館
面積 閲覧座席数 収 納 可 能 冊 数

19,288.12㎡ 2,601 1,807,475

該当なし

（127,371〔44,019〕） （2,246〔1,438〕） （31,990〔31,300〕） (64,791) （318） （該当なし）

計

136,582〔45,143〕 2,246〔1,438〕 31,990〔31,300〕 67,774 318

図
書
・
設
備

該当なし

（72,977〔13,479〕） (1,182〔908〕 ) (32,395) （318） （該当なし）

31,990〔31,300〕 (32,396) （該当なし） （該当なし）

学際・融合科学研究科
バイオ・ナノサイエン
ス融合専攻[博士前期
課程]

78,365〔13,787〕 1,182〔908〕 (31,990〔31,300〕) 33,587 318

点 点

国際地域学研究科国際
観光学専攻
[博士後期課程]

58,217〔31,356〕 1,064[530]　 34,187 該当なし 該当なし

(54,394〔30,540〕) (1,064　[530])　

〔うち外国書〕 電子ジャーナル

冊 種 〔うち外国書〕 点

8 室

新設学部等の名称

図書 学術雑誌
視聴覚資料 機械・器具 標本

〔うち外国書〕

5室

（補助職員0人） （補助職員0人）

専 任 教 員 研 究 室

新設学部等の名称 室　　　数

国際地域学研究科国際観光学専攻
（博士後期課程）

9 室

学際・融合科学研究科バイオ・ナノサイエンス
融合専攻（博士前期課程）

教室等

講義室 演習室 実験実習室 情報処理学習施設 語学学習施設

283室 41室 521室
29室

校
　
　
地
　
　
等

区　　　分 専　　用 共　　用
共用する他の
学校等の専用

計

校 舎 敷 地 293,613.51㎡ 0㎡ 0㎡

222,331.01㎡ ０㎡ ０㎡ 222,331.01㎡

（222,331.01㎡） （　　　　０㎡） （　　　　　０　㎡） （222,331.01㎡）

合 計 789,997.24㎡ 0㎡ 0㎡ 789,997.24㎡

校　　　舎

専　　用 共　　用
共用する他の
学校等の専用

計

小 計 789,997.24㎡ 0㎡ 0㎡ 789,997.24㎡

そ の 他 0㎡ 0㎡ 0㎡ 0㎡

293,613.51㎡

運 動 場 用 地 496,383.73㎡ 0㎡ 0㎡ 496,383.73㎡

4



― 千円

図書購入費は国際地域学
研究科全体（電子ジャー
ナル・データベース費用
を含む）

― 千円
図書購入費は学際・融合
科学研究科全体

― 千円
設備購入費は国際地域学
研究科全体

― 千円
設備購入費は学際・融合
科学研究科全体

2 ― 8 修士（文学）

2 ― 20 修士（文学）

2 ― 8 修士（文学）

2 ― 10 修士（文学）

2 ― 12 修士（文学）
平成16年4月、日本史学専攻か
ら史学専攻へ名称変更

2 ― 40 専ら夜間

2 ― 20

2 ― 20

― ― ― ―

平成18年4月から学生募集を停
止して、在学生の卒業を待って
廃止。

2 ― 24

2 ― 20 修士（法学）

2 ― 20 修士（法学）

法学研究科
　　　　    私法学専攻

10 0.75 昭和39年度

公法学専攻 10 1.10 昭和51年度

社会福祉学専攻 ― ― 昭和41年度

社会心理学専攻 12 修士（社会心理学） 0.29 平成16年度

英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ専攻 10
修士（英語コミュニ
ケーション） 0.50 平成16年度

社会学研究科
　　　　    社会学専攻

10 修士（社会学） 0.65 昭和34年度

史学専攻 6 0.49 昭和42年度

教育学専攻 20 修士（教育学） 0.27 平成6年度

中国哲学専攻 4 0.62 昭和29年度

英文学専攻 5 0.20 昭和31年度

昭和27年度

仏教学専攻 4 1.00 昭和27年度

国文学専攻 10 1.05 昭和27年度

学際・融合科学
研究科バイオ・
ナノサイエンス
融合専攻[博士
前期課程]

1,070千円 800千円 ―　千円

倍 東京都文京区白山5丁目
28番20号

2 5 ― 10 修士（文学） 1.10

収容
定員

学位又
は称号

定　員
超過率

開設
年度

所　在　地

大学院

修士・博士前期課程

文学研究科
　　     　　 哲学専攻

年 人 年次
人

人

― 千円

学際・融合科学研
究科バイオ・ナノ
サイエンス融合専
攻[博士前期課程]

学際・融合科学研
究科バイオ・ナノ
サイエンス融合専
攻[博士前期課程]

137千円 273千円 410千円 ― 千円 ― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円

学生納付金以外の維持方法の概要 手数料収入、資産運用収入等ならびに国庫からの補助金収入によって維持を図る。

既

設

大

学

等

の

状

況

学 部 等 の 名 称
修業年
限

入学
定員

編入学
定　員

第６年次

国際地域学研
究科国際観光
学専攻[博士後
期課程]

790千円 520千円 520千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円

学
生
１
人
当
り
納
付
金

第１年次 第２年次 第３年次 第４年次 第５年次

図書購
入 費

国際地域学研究
科国際観光学専
攻[博士後期課
程]

883千円 899千円 917千円 934千円 ― 千円 ― 千円

経

費

の

見

積

り

及

び

維

持

方

法

の

概

要

経

費

の

見

積

り

区　分 開設前年度 第１年次 第２年次 第３年次 第４年次

147千円 293千円 440千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円

― 千円

設備購
入 費

国際地域学研究
科国際観光学専
攻[博士後期課
程]

160千円 161千円 161千円 165千円 ― 千円

第５年次 第６年次
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2 ― 20

2 ― 40 専ら夜間

― 10 平成22年4月開設

2 ― 48 修士(工学）

2 ― 40 修士(工学）

2 ― 36 修士(工学）

2 ― 46 修士(工学）

2 ― 20 修士（経済学）

2 ― 60 修士（経済学）

専ら夜間

2 ― 30

平成21年4月から板倉キャンパ
スから白山第2キャンパスへ移
転。

2 ― 20

平成21年4月から板倉キャンパ
スから白山第2キャンパスへ移
転。

2 ― 30

2 ― 40

2 ― 40

2 ― 40

2 ― 20

3 ― 9 博士（文学）

3 ― 9 博士（文学）

3 ― 9 博士（文学）

3 ― 9 博士（文学）

3 ― 9 博士（文学）

3 ― 9 博士（文学）
平成16年4月、日本史学専攻か
ら史学専攻へ名称変更

3 ― 12 専ら夜間

3 ― 15

3 ― 9 博士（社会学）

3 ― 15

2 ― ― ―
平成18年4月から学生募集を停
止して、在学生の卒業を待って
廃止。

社会福祉学専攻 ― ― 昭和53年度

社会学研究科
            社会学専攻

3 0.44 昭和34年度

社会心理学専攻 5 博士（社会心理学） 0.33 平成18年度

既

設

大

学

等

の

状

況

教育学専攻 4 博士（教育学） 0.25 平成11年度

　　英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ専攻 5 0.13 平成19年度

英文学専攻 3 0.55 昭和39年度

史学専攻 3 0.33 平成11年度

国文学専攻 3 0.66 昭和29年度

中国哲学専攻 3 0.55 平成11年度

大学院　博士後期課程
文学研究科
　　　       哲学専攻

3 0.44 昭和43年度
東京都文京区白山5丁目
28番20号

仏教学専攻 3 0.99 昭和29年度

埼玉県朝霞市岡48-1

人間環境デザイン専攻 10 修士（人間環境デザイン学） 1.35  平成21年度

福祉社会システム専攻 20
修士（社会学）または修士
（社会福祉学） 0.60  平成18年度

ヒューマンデザイン専攻 20
修士（社会福祉学）または修
士（健康デザイン学） 0.55  平成18年度

群馬県邑楽郡板倉町泉
野1丁目1番1号

福祉社会デザイン研究科

　　　  社会福祉学専攻
20

修士（社会福祉学）または修
士（ソーシャルワーク） 0.32  平成18年度

東京都文京区白山5丁目
28番20号

平成17年度

生命科学研究科
　　　    生命科学専攻

15 修士（生命科学） 1.46 平成13年度

国際地域学研究科
        国際地域学専攻

15 修士（国際地域学） 0.96 平成13年度

東京都文京区白山2丁目
36番5号

国際観光学専攻 10 修士（国際観光学） 1.30

東京都文京区白山5丁目
28番20号

公民連携専攻 30 0.54 平成18年度

東京都文京区白山5丁目
28番20号
東京都千代田区大手町2
丁目2番1号

平成17年度

情報システム専攻 23 0.73 平成17年度

経済学研究科
　　 　     経済学専攻

10 1.00  昭和51年度

1.41 平成17年度

埼玉県川越市大字鯨井
字中野台2100番地

バイオ・応用化学専攻 20 1.17 平成17年度

環境・デザイン専攻 18 0.99

工学研究科
　    機能システム専攻

24

修士（経営学） 0.42 平成18年度

マーケティング専攻 10 修士（マーケティング） 1.20 平成22年度

学位又
は称号

定　員
超過率

開設
年度

所　在　地

経営学研究科
　　　　    経営学専攻

10 修士（経営学） 1.35 昭和47年度
東京都文京区白山5丁目
28番20号

学 部 等 の 名 称
修業年
限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

ビジネス・会計
ファイナンス専攻 20
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3 ― 15

3 ― 15

3 ― 15

3 5 ― 5
平成22年4月開設

―

3 ― 18

3 ― 18 博士（工学）

3 ― 18 博士（工学）

3 ― 9 博士（経済学）

3 ― 15

平成21年4月から板倉キャンパ
スから白山第2キャンパスへ移
転。

3 ― 12

3 ― 15

3 ― 15

3 4 8

3 ― 12

3 ―

平成22年4月から入学定員を次
のとおり変更　50→40

4 ―

4 ―

平成16年４月、印度哲学科から
インド哲学科へ名称変更

4 ―

4 ―

4 ―

4 ―

4 ―

4 ―
平成20年4月から入学定員を次
のとおり変更60→110

4
―

平成18年4月から入学定員を次
のとおり変更225→230

4 ―
平成18年4月から入学定員を次
のとおり変更165→175

4 ―

平成18年4月から入学定員を次
のとおり変更165→170
平成20年4月、「社会経済シス
テム学科」から名称変更総合政策学科 170 680 学士（経済学） 1.29 平成20年度

国際経済学科 175 700 学士（経済学） 1.27 平成12年度

経済学部　第１部
　　    　　  経済学科 230 920 学士（経済学）

1.27 昭和25年度

教育学科 110 390 学士（教育学） 1.14 昭和39年度

史学科 110 440 学士（文学） 1.23 昭和24年度

英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科 100 400 学士（文学） 1.24 平成12年度

英米文学科 120 480 学士（文学） 1.26 昭和24年度

日本文学文化学科 190 760 学士（文学） 1.23 平成12年度

中国哲学文学科 40 160 学士（文学） 1.28 昭和24年度

東京都文京区白山5丁目
28番20号

インド哲学科 50 200 学士（文学） 1.23 昭和24年度

文学部　第１部
　　　　　　　  哲学科 50 200 学士（文学） 1.27  昭和24年度

埼玉県川越市大字鯨井
字中野台2100番地

専門職大学院 法務研究科

  法務専攻(法科大学院)
40 140 法務博士（専門職） 0.64 平成16年度

東京都文京区白山2丁目
36番5号

人間環境デザイン専攻 博士（人間環境デザイン学） 0.25 平成21年度

学際・融合科学研究科バイ
オ・ナノサイエンス融合専
攻

4
博士（バイオ・ナノ
サイエンス融合）

1.41  平成19年度

ヒューマンデザイン専攻 5
博士（社会福祉学）または博
士（健康デザイン学） 0.86  平成18年度 埼玉県朝霞市岡48-1

福祉社会デザイン研究科
        社会福祉学専攻

5
博士（社会福祉学）または博
士（ソーシャルワーク） 1.26  平成18年度

東京都文京区白山5丁目
28番20号

生命科学研究科
　　　　  生命科学専攻

4 博士（生命科学） 0.66 平成15年度
群馬県邑楽郡板倉町泉
野1丁目1番1号

東京都文京区白山5丁目
28番20号

国際地域学研究科
        国際地域学専攻

5 博士（国際地域学） 0.66 平成15年度
東京都文京区白山2丁目
36番5号

平成17年度

情報システム専攻 6 0.05 平成17年度

経済学研究科
　　        経済学専攻

3 0.55 昭和53年度

定　員
超過率

開設
年度

所　在　地

法学研究科
　　　　    私法学専攻

5 博士（法学） 0.26 昭和41年度
東京都文京区白山5丁目
28番20号

平成17年度
埼玉県川越市大字鯨井
字中野台2100番地

バイオ・応用化学専攻 6 博士（工学） 0.11 平成17年度

環境・デザイン専攻 6 0.11

ビジネス・会計
ファイナンス専攻

博士（経営学）又は
博士（会計・ファイ
ナンス）

0.60 平成22年度

工学研究科
　　  機能システム専攻

3 6 18 博士（工学） 0.27

既

設

大

学

等

の

状

況

学 部 等 の 名 称
修業年
限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

公法学専攻 5 博士（法学） 0.40 平成12年度

経営学研究科
　　　　　  経営学専攻

5 博士（経営学） 0.66 平成11年度

学位又
は称号
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4
―

4 ―

4 ―

4
―

4 ―

4
―

4 ―

4 ―

4 ―

4 ―

4
―

平成21年4月から学部・学科再
編に伴い学部名変更。工学部→
理工学部
また同年4月から入学定員を次
のとおり変更　130→150し、学
位を学士（工学）から学士（理
工学）に変更

4 ―

平成21年4月から学部・学科再
編に伴い学部学科名変更。工学
部（機能ﾛﾎﾞﾃｨｸｽ学科）→理工
学部（生体医工学科）
また同年4月から入学定員を次
のとおり変更　110→100し、学
位を学士（工学）から学士（理
工学）に変更

4 ―

平成21年4月から学部・学科再
編に伴い学部学科名変更。工学
部（電子情報工学科）→理工学
部（電気電子情報工学科）
また、学位を学士（工学）から
学士（理工学）に変更

4 ―

平成21年4月から学部・学科再
編に伴い学部命変更。工学部→
理工学部
また同年4月から入学定員を次
のとおり変更　130→120し、学
位を学士（工学）から学士（理
工学）に変更

4 ―

平成21年4月から学部・学科再
編に伴い学部学科名変更。工学
部（環境デザイン学科）→理工
学部（都市環境デザイン学科）
また同年4月から入学定員を次
のとおり変更　110→80

4 ―

平成21年4月から学部・学科再
編に伴い学部命変更。工学部→
理工学部
また同年4月から入学定員を次
のとおり変更　130→140

　　　　建築学科
140 540

学士（工学）
1.24 昭和37年度

都市環境デザイン学科 80 380
学士（工学）

1.29 平成21年度

既

設

大

学

等

の

状

況

210 840

学士（理工学）
1.26 平成21年度

応用化学科 120 500
学士（理工学）

1.36 昭和36年度

埼玉県川越市大字鯨井
字中野台2100番地

生体医工学科 100 200
学士（理工学）

1.29  平成21年度

電気電子情報工学科 110 440

理工学部
　　　      機械工学科 150

560
学士（理工学）

1.26 昭和36年度

社会福祉学科 110 440 学士（社会学・社会福祉学） 1.28 平成４年度

社会心理学科 110 440 学士（社会学・社会福祉学） 1.27 平成12年度

ﾒﾃﾞｨｱｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科 110 440 学士（社会学・社会福祉学） 1.23 平成12年度

昭和34年度

社会文化システム学科 110 440 学士（社会学・社会福祉学） 1.28 平成12年度

250 1000  学士（法学） 1.26 昭和40年度

社会学部　第１部
　　　        社会学科 110

440  学士（社会学・社会福祉学） 1.28

企業法学科

学士（経営学） 1.23 平成18年度

法学部　第１部
　　　        法律学科 250 1000

 学士（法学） 1.24 昭和31年度

東京都文京区白山5丁目
28番20号

マーケティング学科 150 600 学士（経営学） 1.29 昭和41年度

学位又
は称号

定　員
超過率

開設
年度

所　在　地

経営学部　第１部
　　　　　　  経営学科 310 1240

学士（経営学） 1.27 昭和41年度

学 部 等 の 名 称
修業年
限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

会計ファイナンス学科
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－ ―

平成21年4月から学生募集を停
止して、在学生の卒業を待って
廃止。

－ ―

平成21年4月から学生募集を停
止して、在学生の卒業を待って
廃止。

－ ―

平成21年4月から学生募集を停
止して、在学生の卒業を待って
廃止。

4
―

平成22年4月から入学定員を次
のとおり変更　180→290　し、
学科内を専攻により区分

4 ―

4
―

4 ― 200

4 ― 200

4
―

平成21年4月から入学定員を次
のとおり変更　150→200　し、
学科内を専攻により区分

4 ―

4 ―

4 ― 520

4 ―

平成16年４月、印度哲学科から
インド哲学科へ名称変更
また、平成22年4月から入学定
員を次のとおり変更　40→30

4 ―
平成22年4月から入学定員を次
のとおり変更　100→80

4 ―

平成20年4月から学位を学士
（文学）から学士（教育学）に
変更
また、平成22年4月から入学定
員を次のとおり変更　50→40

4 ―
平成22年4月から入学定員を次
のとおり変更　160→150

4 ―
平成22年4月から入学定員を次
のとおり変更　120→110

4 ―
平成22年4月から入学定員を次
のとおり変更　140→120

4 ―

4
平成22年4月から入学定員を次
のとおり変更　75→45

4 ―

4 ―

附属施設の概要 該当なし

法学部　　　法律学科 1000 4000 学士（文学） 0.08 昭和41年度

平成13年度

通信教育部　　文学部
日本文学文化学科

1000 4000 学士（文学） 0.20 昭和39年度

社会福祉学科 45 3年次　10 290 学士（社会学） 0.94

社会学部　第２部
　　　          社会学
科

130 520 学士（社会学） 1.03 昭和34年度

法学部　第２部
　　　　　      法律学
科

120 540 学士（法学） 1.03 昭和31年度

経営学部　第２部
　　　　      経営学科

110 470 学士（経済学） 1.05 昭和41年度

経済学部　第２部
　　　　　 　 経済学科

150 630 学士（経済学） 1.05 昭和32年度

教育学科 40 190 学士（教育学） 1.02 昭和39年度

東京都文京区白山5丁目
28番20号

　　　日本文学文化学科 80 380 学士（文学） 1.08 昭和27年度

 文学部　第２部
　　      インド哲学科

30 150 学士（文学） 0.99 昭和31年度

総合情報学部
　　      総合情報学科

260 学士（情報） 1.44  平成21年度

埼玉県川越市大字鯨井
字中野台2100番地

人間環境デザイン学科 150 600 学士（人間環境デザイン学） 1.24  平成18年度

埼玉県朝霞市岡48-1

健康スポーツ学科 150 600 学士（健康スポーツ学） 1.21 平成17年度

ライフデザイン学部
　　　    生活支援学科 200

700 学士（生活支援学） 1.16 平成17年度

応用生物科学科 100 学士（生命科学） 1.24  平成21年度

食環境科学科 100 学士（生命科学） 1.25  平成21年度

100 400
学士（生命科学） 1.29 平成９年度

群馬県邑楽郡板倉町泉
野1丁目1番1号

東京都文京区白山2丁目
36番5号

国際観光学科 200 800 学士（国際地域学） 1.29 平成13年度

1.25 平成９年度

埼玉県川越市大字鯨井
字中野台2100番地

ｺﾝﾋﾟｭﾃｰｼｮﾅﾙ工学科 － － 学士（工学） ― 平成13年度

 学位又は称号
定　員
超過率

開設
年度

所　在　地

工学部
　　　　    情報工学科

－ －
学士（工学）

― 昭和51年度
既

設

大

学

等

の

状

況

学 部 等 の 名 称
修業年
限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

機能ﾛﾎﾞﾃｨｸｽ学科 － －

生命科学部
　　　　　  生命科学科

学士（工学）
― 平成17年度

国際地域学部
　　      国際地域学科

290 830
学士（国際地域学）
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

講
　
義

演
　
習

実
験
・
実
習

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

1前 2 ○ 9

1後 2 ○ 9

2前 2 ○ 9

2後 2 ○ 9

3前 2 ○ 9

3後 2 ○ 9

－ 12 0 0 9 0 0 0 0 0 －

6

－ 0 0 0 6 0 0 0 0 0 －

－ 12 0 0 9 0 0 0 0 0 －

別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（国際地域学研究科国際観光学専攻博士後期課程）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

－

備考

授
業
科
目

国際観光学特殊研究Ⅰ

国際観光学特殊研究Ⅱ

国際観光学特殊研究Ⅲ

国際観光学特殊研究Ⅳ

国際観光学特殊研究Ⅴ

国際観光学特殊研究Ⅵ

小計（6科目） －

研
究
指
導

国際観光学研究指導 1～3
前・後

小計（1科目）

合計（7科目） －

学位又は称号 博士（国際観光学） 学位又は学科の分野 経済学関係

卒 業 要 件 及 び 履 修 方 法 授業期間等

【修了要件】
博士後期課程においては、５年（博士前期課程・修士課程を修了した
ものにあたっては、当該課程における在学期間を含む）以上に在学
し、かつ必要な研究指導を受けたうえ、博士論文の審査および最終試
験に合格しなければならない。ただし、在学期間に関しては、優れた
業績を上げた者については、大学院に3年間（博士前期課程・修士課程
を修了したものにあっては、当該課程における在学期間を含む）以上
在学すれば足りるものとする。

【履修方法】
博士論文の作成にあたっては、指導教授の研究指導を受けなければな
らない。
授業科目は指導教授の指示により履修することができる。
指導教授が研究指導上必要と認めた場合は、他の専攻もしくは他の研
究科の授業科目を履修することができる。

１学年の学期区分 ２学期

１学期の授業期間 １５週

１時限の授業時間 ９０分

　合は，この書類を作成する必要はない。

３　開設する授業科目に応じて，適宜科目区分の枠を設けること。

４　「授業形態」の欄の「実験・実習」には，実技も含むこと。

（注）

１　学部等，研究科等若しくは高等専門学校の学科の設置又は大学における通信教育の開設の届出を行おうとする場合には，授与す

　る学位の種類及び分野又は学科の分野が同じ学部等，研究科等若しくは高等専門学校の学科（学位の種類及び分野の変更等に関す

　る基準（平成十五年文部科学省告示第三十九号）別表第一備考又は別表第二備考に係るものを含む。）についても作成すること。

２　私立の大学若しくは高等専門学校の収容定員に係る学則の変更の認可を受けようとする場合若しくは届出を行おうとする場合，

　大学等の設置者の変更の認可を受けようとする場合又は大学等の廃止の認可を受けようとする場合若しくは届出を行おうとする場
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

講
　
義

演
　
習

実
験
・
実
習

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

1,前・後 2 ○ 2

科学技術英語 1,前・後 2 ○ 2

基礎数学 1,前・後 2 ○ 1

(Fundamental Mathematics)  

基礎物理 1,前・後 2 ○ 1

(Fundamental physics)

基礎化学 1,前・後 2 ○ 1

(Fundamental chemistry)

基礎バイオテクノロジー 1,前・後 2 ○ 1

(Fundamental biotechnology)

極限環境微生物学 1,前・後 2 ○ 1

(Extremophiles)

ナノエレクトロニクス 1,前・後 2 ○ 1

(Nanoelectronics)

ナノ材料概論 1,前・後 2 ○ 1

(Nano materials)

生体材料およびナノテクノロジー 1,前・後 2 ○ 1

微生物学 1,前・後 2 ○ 1

(Microbiology)

先端機器ワークショップ I 1,前・後 2 ○ 1

先端機器ワークショップ II 1,前・後 2 ○ 1

ウェブ教育 I 1,前・後 2 ○ 1 メディア

(Web Education I)

ウェブ教育 II 2,前・後 2 ○ 1 メディア

(Web Education II)

－ 0 30 0 7 1 0 0 0 0 －

バイオ・ナノサイエンス融合研究Ⅰ 1,前 2 ○ 7 1

バイオ・ナノサイエンス融合研究Ⅱ 1,後 2 ○ 7 1

バイオ・ナノサイエンス融合研究Ⅲ 2,前 2 ○ 7 1

バイオ・ナノサイエンス融合研究Ⅳ 2,後 2 ○ 7 1

バイオ・ナノサイエンス融合輪講Ⅰ 1,前 2 ○ 7 1

バイオ・ナノサイエンス融合輪講Ⅱ 1,後 2 ○ 7 1

バイオ・ナノサイエンス融合輪講Ⅲ 2,前 2 ○ 7 1

バイオ・ナノサイエンス融合輪講Ⅳ 2,後 2 ○ 7 1

－ 0 16 0 7 1 0 0 0 0 －

－ 0 46 0 7 1 0 0 0 0 －

別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（学際・融合科学研究科バイオ・ナノサイエンス融合専攻博士前期課程）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

小計（8科目）

備考

授
業
科
目

バイオ・ナノサイエンス融合概論

(Introduction to bio-nano science fusion)

(English for science and technology)

(Bio materials and nanotechnology)

(Workshop on advanced equipment I)

(Workshop on advanced equipment II)

小計（15科目） －

－

研
究
指
導

(Bio-Nano Science Fusion ResearchⅠ)

(Bio-Nano Science Fusion ResearchⅡ)

(Bio-Nano Science Fusion ResearchⅢ)

合計（23科目） －

(Bio-Nano Science Fusion ResearchⅣ)

(Bio-Nano Science Fusion SeminarⅠ)

(Bio-Nano Science Fusion SeminarⅡ)

(Bio-Nano Science Fusion SeminarⅢ)

(Bio-Nano Science Fusion SeminarⅣ)
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学位又は称号 修士（バイオ・ナノサイエンス融合） 学位又は学科の分野 工学関係

卒 業 要 件 及 び 履 修 方 法 授業期間等

【修了要件】
本課程に2年以上在学し、30単位以上を修得し、かつ必要な研究指導
を受けた上、修士論文の審査および最終試験に合格した者に修士の学
位を授与する。ただし、在学期間に関しては、優れた業績を上げた者
については、1年以上在学すれば足りるものとする。

【履修方法】
１．原則として、バイオ・ナノサイエンス融合研究Ⅰ～Ⅳ、バイオ・
ナノサイエンス融合輪講Ⅰ～Ⅳの履修は、各学期に1科目ずつ順を
追って履修しなければならない。
２．授業科目の履修にあたっては、指導教授の指示を受けなければな
らない。
３．本表に掲げたものの他、主指導教授が教育研究上必要と認めると
きは、本学の他研究科・専攻の授業科目の授業科目を10単位まで単位
修得することができる（同一名称の科目は1回のみ単位修得でき
る）。
修得した単位は修了要件の単位に充当する。
４．修士論文または特定の課題の作成にあたっては、指導教授の研究
指導を受けなければならない。

１学年の学期区分 ２学期

１学期の授業期間 １５週

１時限の授業時間 ９０分

　合は，この書類を作成する必要はない。

３　開設する授業科目に応じて，適宜科目区分の枠を設けること。

４　「授業形態」の欄の「実験・実習」には，実技も含むこと。

（注）

１　学部等，研究科等若しくは高等専門学校の学科の設置又は大学における通信教育の開設の届出を行おうとする場合には，授与す

　る学位の種類及び分野又は学科の分野が同じ学部等，研究科等若しくは高等専門学校の学科（学位の種類及び分野の変更等に関す

　る基準（平成十五年文部科学省告示第三十九号）別表第一備考又は別表第二備考に係るものを含む。）についても作成すること。

２　私立の大学若しくは高等専門学校の収容定員に係る学則の変更の認可を受けようとする場合若しくは届出を行おうとする場合，

　大学等の設置者の変更の認可を受けようとする場合又は大学等の廃止の認可を受けようとする場合若しくは届出を行おうとする場
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授業科目の名称 講義等の内容 備考

（概要）
 観光産業の社会的、経済的な役割が大きくなる中、国際観光学特殊
研究では、主として旅行産業、観光マネジメント、観光計画に関わ
る各研究分野に関して、経済学的な視点から学位論文作成上の実践
的指導を行う。

（1　飯嶋　好彦）
　今日のわが国の観光産業は、資本や顧客、または従業員などがグ
ローバル化している。そして、企業側がこのグローバル化に対応す
るためには、マネジメント手法の再構築が求められている。そこ
で、本研究では、観光関連企業のうち、ホスピタリティ企業を取り
上げ、その経営課題を分析し、新しいマネジメントのあり方を考察
する。

（2　薄木　三生）
  Based mainly upon data from the International Union for
Conservation of Nature & Natural Resources (IUCN) and
peculiar field study activities, extent of protected areas
contribution to local economy for sustainability focused on
Asian region i

（3　東海林　克彦）
　観光レクリエーション活動を成立させる各種資源及び空間を操作
する観点から、観光レクリエーション施設計画及び景観計画等のプ
ランニングの理念及び策定手法に関する講義及び事例研究を行う。

（4　藤井　敏信）
　観光振興において、地域生活空間の分析・把握は基礎的部分を占
める。本研究では、歴史、地理、人口、産業、交通、コミュニティ
など従来の地域計画において対象としてきた分野と観光振興との関
係を計画論的な視点から追求し、博士論文の作成につなげる。

（5　古屋　秀樹）
　ミクロ経済学、行動経済学にもとづくマーケティングサイエンス
手法を用いた観光者の行動・評価特性分析や、観光地に関連する交
通計画・都市計画・観光政策について指導する。

（6　堀　雅通）
　電子マネー機能付きのICカード乗車券が発行され、交通のみなら
ず様々な分野での利用が拡大している。ICカード乗車券は公共交通
のシームレス化（取引費用の節減）に貢献するとともに都市内周遊
観光や地域の観光振興に寄与することも期待される。本講義ではこ
のような交通系ICカード乗車券の機能と役割について交通経済学の
視点から考察する。

（7　松園　俊志）
バブル崩壊後の経済的環境は、旅行業の成長を鈍らせている。世界
観光機関（WTO）の予測によると、国際観光客は2020年15億6100万人
に達するとしている。将来性豊かな状況に旅行業はいかなる方向性
を見出すべきかを考察する。旅行業の労働集約的経営基盤の構造変
革が求められているが、どのような方策があるかも論及する。

（8　梁　春香）
　本研究では、人類大交流時代の到来といわれる今日において現代
社会の人々が行う観光活動を社会現象として、地域社会または国際
社会のコミュニティー形成と国民間の相互理解と異文化交流のため
に果たす役割と機能を追求する。

（9　和田　尚久）
　本講義では、体系的に国際観光学の知識を学び、現実の問題に適
用できる能力を身につける。そのため、内外の観光需要・供給、輸
送について学ぶとともに、競争力のポイントとなる、環境問題、地
域文化・産業問題に目を配る。

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

（国際地域学研究科国際観光学専攻博士後期課程）

科目
区分

授
業
科
目

国際観光学特殊研究Ⅰ
国際観光学特殊研究Ⅱ
国際観光学特殊研究Ⅲ
国際観光学特殊研究Ⅳ
国際観光学特殊研究Ⅴ
国際観光学特殊研究Ⅵ
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授業科目の名称 講義等の内容 備考
科目
区分

国際観光学研究指導 （概要）
 国際観光学専攻博士後期課程の研究指導では、指導教員の指導の
下、各々の研究テーマに沿った調査・研究を計画的に行い、3年間で
博士後期課程の修了要件である、外部査読付き論文1編（第一著
者）、学内査読付き紀要論文1編（第一著者）、口頭発表論文1編以
上（第一著者）を満たし、博士論文を書き上げ、最終審査に合格す
る学力を身に付けることを最終的な目標とし、「国際観光学特殊研
究」と並行して指導する。

（1　飯嶋　好彦）
　国内外の既存研究を批判的に考察できる能力を養うことを第一義
的な指導目標とする。加えて，実証的な研究を推奨するため，各種
調査手法や調査結果の分析手法に習熟できるように配慮する。ま
た，学会での発表や投稿論文の作成についてもきめ細かく指導する
予定である。

（2　東海林　克彦）
　本研究指導では、研究者としての基本的資質の育成を図るため、
研究者としての心構えや調査研究論文の作成技術の指導を行うとと
もに、環境の総合的指標としての景観の保全活用計画や観光レク
リェーション施設計画の意義や役割についての理解を深める。

（3　藤井　敏信）
　観光振興を基調にしつつ、地域開発やコミュニティ開発に関連す
る研究テーマを選定する。そして、第一段階として当該分野におけ
る先行研究、参考文献を収集整理し、比較分析を行って研究テーマ
の独創性、可能性を検証する。第二段階として、研究テーマに対応
したフィールドを国内外から選定し、そこでの現地調査（アンケー
ト、ヒアリング、実測、目視等）を実施する。第三段階として、設
定した研究テーマと現場のフィールドから得られた資料のすり合わ
せにより研究テーマの新たな課題を抽出し、方向づけと構造化を
行って論文を

（4　古屋　秀樹）
　消費者の意思決定構造、まちづくり・都市計画、交通計画、観光
政策に関するテーマを中心に研究指導を行う。その際、博士論文に
具備されるべき新規性・信頼性・有用性や論文構成、テーマ設定を
重点的に検討するとともに、学外発表、審査付き論文の投稿を進め
る指導体制をとる。

（5　堀　雅通）
　研究をいかに進めていくかについての方法論を学ぶ。論文に取り
組む際の研究戦略と研究戦術について考える。これは研究者にとっ
て極めて重要なことである。時間的、資金的な制約の中で、先行研
究業績を十分踏まえた上で、いかに柔軟に、かつ創造的な研究を進
めていくべきかを検討する。また、学位論文が審査される際、どの
ようなポイントが重視されるかについても解説する。

（6　和田　尚久）
　第１セメスターで、研究テーマを決め、そのテーマに合った、調
査、研究手法、研究計画を立案する。ここで決めたことは基本であ
り、軽々に変更してはならないが、固執する必要もない。第２セメ
スター以降では、テーマに即した専攻研究のサーチを始め、必要な
調査研究を行う。ある程度まとまってきたら、学会発表、学会誌投
稿、学内紀要投稿等を試みる。

　類を作成する必要はない。

研
究
指
導

（注）

１　開設する授業科目の数に応じ，適宜枠の数を増やして記入すること。

２　私立の大学若しくは高等専門学校の収容定員に係る学則の変更の認可を受けようとする場合若しくは届出を行おうとする場合，大学等

　の設置者の変更の認可を受けようとする場合又は大学等の廃止の認可を受けようとする場合若しくは届出を行おうとする場合は，この書
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授業科目の名称 講義等の内容 備考

授
業
科
目

バイオ・ナノサイエンス融
合概論
(Introduction to bio-
nano science fusion)

バイオ科学とナノテクノロジーの融合について、その理論・実験面
からの特徴・研究現状・今後の可能性・応用性等について概説す
る。また、研究施設・実験装置・実験機器の見学を行い、融合研究
について具体的なイメージを持たせる。日程の調整がつく場合、客
員教授によるセミナーも行う。

授
業
科
目

科学技術英語
(English for science and
technology)

科学技術論文の読解・執筆、英語による研究成果のプレゼンテー
ション・質疑応答が行えるようになるための基本手法・技術につい
て講義する。英語による双方向講義形式をとる。最終的に、学生が
特定テーマについて英語によるプレゼンテーションを行う。

授
業
科
目

基礎数学

(Fundamental Mathematics )

バイオ・ナノサイエンスを学ぶに当って必要となる数学（微積分，
ベクトル，行列など）を学ぶ．講義は実際の物理・化学現象の解析
例を多数交えて行い，数学を道具として使いこなせるようにする。

授
業
科
目

基礎物理
(Fundamental physics)

ナノテクノロジー、バイオテクノロジーの基礎となる古典力学・電
磁気学・量子力学・熱力学・統計力学について復習する。また、古
典力学・電磁気学・量子力学・熱力学・統計力学をナノテクノロ
ジー・バイオテクノロジー分野に応用し、ナノ領域特有の性質につ
いて考察する。

授
業
科
目

基礎化学
(Fundamental chemistry)

ナノテクノロジー、バイオテクノロジーの基礎となる一般的な化
学、そして有機化学、生化学について復習する。さらに化学とナノ
テクノロジー、バイオテクノロジーの関連性・境界領域の特性につ
いて学習する。また化学の応用としてのナノテクノロジー、バイオ
テクノロジーについて考察を加える。

授
業
科
目

基礎バイオテクノロジー
(Fundamental
biotechnology)

分子生物学や生化学などの基礎生物学の発展とともに、バイオテク
ノロジーと呼ばれる応用生物学もめざましく進展している。本講義
では、バイオテクノロジーに関連した分子生物学、生化学、遺伝子
工学、微生物学などの基礎的な内容について概説する

授
業
科
目

極限環境微生物学
(Extremophiles)

地球上には、生物の生存を許さないような生物圏環境（高温熱水
域、高塩湖、高アルカリ湖、酸性湖など）に生息する微生物（極限
微生物）の性質や生物機能を解説する。さらに、これらの微生物機
能の利用や潜在的能力の可能性について紹介する。

授
業
科
目

ナノエレクトロニクス
(Nanoelectronics)

ナノワールドで電子を操ることによって、２０世紀の社会を支えて
きたマイクロエレクトロニクスの限界を打破するのがナノエレクト
ロニクスであるが、そのためには何が必要とされるかについて、ナ
ノ材料物性から、それを用いたナノ電子デバイスの原理、更にはそ
の作製法に至るまで幅広く論じる。

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

（学際・融合科学研究科バイオ・ナノサイエンス融合専攻博士前期課程）

科目
区分
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授業科目の名称 講義等の内容 備考
科目
区分

授
業
科
目

ナノ材料概論
(Nano materials)

ナノ材料は今後のイノベーションの基盤技術として世界中で注目さ
れており、産業構造をも変えるインパクトを持つと期待される。本
講義では、ナノ材料の現状と将来を、特にエレクトロニクス、フォ
ト二クス、マグネティクス等、応用面を考慮した視点で概観する。

授
業
科
目

生体材料およびナノテクノ
ロジー
(Bio materials and
nanotechnology)

生体整合性を有する材料の開発について講義する。ナノ粒子、フー
ラレン、カーボンナノチューブ、薄膜等の表面処理・表面修飾方法
を示し、生体整合性・機能性材料について議論する。また、ナノテ
クノロジーを駆使したドラッグデリヴァリー・システム、医用ナノ
センサーの開発・今後の課題についても検討する。

授
業
科
目

微生物学
(Microbiology)

微生物とは、単細胞、もしくは細胞集団を形成して存在し、大部分
は肉眼では見ることができない多様性に富んだ集団である。　本講
義では微生物学の基礎として、細胞の構造と機能、分類と多様性、
生化学的特徴、自然界における生態学的活動、進化に関する遺伝学
的基盤などについて学ぶ。そして応用微生物学としてバイオテクノ
ロジーを用いた食品、医薬品など産業界における微生物の応用につ
いても考察する。

授
業
科
目

先端機器ワークショップ I
(Workshop on advanced
equipment I)

先端研究の遂行に必要な装置・機器の原理・操作方法について実習
を行う。超微細加工技術・走査型電子顕微鏡・透過型電子顕微鏡・
走査型プローブ顕微鏡（走査型トンネル顕微鏡・走査型原子間力顕
微鏡）等を対象とする。

授
業
科
目

先端機器ワークショップ II
(Workshop on advanced
equipment II)

先端研究の遂行に必要な装置・機器の原理・操作方法について実習
を行う。バイオ実験基礎技術・先端光学顕微鏡（レーザー顕微鏡・
共焦点顕微鏡）・スペクトル分析装置（オージェ電子スペクトル・
赤外吸収スペクトル・ラーマンスペクトル）等を対象とする

授
業
科
目

ウェブ教育 I
(Web Education I)

本研究科で開発しているウェブ教育プログラム「GEOSET TOYO」によ
る講義。学生が、先端研究者による講義・セミナー、先端研究者へ
のインタヴュー、ドキュメンタリー、先端実験等をウェブアクセス
し、先端研究について学習する。また、学生によるプレゼンテー
ションを収録し、ウェブ配信する。

授
業
科
目

ウェブ教育 II
(Web Education II)

本研究科で開発しているウェブ教育プログラム「GEOSET TOYO」によ
る講義。学生が、先端研究者による講義・セミナー、先端研究者へ
のインタヴュー、ドキュメンタリー、先端実験等をウェブアクセス
し、先端研究について学習する。また、学生によるプレゼンテー
ションを収録し、ウェブ配信する。
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授業科目の名称 講義等の内容 備考
科目
区分

バイオ・ナノサイエンス融合分野における先端研究の指導を行う。
「研究テーマ・研究計画の設定」、「装置の設計・製作」、「研究
の遂行」、「研究成果の考察・まとめ」について議論し、適切なア
ドヴァイスを与える。また、英文論文の執筆について指導し、国際
論文誌への論文投稿を行う。

（1　前川　　透）
新奇ナノ構造の創成研究、ナノ構造のバイオ・メディカル・環境分
野への応用研究の実施および論文作成について指導する。

（2　宇佐美　論）
極限環境微生物を中心とした新規微生物の探索と応用に関して研究
する。
新規な極限環境微生物の探索、系統解析、耐性機構の解析、有用物
質生産能の解析、バイオセンサーなどバイオデバイスの開発及びナ
ノサイエンスとの融合などに関して、研究の実践、指導を行う。さ
らに、習得した専門知識、研究結果が様々な産業分野に応用・貢献
できる創造的な考え方ができるように指導すると共に結果の公表に
ついて論文指導を行う。

（3　井上　　明）
極限環境耐性の生体分子とナノ構造物質の融合研究を研究課題とし
て、その機能性解明と応用に関する研究指導を行う。

（4　石井　　茂）
高分子材料の開発， 特に糖を用いた生体関連高分子と耐熱性高分子
の合成を中心にして研究を行う。
１） キチン・キトサンの化学装飾
２） 糖質高分子合成
３） 耐熱性高分子の開発

（5　花尻　達郎）
ナノエレクトロニクスについて、ナノ物性研究からナノデバイスの
設計および試作、更にはそれらのバイオなど異分野への応用につい
ても研究を遂行できる力を涵養する。

（6　道久　則之）
微生物由来の生体ナノ分子の解析を研究課題とし、主に有機溶媒耐
性微生物などの極限環境微生物に関する研究指導を行う。

（7　森本　久雄）
「ナノ・マイクロ材料の自己組織化とシンクロナイゼーションおよ
びそのバイオ・医療への応用化検討」を研究テーマとし，その研究
指導を行う。

（8　Dasappan Nair Sakth Kumar）
生体整合性材料の開発およびそのバイオ・医療分野への応用研究の
実施、論文作成について指導する。

研
究
指
導

バイオ・ナノサイエンス融
合研究Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ
(Bio-Nano Science Fusion
ResearchⅠ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ)
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授業科目の名称 講義等の内容 備考
科目
区分

バイオ・ナノサイエンス融合分野における先端研究の遂行および修
士論文作成の指導を行う。修士論文は英文とし、英語によるプレゼ
ンテーション法の指導も行う。最終的に、国際論文誌へ論文投稿す
るよう指導する。

（1　前川　　透）
最先端ナノテクノロジー・バイオテクノロジー研究の現状を理解さ
せ、修士論文の作成・国際論文誌への論文投稿のための指導を行
う。

（2　宇佐美　論）
研究テーマに関連した文献の調査を行い、研究の進行状況について
研究方法の選択、結果の評価などについて、選択した文献の内容と
比較した発表とディスカッションを行う。文献の選択に関しては研
究テーマを中心に行うが、バイオサイエンス、ナノサイエンス関連
文献だけではなく、科学全般つまり他分野の文献なども選択範囲に
含める。

（3　井上　　明）
生体分子とナノ構造物質の融合研究に関する研究状況、研究課題の
抽出、英論文の構成に関するまとめ方や作成方法、プレゼンテー
ション法の指導を行う。

（4　石井　　茂）
研究テーマ内容を、当該研究分野の中で位置づけて理解する方法を
知るため、英語で書かれた科学技術論文を中心に、輪講形式で学ぶ
ことを目的とする。
（5　花尻　達郎）
ナノエレクトロニクスについて、それぞれの学生の修士論文の研究
に資するように、物理の基礎から各種プロセスや評価法などの実践
的技術までを幅広く扱う。

（6　道久　則之）
微生物由来の生体ナノ分子の解析や生体分子とナノマテリアルの融
合に関する研究を課題として指導を行う。

（7　森本　久雄）
「ナノ・マイクロ材料の自己組織化とシンクロナイゼーションおよ
びそのバイオ・医療への応用化検討」を研究テーマとし，修士論文
作成，学外での研究発表，および学術誌への論文投稿等について指
導を行う。

（8　Dasappan Nair Sakth Kumar）
バイオ・ナノ融合研究の現状を理解させ、英語によるプレゼンテー
ション・英語論文作成のための指導を行う。

２　私立の大学若しくは高等専門学校の収容定員に係る学則の変更の認可を受けようとする場合若しくは届出を行おうとする場合，大学等

　の設置者の変更の認可を受けようとする場合又は大学等の廃止の認可を受けようとする場合若しくは届出を行おうとする場合は，この書

　類を作成する必要はない。

研
究
指
導

バイオ・ナノサイエンス融
合輪講Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ
(Bio-Nano Science Fusion
SeminarⅠ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ)

（注）

１　開設する授業科目の数に応じ，適宜枠の数を増やして記入すること。
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 1

１ 設置の趣旨及び必要性 
１－１ 設置の経緯 
平成 13年 4月、本学は、国際地域学部の中に、観光学分野の高等教育機関として、我が
国で最初に設立された東洋大学短期大学観光学科を発展的に改組し、4年制の国際観光学科
を設置した。当学科は平成 17年 3月に完成年度を迎えたが、卒業生の中には観光業界で活
躍する一方、大学院に進み、観光の理論的研究、実証的研究を志したいと願う学生も数多

くいた。そうしたニーズに応えるため、平成 17年 4月、すでに平成 13年 4月に設立され
ていた大学院国際地域学研究科の中に、我が国における新たな観光学研究の拠点として、

「国際観光学専攻修士課程」を設置した。 
本専攻の理念及び人材育成目的は、「国際観光の発展のために、高度な専門業務に必要な

研究能力およびその基礎となる豊かな学識をもち、かつ国際的な感覚を身につけた専門家

や研究者を養成する」ことであり、これにより、新たに我が国の観光学の発展に寄与する

人材の育成を図ることとなった。 
この背景には、経済発展に伴う所得水準の向上によって、余暇の重要性が認識されると

ともに、高齢化社会に向けて、観光産業の果たす経済的、社会的役割が大きくなったこと

が指摘される。また、国際化、グローバル化が進展する現代社会にあって、観光に対する

理解と観光経営に必要な高度な専門能力が求められるようになっていた。本専攻は、その

ような産業界から求められる人材の育成に応えるとともに、観光事象を理論的、実証的に

分析・研究する実務家の養成にも応えることとなった。 
我が国では観光に関する研究・教育を行う大学院は極めて少ない。その中で、本課程は、

東洋大学短期大学観光学科及び同附属観光産業研究所時代から蓄積してきた知見とノウハ

ウを活かし、観光専門の高等教育機関として、また国際観光に関する研究拠点として重要

な機能と役割を果たしてきた。この間、一般学生の受け入れはもちろんのこと、多くの社

会人、留学生の受け入れを通じて、我が国の観光教育・観光研究の水準の向上及び観光産

業の振興に大きく貢献することができた。少なくとも我が国では数少ない観光専門の大学

院として、その成果を世に問うことができたと考える。むろん、この間、新たな指導教員

の採用やそれに伴う新規科目の開設など、教育及び研究指導体制の充実・整備に努めてき

たことはいうまでもない。 
そのような本専攻も、平成 21年度末で、設置満 5年を迎えることとなった。平成 21年

4月には、当大学院が板倉キャンパスから白山第２キャンパスへ移転し、新たな研究・教育
の環境整備がなされた。都心へのキャンパス移転は、観光学を学びたいと希望する学生・

大学院生の関心を高めるものとなり、学部においては志願者数が急増した。 
また、観光産業界からは、近年、観光産業が「学問に裏打ちされない産業であってはな

らない」、「理論と実践の両方が必要な分野」との認識が生まれた。例えば、本専攻に在学

中の社会人大学院生の中には、それまでの実務経験を活かし、博士後期課程に進学し、学

位取得によって、よりアカデミックなキャリアを身につけ、観光産業界の新しい指導者と



 2

して活躍したいと願うものもいた。しかしながら、彼らは、これまで本専攻に博士後期課

程がなかったため、本研究科国際地域学専攻博士後期課程へ進学することとなった。この

ように観光学分野においては、現在、より高度な教育・研究の機会が求められている。こ

うした需要に一刻も早く応えることが本課程の急務となっている。 
国際観光学専攻博士後期課程の目的は、研究者の養成のみならず、専門領域を指導でき

る卓越した高度専門家の養成を目的としている。具体的には、国際観光学を専門とする大

学教員・研究者を輩出するとともに、学位（博士・国際観光学）を有し、国内外の産業界

において指導的な役割を果たす人材の育成を図りたいと考える。そのことが、将来、ひい

ては、「観光立国」という我が国の重要な政策目標の実現に大きく貢献するものとなろう。 
 
１－２ 設置の趣旨及び必要性 
１－２－１ 教育研究上の理念・目的 
平成 17 年 4 月設置の本専攻修士課程は、「広い視野に立って精深な学識を授け、専攻分
野における研究能力または高度の専門性を要する職業等に必要な高度の能力を養う」もの

であり、新設する博士後期課程は、「専攻分野について研究者として自立して研究活動を行

い、又はその他の高度に専門的な業務に従事するに必要な高度の研究能力及びその基礎と

なる豊かな学識を養う」ことを目的としている（東洋大学大学院学則第 3条）。この目的・
理念を前提として、複雑化する国際問題を解決しうる高度な専門知識を持った人材の育成、

変容する国際社会の動向に対応し貢献できる人材の育成を目指して平成 13年に国際地域学
研究科が設立された。国際観光学専攻博士後期課程もこの研究科の目的・理念の下に、専

攻分野について研究者として自立して研究活動を行い、又はその他の高度に専門的な業務

に従事するに必要な高度の研究能力及びその基礎となる豊かな学識を養うことを人材養成

の目的としている。 
現在、我が国の経済社会の発展に不可欠な課題の一つとして観光立国の実現がある。そ

のための法律として、平成 18 年 10 月、観光立国推進基本法が成立し、その後、同法に基
づき、平成 19年 6月、観光立国推進基本計画が閣議決定され、平成 20年 10月には、我が
国の観光行政に責任を有する機関として観光庁が発足した。今後、我が国では、観光庁を

中心に、観光立国の実現に向けて、①訪日外国人旅行者数を 1,000 万人にする、②日本人
の海外旅行者数を 2,000万人にする、③観光旅行消費額を 30兆円にする、④国内旅行によ
る 1人当たりの宿泊数を年間 4泊にする、⑤国際会議の開催件数を 5割以上増やすなど、
様々な施策が実施されていくものと考える。 
このように、観光を巡る動きは、近年、頓に活発化するとともに、観光産業の社会的、

経済的な役割がますます大きくなっている。それとともに、観光学を学び、さらにその本

格的な研究に従事したいと考える学生も増えている。実際、近年、観光関連の学部・学科

を開設し、観光人材の育成を図る大学の数が急増している。定員数も平成 4 年度には 240
人だったのが、平成 21 年度には 4,402 人に増加し、現在、観光関連の学部・学科は、39
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大学 43 学科に上っている。しかしながら、観光学専攻を設置した大学院の数は 6 大学(定
員数 81)に留まり、うち博士課程を設置した大学院はわずか 2 大学院（定員数 11）のみと
なっている。 
このような中で、今回、設置を申請する国際観光学専攻博士後期課程は、本学短期大学

観光学科の時代から約半世紀に及ぶ歴史を踏まえ、「専攻分野について研究者として自立し

て研究活動を行い、又はその他の高度に専門的な業務に従事するに必要な高度の研究能力

及びその基礎となる豊かな学識を養う」という目的により、「国際観光の発展のために、高

度な専門業務に必要な研究能力およびその基礎となる豊かな学識をもち、かつ国際的な感

覚を身につけた専門家や研究者」を養成し、研究者や大学教員のみならず、学位（博士・

国際観光学）を有し、国内外の様々な分野において、卓越した指導力を発揮する人材の育

成を図る。 
これまで国際観光学専攻修士課程修了生で博士後期課程への進学希望者は、当研究科国

際地域学専攻博士後期課程へ進学していた。その場合、国際地域学専攻における目的であ

る「国内外における地域づくりに係る諸問題の解決のために、国際的に通用する高度な専

門的知識を有する専門家や研究者を養成」するという目的については、本専攻の目的と共

通する点もあるが、国際観光学専攻の博士後期課程においては、国際観光学の専攻目的を

より一層推し進め、所期の目的を達成したいと考える。 
既述したように観光学に係る研究科・専攻を置く大学院は、国公立で 2 校、私立では本
学を含め 4 校、博士後期課程を持つ大学院は 2 校である。そのため短期大学時代を含め国
際地域学部、国際地域学研究科国際観光学専攻修士課程の教育・研究蓄積を活かし、観光

学構築のための環境整備・観光学研究の拠点とするためにも博士後期課程の設置は必要で

あると考える。白山第２キャンパスへ移転したことにより、学部の志願者数は急増したが、

大学院への進学志願者数も通学が便利になったことから社会人も含め潜在的な需要がある

ものと考える。 
高等教育機関における観光分野の人材育成には、産業界のニーズを踏まえた教育内容の

充実が不可欠である。ここ数年、観光関連の学部・学科を開設し、観光人材の育成を図る

大学の数が急増していることはすでに述べた通りである。観光庁では、平成 20年 11月、「カ
リキュラム・ワーキンググループ」を設置して、観光マネジメント教育やカリキュラムの

分析・検討を行い、産業界から求められる人材育成の提言を行った。また産学連携による

ホスピタリティ・マネジメントの向上や組織的に観光地経営の革新に取り組む人材の育成

プログラムの開発を支援している。さらに多様化する訪日外国人旅行者のニーズへの対応

や観光産業従事者の能力や意欲の向上につながる制度や仕組みの設計にも取り組んでいる。 
このように、現在、観光事業者の知識や能力の向上、すなわち、観光マネジメント教育

の強化や観光地・観光産業の競争力の強化に資する人材育成を目指す高等教育の充実が求

められている。併せて、観光産業・観光学の一層の研究が要請されているところである。 
観光学は、比較的新しい学問領域であり、学際的な研究・分析を要する分野である。今
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回、設置を申請する博士後期課程は、そのような観光学の学術研究水準の向上に大きな役

割を果たすものと考える。併せて、観光学の高度な教育と研究の場を広く提供するものと

なる。こうした博士後期課程の設置は、社会人や留学生にとっても新たな教育・研究機会

の拡大を意味するから、社会的、国際的にも大きな意義を持つものと考える。なお、次表

に見るとおり、国際観光学専攻修士課程は、平成 19年度の 1年と平成 21年度の 1年を除
き、これまで常に定員を満たしていたことを付記する。 
 
          表１ 本専攻課程における学生数の推移 
年   度 入学定員 収容定員 学  生  数 備  考 

1年 2年 合計 
平成１７ １０ ２０ １３  １３ 開設年度 
平成１８ １０ ２０ １２ １３ ２５  
平成１９ １０ ２０ ８ １４ ２２  
平成２０ １０ ２０ １７ １０ ２７  
平成２１ １０ ２０ ９ １６ ２５  

 
ところで、最近、博士号を取得したにもかかわらず、正規の研究職・教職に就けない大

学院生の数が増えて問題となっているが、観光学の場合、社会人大学院生の大多数は、す

でにホテル・旅行・観光関係の仕事に従事している。また、一般の大学院生も、修了後、

上記のようなホテル・旅行・観光関係の業務に就く機会に比較的恵まれている。これは観

光関係の業界が他の業界に比べ人的交流が深いことによるものと思われる。実際、本専攻

の所属教員と短期大学観光学科の同窓会、及び OB が勤務するホテル、レストラン、旅行
業界には独自の人的ネットワークが存在する。そのため、そのような人的ネットワークを

介して、何らかの就職の機会が得られるものと思われる。むろん、修了後の進路が不確実

な状況を完全に払拭することはできないが、大学院生に対しても、学部学生の就職活動に

対する支援と同様な配慮を行うなど、教員一同一丸となって問題の解消に努めていく。 
 
 
１－２－２ どのような人材を養成するのか 
国際観光学専攻博士後期課程は、本学短期大学観光学科の時代から約半世紀に及ぶ歴史

を踏まえ、「専攻分野について研究者として自立して研究活動を行い、又はその他の高度に

専門的な業務に従事するに必要な高度の研究能力及びその基礎となる豊かな学識を養う」

ことを目的としているが、人材養成としては、「国際観光の発展のために、高度な専門業務

に必要な研究能力およびその基礎となる豊かな学識をもち、かつ国際的な感覚を身につけ

た専門家や研究者を養成する」ことを目的としている。具体的には、国際観光学を専門と

する大学教員・研究者を輩出するとともに、国内外の観光産業界において指導的な役割を
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果たす卓越した人材の育成に努めたいと考える。また観光地域づくりを担う人材の育成と

いうニーズもあることから、学問的なキャリアを身につけ、理論と実務に長けた地域づく

りのリーダーとなる人材の養成にも努めたい。そのことが、将来、ひいては、「観光立国」

という我が国の重要な政策目標の実現に大きく貢献するものと確信する。 
 
２ 課程の概要 

 国際観光学専攻は、現在、修士課程のみであるが、新たに同課程に博士後期課程の新設

を目指した構想であり、平日、土曜日とも昼夜開講とする。セメスタ制の下、次表のよう

な「演習科目」、「研究指導科目」及び担当者を予定している。なお、入学時期は４月と９

月である。 
 

表２ 観光学専攻博士後期課程の設置科目 
授業科目・研究指導 講義・演習の別 単位 職名 担 当 教 員 備  考 
国際観光学特殊研究Ⅰ 演  習 ２ 教授 各指導教員  
国際観光学特殊研究Ⅱ 演  習 ２ 教授 各指導教員  
国際観光学特殊研究Ⅲ 演  習 ２ 教授 各指導教員  
国際観光学特殊研究Ⅳ 演  習 ２ 教授 各指導教員  
国際観光学特殊研究Ⅴ 演  習 ２ 教授 各指導教員  
国際観光学特殊研究Ⅵ 演  習 ２ 教授 各指導教員  
国際観光学研究指導   教授 各指導教員  
履修方法 

１． 原則として、「国際観光学特殊研究Ⅰ～Ⅵ」の履修は、各セメスタに 1 科目ずつ順を追って履修登録

しなければならない。 

２． 国際観光学研究指導を担当する教員の「国際観光学研究指導」をセメスタごとに履修登録しなければ

ならない。 

３． 本表に掲げたものの他、指導教員が研究指導上必要と認めた場合は、本学の他研究科・専攻の授業科

目を履修することができる。 

 

本専攻の博士後期課程では、「国際観光の発展のために、高度な専門業務に必要な研究能

力およびその基礎となる豊かな学識をもち、かつ国際的な感覚を身につけた専門家や研究

者を養成する」ことを人材養成の目的としていることから、国際観光論を中心とする各専

門分野の担当教員が、最新の理論と情報を駆使した研究指導と演習・講義を行う。また他

研究科他専攻開設の科目についても必要に応じて履修できるようにする。主指導教員の指

導により、関連する科目を履修する場合もある。それにより、観光立国を担う観光経営マ

ネジメントに精通した人材の育成が図られる。 
 



 6

３ 課程・専攻等の名称及び学位の名称 
本課程の名称は、国際地域学研究科国際観光学専攻博士後期課程(Doctor Course of 

International Tourism)である。取得学位の名称は、本専攻の設置目的で述べたように、国
際観光学・国際観光分野において卓越した指導力を発揮する人材を育成するとの教育・研

究理念から博士（国際観光学）とする。英語名は Ph. D of International Tourismである。 
 
４ 教育課程の編成の考え方及び特色 
国際観光学専攻は、教育上の目的を達成するために必要な演習・講義科目を「２ 課程

の概要」に示したように開設し、観光・ホテル事業、旅行産業、観光資源、都市観光シス

テム、観光交流、サービス産業、ホスピタリティ・マネジメント、環境保護、国際交通経

営、情報ネットワークに関わる科目及びそれらに関わる研究指導を配置し、学位論文の作

成等に対する指導（以下「研究指導」）の計画を策定し、体系的に教育課程を編成するもの

とする。「研究計画書」は、研究テーマ、研究の目的・背景・意義、論文題目、論文作成の

スケジュール、想定される論文の構成または目次を記入する。教育課程の編成に当たって

は、専攻分野に関する高度の専門的知識と能力を修得させるとともに、当該専攻分野に関

連する分野の基礎的素養の涵養に配慮する。 
国際観光学専攻は、セメスタ制と 4 月および 9 月入学となっているが、博士後期課程で
も、学期初めに導入教育のための科目を適切に配置し、教育課程の体系性を確保しつつ、

教員の教育・研究指導等の時間割やコマ数調整等を整える。本専攻の教員は、これまで通

り昼夜半々に分かれて講義を担当する。また土曜日にも開講する。 
大学院生に対しては、博士後期課程入学時より、原則として、主指導教員 1 名、副指導
教員 1 名の計 2 名で研究指導を行う。この場合、研究の進捗度合いを判断できるよう、主
指導教員の講義、演習及び研究指導の他、副指導教員の講義、演習も受講するよう奨励す

る。 
本博士後期課程は、観光産業等に携わる現職社会人の受け入れに努めるとともに、その

教育効果を最大限に発揮するため、夜間および土曜日にも開講することとする。社会人、

留学生に対する教育研究指導は、一般日本人大学院生に対する教育研究指導と区別するこ

となく、主指導教員及び副指導教員の下、緊密にこれを行うこととする。但し、社会人の

就学に配慮し、夜間及び土曜日だけでも必要な単位修得が可能となるよう、各教員を概ね

半数ずつに分け、それぞれの担当授業科目を隔年開講とする（研究指導についてはこの限

りでない）。また、白山キャンパスの図書館の館外貸し出し等のため、同図書館との連携を

一層強化するものとする。 
学外における論文発表は重要な活動の一つであるが、そのための論文発表・学会参加に

は旅費等の補助を行い、発表・議論を通じた研鑽が行える環境を、平成 22年度から大学院
全体として整備した。論文発表は研究者ネットワークの形成・人的交流にも有益な効果を

持つ。これらの活動を踏まえながら、査読付き論文への投稿を推奨する。これは博士号取
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得に欠かせない要件であるとともに、大学院の学術の追求・科学の発展のために欠かせな

い活動である。そのために指導教員は学生と密接に連携をとりながら論文執筆を指導する。 
 
５ 教員組織の編成の考え方及び特色 
国際観光学専攻博士後期課程では、研究者の養成のみならず、国際観光、旅行産業、ホ

テル事業領域の新分野を指導できる卓越した高度専門家を養成することを目的としている。

人材育成としては、「国際観光の発展のために、高度な専門業務に必要な研究能力およびそ

の基礎となる豊かな学識をもち、かつ国際的な感覚を身につけた専門家や研究者を養成す

る」ため、観光・ホテル事業、旅行産業、観光交流、観光資源、都市観光システム、環境

保護、国際交通経営、情報ネットワーク、ホスピタリティ・マネジメント、サービス産業

に関するカリキュラム編成を行い、それぞれの分野に秀でた担当教員を配置している。 
本専攻の教員組織としては、旅行産業研究関係（旅行産業システム・分析の研究）、観光

マネジメント研究関係(観光施設及びマネジメントの研究)、観光計画・環境研究関係（観光
地域開発計画の研究）を専門とする研究者を中心に少数精鋭で運営する。具体的には、開

設年度における専任教員 9 名のうち博士の学位を有するものは 7 名おり、いずれも多くの
業績を有している。教員の年齢構成は、40代 1名、50代 5名、60代 3名となっている。
構成教員は、東洋大学定年規程により全員が学年進行の 3 年間を超えて本専攻のメンバー
として担当することが可能である。また、教員の研究分野の構成は、旅行産業研究関係の

分野が 3 名、観光マネジメント研究関係の分野 3 名、観光計画・環境研究関係の分野が 3
名とバランスよく配置されており、本専攻の基礎から応用までに教育・研究の指導を十分

実施することが可能となっている。 
本博士後期課程には教育研究上の目的を達成するために必要な教員を置くが、その場合、

各教員の役割分担及び連携体制を確立し、本課程における人材育成に向けた組織的な教育

が行われるよう配慮する。講義科目及び研究指導を担当する教員は、原則として博士号を

有するとともに「東洋大学大学院教員資格審査規程」に該当する専任教員又はこれに相当

する（客員）教授をもって充てる。但し、特別の事情があるときは、大学院学則に基づき

非常勤講師に授業科目を担当させることもできる。 
国際観光学専攻博士後期課程の授業科目担当者は、全員同修士課程の演習担当者であり、

担当者はそれぞれの専門を活かし、一貫性ある教育を行うよう心掛ける。これにより、国

際観光学専攻博士前期課程の学生も修士論文を提出することで、当博士後期課程への進学

が鼓舞されるものと考える。 
ちなみに、平成 22年 4月時点での国際地域学研究科の専任教員は 23名（うち国際観光
学専攻の専任教員は 9名）である。国際観光学専攻の専任教員 9名のうち、40代 1名、50
代 6名、60代は 2名で、同専任教員の平均年齢は 53.6歳となっている。国際観光学専攻教
員 9名のうち 7名が博士学位取得者である。学位の種類は、経済学 2名、経営学 1名、商
学 1名、農学 1名、工学 2名である。9名のうち 7名が研究指導を担当する。 
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６ 教育方法、履修指導、研究指導の方法及び修了要件 
国際観光学専攻博士後期課程の教育は、演習科目の授業と研究指導によって行うものと

する。その場合、授業及び研究指導の方法と内容並びに１年間の授業及び研究指導の計画

は、予め大学院生に対して、可能な限り具体的、明確に示すものとする。他の専攻と同様、

大学院生は、指導教員を選び、「研究計画書」を年 1回必ず提出し、指導教員の指示に従い
研究遂行に有効な科目を選び履修することになる。 
なお、研究テーマの決定に際しては、一般的に以下の点に留意するよう指示している。

すなわち、①必ず指導教授と相談すること、②過去の自分の研究分野に近いものであるこ

と、③漠然としたテーマでなく、限定的な、狭い範囲の問題を取り上げること。 
履修指導・研究指導 
研究指導は、基本的に主指導教員１名と副指導教員１名によって行われ、年度毎に２科

目（主導教員１名、副指導教員１名）を上限として、履修・単位修得（0単位）することが
できる。課程表に記載したものの他、指導教員が教育上必要と認めるときは、本学の他研

究科・専攻の授業科目を履修することができる。 
研究指導は主指導教員、副指導教員による指導体制を整え、基本的な研究方法から個々

の大学院生の研究テーマまできめ細かく行われる。また、9月（3月）の研究発表会におい
ては、指導教員の他、参加する国際地域学研究科委員による指導も行う。シンポジウムや

研究会における博士後期課程在籍者の報告は、研究指導の一環と考えている。このような

研究発表会や研究会には原則として、分野ごと関係する教員と大学院生が全員参加するよ

うにし、教員間、大学院生間及びその双方の間に学問的刺激を誘発させる仕組みとする。  
国内外を問わず、研究成果を学会で発表することを奨励し、発表活動に必要な旅費を支

援する。研究成果を発表することにより、自分の研究テーマ、内容を評価されるとともに

研究成果を見直す良い機会ともなるからである。これにより研究内容の深化を図るととも

に、本学大学院の研究活動の活性化を図るものとする。 
学修の成果及び学位論文に係る評価並びに修了の認定は、客観性と厳格性を確保するた

め、その基準を「博士学位論文審査基準」として定め「大学院要覧」等で公表するととも

に、定められた基準に従って適切に評価するものとする。また、定期的に、授業及び研究

指導の内容及び方法の改善を図っていくものとする。 
 大学院生に対する履修指導は、研究計画書を提出させた上で、学生の学習目的を十分踏

まえ、指導教員の選択から授業科目の選択まできめ細かく行うものとする。研究の方法に

ついては、その研究アプローチが実証的研究であるか、理論的研究であるか、また両研究

アプローチの相互関係が当人の研究の中でどうなっているのかを明らかにさせる。想定さ

れる証拠やデータの収集方法や分析方法についても明らかにし、標本抽出と統計分析につ

いても、必要な場合は、その概要を記述させるようにしている。 
働きながら大学・大学院で学ぶビジネスパーソンが増えているが、学ぶことに意欲的な
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社会人に対する履修指導は、特に入念に行い、入学前の大学院進学相談会の時点において

も、博士論文提出までの経緯を説明し、入学してからも齟齬が出ないよう詳細に説明を行

うものとする。昼夜開講制、セメスタ制など、学びやすい環境の整備に力を入れる。これ

らのことを含め、大学院生に対する履修指導は、懇切丁寧を第一義とする。また、研究テ

ーマや指導教員について、大学院生から変更の希望があった場合は、研究科委員長と専攻

主任とが面談し、これに対処するものとする。 
 シラバスは、共通の書式に従い、Web 情報システムに各学期の講義の目的、内容、スケ
ジュール、指導方法、到達目標、成績評価の方法、評価項目、テキスト、参考書等を具体

的に示すことで、大学院生が受講を決定する際に必要な情報を可能な限り網羅するものと

する。シラバスは、主体的な学びのナビゲーターであるとともに、教員と大学院生の間の

契約書といってもよい。シラバスから逸脱した授業は、契約違反だけでなく、大学院生の

学習意欲を低下させることにもなりかねない。適切なシラバスを作成することにより、教

員間の調整、授業改善、社会への情報提供など、複合的な効果を発揮することが求められ

ている。なお、博士後期課程の授業・研究指導に当たっては、受講者本人と十分に話し合

うなどして個々の受講者の学習内容に対する希望等を十分聴取することとする。 
 研究における倫理体制については、「東洋大学研究活動規範」に基づき、研究活動を進め

ていくが、不正行為が発覚した場合は、「東洋大学研究活動規範委員会規程」により、委員

会が設置され審査が行われることになる。同規程第２条による研究者の定義としては、大

学の専任教員及び大学の施設設備を利用して研究を行っているものとしているため、大学

院生に対しても「東洋大学研究活動規範」の遵守を求める。これらのことはガイダンスや

研究指導時に指導する。 
教育効果の測定 
国際地域学専攻博士後期課程と同様に、本国際観光学専攻博士後期課程でも、「４ 教育

課程の編成の考え方及び特色」における「国際地域学研究科国際地域学専攻博士学位論文

審査に関する内規」の中で実施する研究報告会によって教育効果を測定する。また、学内

外の学術刊行物への投稿論文、学会等の報告によっても成果の測定を行う。 
 研究指導は主指導教員、副指導教員を中心に、責任ある指導体制を整え、具体的な研究

方法から個々の研究テーマに至るまで、きめ細かな指導が行われるものとする。これに加

え、研究科教員全員による研究指導を行うため、3年次に行う研究発表会とは別に各セメス
タごとに 2 回の研究発表会（中間発表会と期末発表会）を開催する。研究発表会には、原
則として、教員と大学院生、いずれも全員参加するようにし、教員間、大学院生間及びそ

の双方に学問的インセンティブが誘発されるよう工夫する。また、学内の研究センター、

研究機関のシンポジウムや研究会における報告は、これを研究指導の一環と考える。 
研究指導は、複数の教員により、入学時の履修指導から博士論文の作成に至るまで、首

尾一貫してきめ細かく行う。なお、社会人や留学生の便宜を図るため、セメスタ制と９月

入学を採用することで、研究活動に柔軟性と機動性を与えられると考えている。また、大
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学院生の研究成果の公表及び研究・教育水準の向上のため、国内外の学会や研究会にも積

極的に参加するよう指導する。さらに、国内外の調査・研究機関と連携した研究指導ある

いは留学も行う。 
学位取得 
本博士後期課程の修了要件は、当該専攻課程に 5 年（博士前期課程又は修士課程に 2 年
以上在学し、当該課程を修了した者にあっては、当該課程における 2年の在学期間を含む）
以上在学し、（博士前期課程又は修士課程において）30単位以上修得し、かつ、必要な研究
指導を受けた上、博士論文の審査及び最終試験に合格するものとする。但し、在学期間に

関しては、優れた研究業績を上げた者については、大学院に 3 年（博士前期課程又は修士
課程を修了した者にあっては、当該課程における在学期間も含む）以上在学すれば足りる

ものとする（詳細については、別添の「東洋大学大学院学則」第 13条を参照）。 
本課程における標準的な学位請求までの論文審査手続きは、「国際地域学研究科国際地域

学専攻博士学位論文審査に関する内規」に準拠するものとする（なお、下記のスケジュー

ルは 3月修了生を対象としたもので、9月修了生の場合は括弧内で示す）。【別添資料 1参照】 
①博士後期課程において学位請求論文を提出しようとする大学院生は、第 3年次の 9月（3
月）頃、研究科委員会が主催する研究発表会において、指導教員の指導の下に発表を行

う。 
②博士学位請求論文を 11月下旬（5月下旬）に研究科委員長に提出する。 
③研究科委員長は、主査 1 名（内部教員で「博士後期課程研究指導教員の資格」を有する
教員）、副査 2名以上を決定する。この場合、副査の少なくとも 1名は、国際地域学研究
科以外の教員が望ましく、「当該分野で博士号を有する大学教員」等とする。なお、申し

合わせ事項により外部審査員を入れることとなっている。 
④研究科委員長は、受理された論文を、研究科委員長会議に報告する。 
⑤主査、副査は、博士学位請求論文を査読し、学力試験（外国語・専門科目）を実施する。

但し、特別の理由があると認めた場合は学力試験を免除する。 
⑥研究科委員長は、2月（8月）に博士学位請求論文の「公聴会」を開催する。 
⑦公聴会終了後、主査、副査は、博士学位請求論文の合否について審査を行い、研究科委

員会に報告する。 
⑧研究科委員会は、審査報告が行われた博士学位請求論文に対し、授与の合否を決定する。

但し、研究科構成員本人が博士学位請求論文の審査対象となっている場合は、合否判定

に関与しない。採決は、博士後期課程担当教員の投票で行い、３分の２以上の賛成をも

って合格とする。 
⑨研究科委員長は、研究科委員長会議に、審査を通過した博士学位請求論文の報告を行い、

研究科委員長会議の承認を受けた後、学位授与を正式決定する。 
学位の授与については、大学院研究科委員長会議において「学位審査等に係る不適切な

便宜の授受の排除並びに不適切な指導形態の排除に関する申し合わせ」を行い、全研究科
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委員会において文書を配布している。その中で、学位論文提出要件や審査基準の公表を謳

っているが、具体的な内容は、大学院生全員に配布する「大学院要覧」に掲載している。 
上記課程博士の学位論文の審査基準は以下の通りである。 
１．論文の学問的、社会的貢献 

当該論文が、国際観光学における学問的、社会的な発展に貢献すること 
２．先行する研究成果の吸収 

当該論文が、先行する研究成果の十分な吸収の上に立って、その適切な活用を行って

いると同時に、該当分野における新たな知見を付与するものであること 
３．独創性 

当該論文が、学位請求論文提出者の十分な独創性を示すものであること 
４．論文の完成度 
当該論文が、高い完成度を有し、首尾一貫した論理に支えられていること 
 なお、博士学位（乙）の審査については、「国際地域学研究科国際地域学専攻博士学位論

文審査に関する内規」の「２．博士学位（乙）審査について」に準拠し、別途、内規で定

めるものとする。 
成績評価法 
成績評価は、シラバスに記載する方法にもよるが個人の能力に応じた目標達成度を設定

し、満点を 100とする点数（素点）で表示する。Ｓ（100～90点）、Ａ(89～80点)、Ｂ(79
～70点)、Ｃ(69～60点)（以上合格）、Ｄ(59～0点)（不合格）表示する。学位論文提出基準、
学位論文審査基準及び成績評価については、大学院生全員に配布する「大学院要覧」に記

載し周知している。 
目標達成度はテーマや方法論によっても異なるが、研究指導での発表能力、質疑応答へ

の参加意欲と、それらの内容の質、論理思考、問題意識、文献及び資料の収集力、郵送ア

ンケート調査、インタビュー調査等の実施に伴う企画力や実行力なども加味し、総合的に

判断・評価するものとする。各教員は客観的で適正な評価方法を心掛ける。 
教育・研究指導の改善 
 国際地域学研究科では、研究科委員長、専攻主任、FD推進センター委員長等が中心とな
って、定期的に教育・研究指導の改善策等を検討している。重要な問題は、本研究科委員

会の議題として組織的に取り込み、カリキュラム等の抜本的改善については、プロジェク

ト委員会を別に設けて改善策を検討する予定である。 
 シラバスは、講義の目的、内容、年間スケジュール、指導方法、到達目標、成績評価、

テキスト、参考書などを明示した共通フォーマットに従って作成し、大学院生が受講を決

定する際の科目に関する情報を網羅する。近年、シラバスは、到達目標の記述が義務化さ

れ、授業の目標・内容を前提とすることはもとより、学習の指針を明確に提示できるよう

到達目標を設定することが求められている。そのため、春期・秋学期とも、その授業内容

は、「第 1回」、「第 2回」など、学期・授業回ごとに授業スケジュールを記述している。ま
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た、シラバスに沿って授業をすることが原則であるが、止むを得ず変更せざるを得ない場

合は、受講生に変更の理由を説明するようにしている。なお、シラバスは、「東洋大学ＷＥ

Ｂ情報システム」によりインターネットを通じ、本学大学院生以外の者も閲覧可能となっ

ている。【別添資料 2参照】 
 
７ 施設・設備等 

 国際地域学部及び国際地域学研究科は、平成 21年 4月、白山第２キャンパス（東京都文
京区白山２－３６－５）に移転し、新たなスタートを切った。「国際」をキーワードにする

学部・研究科として、国際機関や情報が集積する首都圏に教育・研究の場を移したことは、

学生の情報へのアクセスビリティを飛躍的に高めるものとなり、大学院生にとって移転の

メリットは計り知れぬものがある。 
 教育（講義・演習及び研究指導）や研究は、Ｃ棟、Ｂ棟の国際地域学部で使用している

教室で行われる。週平均の教室利用率は時限によって異なるが、国際地域学研究科用の教

室は確保している。ほとんどの教室でパソコンやプロジェクター、AV機器の利用が可能と
なっている。専攻分野から、特殊な研究施設・設備は必要なく、既存の施設で十分可能で

ある。研究のための図書資料等は、第２キャンパス内にある図書館を利用するが、第１キ

ャンパス内の本学図書館も利用することができる。 
 白山第２キャンパスには、院生の共同研究室として、「院生室」がＣ棟４階に 5 室ある。
「大学院 PC室」（98m2定員 20名）のほか、「大学院研究室１」（51.6m2）は国際地域学専

攻のための院生研究室である。「大学院研究室２」（51.6m2）は国際観光学専攻のための院

生研究室である。「大学院研究室３」（25.8m2）は国際地域学専攻のためのミーティング室

である。「大学院研究室４」（25.8m2）は、国際観光学専攻のためのミーティング室である。 

 大学院の備品としては、大学院 PC室にWindowsパソコン 20台が備え付けられている。
院生室のパソコンはすべてインターネットに接続されている。院生室のパソコンを利用す

るには、「情報システム利用通知書」に記載された USER-ID（アカウント）とパスワード
を必要とする。なお、パソコンにソフトをインストールすることはできない。ウイルス対

策ソフトは全てのパソコンに搭載されている。以上のいずれの院生室も適切なスペースが

確保されている。 
『大学院紀要』は、毎年、図書館に納められ、閲覧に供されている（ホームページでも

閲覧可）。その他学術資料は、図書館にある情報端末機器により「図書情報システム(OPAC)」
や「WebCAT」により館外からインターネットを通じて書誌検索できる他、学内外で容易
に電子ジャーナル、データベースが利用できるようになっている。白山第２キャンパスの

図書館に資料がない場合は、白山第１、朝霞、川越、板倉の各キャンパスの図書館から取

り寄せることができる。さらに、山手線沿線私立大学図書館コンソーシアム（青山学院大

学、学習院大学、國學院大学、法政大学、明治大学、明治学院大学、立教大学）をはじめ

として、佛教図書館協会東地区の大学図書館との相互利用、埼玉県大学・短期大学図書館
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協議会の加盟大学・短期大学とも協定を締結しているので、本学図書館にない文献につい

ても利用可能となっている。 
 
８ 既設の学部、研究科等との関係 
８－１ 国際地域学部との関係 
 本研究科は学部に基礎を置く研究科であり、その教育内容は、基本的に国際地域学部の

学士課程の基礎学力を前提としている。国際地域学部には国際地域学科と国際観光学科が

あり、国際観光学専攻は、学部の国際観光学科と教育内容の継続性を維持している。従っ

て、学部において、成績や単位など必要な要件を満たした学生は、学内推薦入試制度を利

用して、学部における研究を研究科においても継続・発展させていくことができる。また、

大学院開講科目履修制度を活用して、学部生が大学院の講義を受講することもできる。 
 この大学院開講科目履修制度を利用し、国際地域学研究科へ進学した場合、申請により

規定に基づき単位認定することができる。 
 国際地域学部と国際地域学研究科の関係を図式化すると以下のようになる。 
 

図１ 大学院と学部との関係図 

 
次頁に国際地域学部国際観光学科と国際地域学研究科国際観光学専攻の博士前期課程

（修士課程）と今回申請する国際観光学専攻博士後期課程における継続性について関係図

を示す。 
 
 
 
 
 
 
 

 
大 
 
学 
 
院 
 

国

際

地

域

学 
研

究

科 

 
博士後期課程 

 

 
 

国際地域学専攻 
博士後期課程 

国際観光学専攻 
博士後期課程 

 

 
 

博士前期課程 
（修士課程） 

 
国際地域学専攻 
博士前期課程 

国際観光学専攻 
博士前期課程 

国際地域学部 国際地域学科 国際観光学科 
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表３ 大学院国際観光学専攻博士後期課程及び前期課程と学部における設置科目の関係 
 旅行産業研究関係（旅行産

業システム・分析の研究） 

観光マネジメント研究関係

(観光施設・マネジメントの研究) 

観光計画・環境研究関係（観

光地域開発計画の研究） 

国際地域学

研究科国際

観光学専攻

博士後期課

程 

 

科 

 

目 

国際観光学特殊研究Ⅰ   国際観光学研究指導 

国際観光学特殊研究Ⅱ 

国際観光学特殊研究Ⅲ 

国際観光学特殊研究Ⅳ 

国際観光学特殊研究Ⅴ 

国際観光学特殊研究Ⅵ 

 

 

 

国際地域学

研究科国際

観光学専攻

博士前期課

程 

 

 

科 

 

 

 

 

目 

 

講 

義 

課 

目 

旅行産業特論 

情報ネットワーク特

論 

観光交通特論 

観光交流特論 

国際交通経営特論 

観光・ホテル事業特論 

サービス産業特論 

ホスピタリティ・マネジメン

ト特論 

地域経営特論 

観光資源特論 

都市観光システム特論 

環境保護特論 

演 

習 

科 

目 

 

旅行産業演習 

情報ネットワーク演

習 

観光交通演習 

観光交流演習 

国際交通経営演習 

観光・ホテル事業演習 

サービス産業演習 

ホスピタリティ・マネジメン

ト演習 

地域経営演習 

観光資源演習 

都市観光システム演習 

環境保護演習 

国際観光学研究指導 

 

国際地域学

部国際観光

学科 

 

科 

 

 

目 

ツーリズム・マネジメン

ト・コース 

ホスピタリティ・マネジメン

ト・コース 

レジャー＆リゾート・マネ

ジメント・コース 

旅行産業論 

国際観光交流論 

国際交通論 

地理情報システム 

観光事業経営論 

ホテル概論 

サービス・マネジメント 

ホスピタリティ演習 

観光施設デザイン論 

観光調査・予測理論 

自然公園・保護論 

観光まちづくり概論 

＊平成 22年度から「地域経営特論」と「地域経営演習」が加わる予定である。 

 
 大学院では、修士課程又は博士前期課程において、2年間で 30単位以上修得する必要が
あるが、指導教員が研究指導上必要と認めた場合は、他の研究科・専攻の授業科目を 10単
位まで履修・修得することができる。なお、国際観光学専攻は、修士課程のみで博士後期

課程がなかったが、ほとんどの学生は、修士課程修了時点で大学院を去っていった。ただ、

国際観光学専攻修士課程を修了した者の中で、これまで数名が国際地域学専攻博士後期課

程に進学し、修士課程における研究を国際地域学の視点を取り入れながら継続している。
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この場合、国際観光学専攻所属の教員が、当該学生の研究指導を補佐している。 
 
８－２ その他研究機関との関係 
 国際地域学研究科では、平成 13年 4月に「国際共生社会研究センター」を設置した。こ
のセンターは、文部科学省の「私立大学学術研究高度化推進事業」の一つである「オープ

ン・リサーチ・センター整備事業」として採択されたもので、多くの研究成果を上げた後、

平成 21 年 3 月末にその活動を終了した。オープン・リサーチ・センター事業は、「国際」、
「環境」、「共生」、「社会」の４つをキーワードとして、開かれた体制によって、我が国の

学術発展に貢献する優れた研究を重点的に支援する事業である。 
国際共生社会研究センターは、アジア地域を中心としたフィールドにおける調査・研究、

国際会議の開催、ニュースレターや報告書の発行などを通じて、学術研究水準の向上に貢

献してきた。また、同センターは、これまで朝倉書店から『環境共生社会学』（平成 16年 2
月）、『国際環境共生学』（平成 17年 8月）、『国際共生社会学』（平成 20年 8月）の３冊を
出版した。この３冊は、オープン・リサーチ・センター整備事業に採択されたのべ 8 年間
の研究成果を反映し、かつ集大成したものである。 
なお、平成 22年度から文部科学省の「私立大学戦略的研究基盤形成支援事業」が新しく
スタートし、平成 13 年度から平成 20 年度に存在し、成功を収めた前国際共生社会研究セ
ンターの理念を継続し、発展させることとなった。そのため、上記支援事業についても継

続色を打ち出すため「国際共生社会研究センター」の名称とした。この研究プロジェクト

の名は「アジア開発途上地域における内発的発展支援手法の開発」である。国際地域学研

究科の教員 17名が参加している。うち国際観光学専攻所属の教員数は 5名である。この 5
名の教員が「国際観光における拠点形成」と題するサブ・プロジェクト・テーマに取り組

んでいる。 
地域の住民福祉や観光交流を含む地域社会の活性化に資する諸方策について、政策学、

経済学、地域開発学、環境教育学、社会学、社会工学、生命科学等の観点から多角的に調

査・研究を行っている機関が、平成 14年 7月、板倉キャンパスに創設された「地域活性化
研究所」である。同研究所は、地域活性化のための観光研究、交通・情報関係の研究も行

っており、国際地域学部、国際地域学研究科とも密接な関係にある。28 名の学部・大学院
教員が当研究所の研究員を兼ねている。うち 7 名が本専攻の専任教員である。院生研究員
も参画している。 
国際地域学研究科は平成 21年 4月から白山第２キャンパスに移転したが、板倉キャンパ
スにある地域活性化研究所の活動は継続して行っている。地域活性化研究所の主要な研究

事業が、まちづくり、環境共生社会の実現、観光振興、観光交通問題、観光資源調査など、

国際地域学研究科の教員が専攻する分野にも深く関係するため、これまでと同様、各種講

演会、シンポジウム、研究会等の企画・開催などに積極的に参加している。この活動に 4
名の国際地域学研究科の大学院生が参加し、学際的な共同プロジェクトの推進に貢献して
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いる。 
上記のような研究機関では、若手研究者の育成という観点から、博士後期課程の大学院

生を「院生研究員」として調査・研究に従事させている。院生研究員には研究成果の発表

の場として、必要な学会への出席のための旅費の補助に加えて、年報に学術論文や調査報

告を執筆する機会を与えている。毎年 1 名ほどの院生研究員が論文を投稿しており、論文
執筆能力を高める、また、研究実績を上げる機会となっている。 
以上のようなことを通じて、国際地域学専攻課程では、4名の院生研究員が博士（国際地
域学）の学位を取得している。うち２名は本学の助教となっている。また、研究者志望の

大学院生を国際共生社会研究センターや地域活性化研究所の研究プロジェクトに参加する

ことで、研究の実際を経験できるよう配慮している。若手研究者をこれら研究機関の運営

委員や研究会のオーガナイザーにすることは、彼らに、将来、プロジェクト・リーダーと

して活躍するための経験の場を提供するものとなっている。 
将来的には、世界各国、特に東アジアの国々の大学及び研究機関と学術交流協定を結び、

それぞれの大学と連携を取りながら国際交流を行っていきたい。具体的には、交換留学生・

研究員の派遣・受け入れをはじめとして、協定校と本学教員の協力による共同研究、資料・

情報の交換など、多岐にわたる活動を展開し、本専攻が東アジアにおける国際観光学研究

の拠点となることを目指したい。 
 
９ 入学者選抜の概要 
 国際観光学専攻修士課程では、一般入試（外国人留学生入試を含む）、社会人入試、学内

推薦入試を、それぞれ年 2 回行っている。国際観光学専攻博士後期課程においても同様の
選抜方式を採るものとする。社会人入試についても、選択語学（英語、ドイツ語、フラン

ス語、中国語、ハングルから一科目選択）、論文（日本語又は英語）、面接によって選抜す

る。 
学内推薦入試については、修士課程では、出願時点で通算成績の評定平均値が 4.30以上
であることを推薦基準に書類審査と面接を課しているが、博士後期課程については、国際

地域学専攻博士後期課程と同様、修士論文の成績が 85点以上であることを推薦基準に、書
類審査と面接を課すこととする。なお、国際観光学専攻博士後期課程の定員は 3名とする。
その配分は、4月入学を 2名、9月入学を 1名としたい。 
 いうまでもなく、本研究科は、一般入試、社会人入試を実施することで、他大学・他大

学院の学生、社会人、留学生にも広く門戸を開放し、本学出身者と同一の条件で公平に受

け入れている。これまで他大学出身者の占める割合は高く、門戸開放は十分行われている

と考える。なお、平成 21年度秋期現在、24名の在学生のうち一般入試で入学したものは 6
名、社会人推薦入試で入学したものは 17名、学内推薦入試で入学したものは 1名となって
いる。このように社会人推薦入試による入学者が多くなっている。なお一般入試で入学し

たもののうち留学生は 3 名である。また、修士課程と同様、積極的に社会人を受け入れた
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いと考える。なお、特に成績優秀な大学院生については、修士課程を 1 年で終える短期修
了、いわゆる「飛び級制度」の内規を平成 21 年度に制定し、平成 22 年度から実施するこ
ととなった。この「飛び級制度」を修士課程（博士前期課程）に設けることにより、大学

院生は、より若い年齢で博士後期課程という高度に専門的な研究環境に進むことができる

というインセンティブを与えられる。また経済的な負担も軽減されるという利点もある。

何よりも「飛び級制度」は、より若い優れた研究者を育てていくことが最大の目標となっ

ている。 
 
１０ 教学面における管理運営体制について 
 本学大学院においては、教授会に代わり「東洋大学研究科委員会規程」に基づいた研究

科委員会を設置している。 
 研究科委員会委員は、同規程第２条により、研究指導を担当する専任教員及び必要に応

じて授業を担当する専任教員及び学則第 20条の規定により、客員教授を加えることができ
る。国際地域学研究科では、研究指導を担当する専任教員と授業を担当する専任教員をも

って委員会を構成しており、国際観光学専攻においても同様となる。 
 審議事項は、同規程第３条に基づき、次の条項を審議する。 

（１）研究科委員長の推薦に関すること 
（２）研究科委員の選出に関すること 
（３）入学、退学、休学及び修了等に関すること 
（４）単位認定試験に関すること 
（５）学位論文審査及び授与に関すること 
（６）学生の指導及び賞罰に関すること 
（７）教育課程に関すること 
（８）授業科目担当者の推薦に関すること 
（９）大学院教員資格審査に関すること 
（10）教育研究の目的の公表等に関すること 
（11）成績評価基準等の明示に関すること 
（12）教育内容の改善のための組織的な研修に関すること 

 授業科目担当者や大学院教員資格審査等の人事に関しては、上記に基づき審議決定して

いる。また、カリキュラム編成に当たっても同様に、規程に基づき、国際地域学研究科委

員会で審議を行っており、大学院の研究科として独立性を確保している。 
 国際地域学研究科のもとには、各種委員会委員を次のとおり選出し、委員により委員会

報告が適宜行われている。また、委員会によっては、各研究科委員会宛てに審議依頼もあ

るため、その場合には、各委員会委員を通じ説明が行われ、研究科委員会において審議が

行われる。 
・ 年次刊行物編集委員会委員 
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・ 図書館運営委員会委員 
・ 自己点検・評価委員会委員 
・ 奨学生選考委員会委員 
・ 東洋大学ＦＤ推進委員会委員 
また、研究科委員長（委員会によっては大学院担当教員）は、隔年交替で次の委員会委

員を担当し、大学院研究科委員長会議において適宜報告され、それを受け、研究科委員会

においても報告または審議が行われる。 
・ 東洋大学自己点検・評価委員会 
・ 生涯学習センター委員会 
・ 図書館長選考委員会 
・ 国際交流センター会議 
・ 学術研究推進委員会 
・ 個人情報保護委員会 
・ 校友会学術奨励賞委員会 
・ 研究活動規範委員会 
・ 不正防止計画推進委員会 
・ 首都大学院コンソーシアム協定会議 
 
１１ 自己点検・評価及び FD活動 
１１－１ 自己点検・評価 
 東洋大学大学院学則第 1条の 2に、「本大学院は、教育研究水準の向上に資するため、本
学の教育及び研究、組織及び運営並びに施設及び設備の状況について自ら点検及び評価を

行い、その結果を公表するものとする」と規定し、大学院における自己点検・評価及び認

証評価制度について定めている。 
国際地域学研究科の自己点検・評価は、当研究科内に設置された「国際地域学研究科自

己点検・評価委員会」が中心となって行っている。同委員会は、平成 13年度までは「自己
点検・評価検討委員」、平成 14 年度から「自己点検・評価委員」として、当研究科の自己
点検・評価を行い、その結果を研究科委員会へ報告し、改善活動を支援している。また、

大学基準協会の「大学評価」の申請用の「点検・評価報告書」の作成も行っている。 
当委員会は、研究科委員長を長とし、国際地域学専攻主任、国際観光学専攻主任、自己

点検・評価委員から構成される。実際的には、自己点検・評価委員がイニシアティブを執

って、研究科全体の自己点検・評価並びに改善活動を行っている。 
 自己点検・評価活動は、研究科内の「自己点検→計画・実行→検証・評価→改善」とい

う循環過程サイクル（PDCA : plan-do-check-act cycle）を着実に実行することにある。外
部評価及び情報公開については、全学による大学評価及び第三者評価機関を通じてこれを

行っている。 
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１１－２ FD活動 

FD(Faculty Development)活動の目的は、教育目標、すなわち学部・学科の設立理念に
沿って定められた教科、教育による人材育成を実現させることにある。この使命の下、教

員一同、研究と同時に、教育面にも目を向け、自己を開発するとともに、学部・学科およ

び大学院研究科として、「組織的」に FD活動に取り組んでいる。大学院学則上は第 6条 3
（教育内容等の改善のための組織的研修）として規定されている。 
国際地域学研究科でも、学部・学科と同様、FD活動を通じて、教育・研究の質の向上に
教員一同積極的に取り組んできた。特に、平成 21年度は、当研究科が、白山第２キャンパ
スへ移転したことから、新たな教育環境の下、これまで以上に、積極的かつ組織的に、FD
活動に取り組んでいる。ちなみに、平成 21年度の FD活動の目標は以下の通りである。 

① FD活動を通した研究・教育の質の向上 
② 学生のニーズ調査による教育環境整備の必要性の明確化 
③ 平成 21年度の具体的な活動目標の設定 
④ 社会人大学院生増加に伴う FD活動の展開 

白山第２キャンパスへの移転に伴い、社会人大学院生を中心とする出願者の増加が顕著

にみられる。そのため、現在当研究科では、大学院生増加に伴う教育環境の整備と学生対

応を FD活動の最重要課題としている。 
大学院生のニーズ調査に関しては、国際地域学専攻では無記名アンケートを通じて、講

義、演習等に関する大学院生の意見を聴取し、大学院生の真のニーズを汲み取る形で、教

育環境の整備に努めている。国際観光学専攻では、大学院生全員に教務担当教員が個人面

談を行い、ニーズの把握と問題の解決に努めている。これらの結果を、両専攻とも、各専

攻会議で議論し、研究・教育の改善に役立てている。 
当研究科は、各学期内に２回の研究発表会を開催しているが、研究成果のプレゼンテー

ションを通じて、大学院生の能力の向上のみならず、教員側の研究指導体制の改善にも努

めている。また、外部の学会や『大学院紀要』を通じた研究発表にも大学院生を積極的に

参加させ、大学院生・教員双方に研究の動機付けの機会を与えている。なお、国際観光学

専攻修士課程では、現在、特定課題論文による学位取得を検討し、学位取得方法の拡大を

図っている。 
 
１２ 情報の提供 
 国際地域学研究科の情報は、これまで『大学院要覧』、『大学院案内』などのパンフレッ

ト、ホームページ、TOYO UNIVERISITY DATA BOOK（東洋大学データブック）、東洋
大学校友会報『TOYO』などにより公開されてきた。特に、ホームページでは、出願者に対
する情報だけでなく、在学生に対しても授業や学生生活に関する情報を随時提供している。 
教員の研究活動については、「東洋大学研究者情報データベース (Researchers 
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Information System : RIS)」を通じて公開している。その他、地域活性化研究所、国際共
生社会研究センターが発行する「研究所だより」や「ニュースレター」あるいは年次報告

書等を通じても広く社会にその情報を公開している。なお、８－２で既述したように、平

成 22年度から、国際共生社会研究センターは、文部科学省の「私立大学戦略的研究基盤形
成支援事業」として新たにスタートしている。研究プロジェクトのテーマは「アジア開発

途上地域における内発的発展支援手法の開発」であるが、平成 22年 5月 13日に第 1回の
全体会議が白山第２キャンパスで開催され、事務局も発足した。今後の活動として、途上

国開発等の専門家を海外から招聘して国際シンポジウム、ワークショップを開催する。ま

た国内に向けた市民や実務者向けの公開講座の開催を年 1 回、研究プロジェクトの情報発
信を目的とした和文・英文のニューズレターの発行をそれぞれ年 3 回、年次報告書の発行
を年 1回行い、研究成果を広く社会に還元させていく。 
国際地域学研究科は、文系・理系が複合する学際領域であり、現場主義を特徴としてい

る。そのため、多くの研究がフィールドで行われている。国際地域学研究科では、これら

の特徴を活かし、文系・理系の差異を克服し、独自性ある研究・教育の推進に努めている。

国際観光学専攻では研究対象を海外に置く場合が多く、調査は海外観光に関わるフィール

ドで行われ、修士論文を含む多くの研究成果は常にホームページを通じてその公開に務め

ている。なお、当研究科では博士学位請求論文の審査の透明性・客観性を高めるための措

置として、公聴会があるが、これも広い意味で、情報公開の一つであると考える。公聴会

には当研究科以外の教員や外部の学識経験者、一般の事業者、専門家も出席できるよう配

慮されている。 
ホームページにおいては、受験生に関する情報だけでなく、在学中の大学院生に対する

授業や大学院生活に関する情報なども提供している。また、全学で統一したフォーマット

に従い全研究科でホームページを作成し、教育の内容・方法、シラバス、研究活動（教員

プロフィール等を含む）を外部に向けて積極的に公開している。 
大学全体としては、ホームページにおいて次のシステムにより、インターネットに接続

できる環境にあれば閲覧可能となっている。 
① 東洋大学Ｗｅｂ情報システム 
科目担当教員のシラバスを閲覧することができる。 

② 東洋大学研究者情報データベース 
 本学専任教員全員の所属、職名、専門分野、著作、論文について、検索することができ

る。 
 ③ 財務情報、学生数、奨学金授与数等 
なお、大学院及び学部等の設置に関する申請については、下記アドレスにて、公表して

おり、本届出に関しても掲載していく手筈となっている。 
 http://www.toyo.ac.jp/data/init_j.html 
情報公開の推進は、受験生の進路選択の参考に資する他、大学院の研究・教育内容の向
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上にもつながるものと考える。大学院として、広く社会に対して、説明責任を果たしてい

くためには、これまで以上に積極的な情報公開が求められている。例えば、これまで十分

な情報公開がなされていない自己点検・評価結果、授業評価アンケート結果、教員評価結

果、修了後の進路などについての情報公開も、当研究科に課された社会的責任であること

を深く認識し、十分な説明責任を果たしていくべきだと考えている。 
 なお、大学評価（認証評価）については、平成 20年 3月に大学基準協会の認証評価結果
を大学全体分として大学ホームページに掲載し公開している。 
 http://hyoka.toyo.ac.jp/accreditation/index.html 
  
１３ 教員の資質の維持向上の方策 
 教員の資質の維持向上については、これまでの国際地域学研究科における教育、研究、

社会貢献の実績に加え、積極的に学内外からの評価を得ていく。具体的には、学内外のオ

ープンな研究会、シンポジウムの開催、専門的講座の実施・出版物の発行などを継続的に

推進する。また、科学研究費をはじめとする外部からの研究費獲得に向けた努力も継続的

に推進する。評価面では、大学院生に対するアンケート調査、研究科としての自己点検・

評価、FD大学院部会での報告を継続的に実施する。こうした機会の企画立案・実施を通じ
て、学内外からの評価・批判が得られ、各教員の研鑽と資質向上が図られるものと考える。 
 また、授業、研究指導については、各教員に任され、閉鎖的になりやすいことから、複

数の教員による研究指導等を展開し、各教員のもつ専門性を補完し、また相互に刺激し合

う教育・研究現場を構築し、自己研鑽を図るものとする。さらに、学内外の学会・関係機

関等において積極的に研究成果を発表していく。 
国際地域学研究科は文系、理系複合の学際領域であることから、また現場主義を特徴と

して、多くの研究がフィールドで行われている。国際地域学研究科は、これらの特徴を活

かし、文系・理系の差異を克服し、独自性ある教育・研究の促進を図れるよう研鑽を積ん

でいる。こうした成果はホームページにより、その教育・研究成果を広く公開するととも

に、学会及び大学院紀要における発表を通じて、大学院生の研究の質の向上も図っている。 
なお、平成 21年度に白山第２キャンパスへ移転したことで、社会人大学院生をはじめと
した大学院生の増加が見込まれるため、教育環境の整備と学生対応が FD上の課題となって
いる。平成 19年 4月、東洋大学 FD委員会が設置され、平成 20年 10月にはその FD委員
会を発展させ FD推進センターとし、その下に FD推進委員会が設置された。その部会とし
て大学院部会も設置されている。各研究科から委員が選出され、大学全体の FD活動や各研
究科における FD活動について審議・報告が行われている。国際観光学専攻においてもこの
部会と強く連携を図り、FD活動を積極的に推進していく。 

 
以上 
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【資料１】 修了までのスケジュール表 
① 博士前期課程・修士課程 

標準修業年限 １  年 ２  年 

セメスタ １セメスタ ２セメスタ ３セメスタ ４セメスタ 

研究スケジュール 

研究テーマの決定 

指導教員の決定 

研究計画の立案・提

出 

調査・研究の実施 調査・研究データの分

析、分析結果の取りま

とめ 

修士論文の完成を

めざす。場合によ

っては追加の調

査・研究を行う。 

授業履修スケジュール 

（修得単位数、30単位） 

修得単位数は目安 

演習科目、講義科目

合せて 10単位修得 

演習科目、講義科目合

せて 10単位修得 

演習科目、講義科目合

せて 8単位修得 

演習科目、講義科

目いずれか 2 単位

修得 

研究指導スケジュール 

研究指導 研究指導（個々の学生

の進捗状況に応じた

指導を実施） 

研究指導（個々の学生

の進捗状況に応じた

指導を実施） 

研究指導 

研究発表スケジュール 

中間発表会 

 

期末発表会 中間発表会 

学会及び学内紀要等

への投稿奨励 

修士論文発表会 

論文審査スケジュール 指導教員の決定   修士論文の審査 
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② 博士後期課程 
標準修業年限 １  年 ２  年 ３  年 

セメスタ １セメスタ ２セメスタ ３セメスタ ４セメスタ ５セメスタ ６セメスタ 

 

 

研究スケジュ

ール 

研究テーマの

決定 

研究計画の立

案・提出 

テーマに関係

した調査・研

究の実施 

テーマに関係

した調査・研

究の実施 

調査・研究デ

ータの分析、

分析結果の取

りまとめ 

引き続きデー

タの分析、取

りまとめを行

う。 

博士論文の推

敲を行い、完

成をめざす。

必要に応じて

追加の調査・

研究を行う。 

授業履修スケ

ジュール（修

得単位数 12） 

国際観光学特

殊 研 究 Ⅰ   

（2単位） 

国際観光学特

殊研究Ⅱ 

（2単位） 

国際観光学特

殊 研 究 Ⅲ   

（2単位） 

国際観光学特

殊 研 究 Ⅳ   

（2単位） 

国際観光学特

殊 研 究 Ⅴ   

（2単位） 

国際観光学特

殊研究Ⅵ 

（2単位） 

研究指導スケ

ジュール 

研究指導 研 究 指 導

（個々の学生

の進捗状況に

応じた指導を

実施） 

研 究 指 導

（個々の学生

の進捗状況に

応じた指導を

実施） 

研 究 指 導

（個々の学生

の進捗状況に

応じた指導を

実施） 

研 究 指 導

（個々の学生

の進捗状況に

応じた指導を

実施） 

研究指導 

研究発表スケ

ジュール 

中間発表会 期末発表会 

修了要件を満

たすための学

内 外 へ の 発

表、学内紀要

等への投稿奨

励 

中間発表会 期末発表会、

修了要件を満

たすための学

内 外 へ の 発

表、学内紀要

等への投稿奨

励 

中間発表会 研究科委員長

が開催する発

表会での発表 

論文審査スケ

ジュール 

     主査・副査の

決定 

博士学位請求

論文の査読 

学力試験の実

施（免除も可） 

公聴会の開催 

論文審査 

研究科委員会

への報告・承

認 

学位授与 
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【資料２】 履修モデル 
①博士前期課程・修士課程（旅行産業研究関係の場合） 
標準修業年限 １  年 ２  年 

セメスタ １セメスタ ２セメスタ ３セメスタ ４セメスタ 

 

授業スケジュール

（講義科目） 

18単位 

修得単位数（18単位） ６単位 ６単位 ４単位 ２単位 

旅行産業研究関係 

（10単位） 

観光交通特論 

旅行産業特論 

観光交流特論 情報ネットワ

ーク特論 

国際交通経営特

論 

観光マネジメント研

究関係（4単位） 

観光・ホテル事業

特論 

サービス産業

特論 

  

観光計画・環境研究関

係（4単位） 

 都市観光シス

テム特論 

環境保護特論  

 

授業スケジュール

演習科目） 

12単位 

修得単位数（12単位） ４単位 ４単位 ４単位  

旅行産業研究関係 

（6単位） 

国際交通経営演

習 

観光交通演習 

旅行産業演習 

  

観光マネジメント研

究関係（2単位） 

  地域経営演習  

観光計画・環境研究関

係（4単位） 

観光資源演習  都市観光シス

テム演習 

 

 

 

研   究   指   導 

研究テーマの決

定 

研 究 計 画 の 立

案・提出 

調査・研究の実

施（個々の学生

の進捗状況に

応じた指導を

実施） 

調査・研究デー

タの分析、分析

結果のとりま

とめ 

修士論文の審査 

注 上記履修モデルは、専攻分野として「旅行産業研究関係」の科目を 16単位履修した上で、基礎的素養を涵養する関

連分野として、他の２つの分野（観光マネジメント研究関係分野 6単位、観光計画・環境研究関係分野 8単位）の科

目についても、バランスを考慮して履修するようにしたものである。 

②博士後期課程 
標準修業年限 １年 ２年 ３年 

セメスタ １セメスタ ２セメスタ ３セメスタ ４セメスタ ５セメスタ ６セメスタ 

授業スケジュ

ール 

修 得 単 位 数

（12単位） 

国際観光学特

殊研究Ⅰ 

国際観光学特

殊研究Ⅱ 

国際観光学特

殊研究Ⅲ 

国際観光学特

殊研究Ⅳ 

国際観光学特

殊研究Ⅴ 

国際観光学特

殊研究Ⅵ 

２単位 ２単位 ２単位 ２単位 ２単位 ２単位 

研究指導 研究指導 研究指導 研究指導 研究指導 研究指導 研究指導 

 



 

 
 
 
 

東洋大学大学院 
学際・融合科学研究科 

バイオ・ナノサイエンス融合専攻 
博士前期課程設置の趣旨及び必要性 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成22年5月27日 
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１ 設置の趣旨及び必要性 
１） 教育研究上の理念，目的 
文部科学省の第３期科学技術基本計画は「社会･国民に支持され、成果を還元する科学技術」

を目指している。その戦略の基本として「質の高い研究を層厚く生み出す人材育成と競争的環

境の醸成」を挙げている。東洋大学はその使命のひとつとして人材育成のための競争的環境の

醸成に積極的に参加しようとするものである。そしてまた、同基本計画は、ライフサイエンス、

情報通信、環境、ナノテクノロジー･材料の重点推進4分野とその発展による新興領域・融合領
域が「科学技術創造立国」の礎であるとして、わが国の科学施策を推進してきた。この重点推

進4分野は学際領域分野として旧学問分野を融合し、現在の重点分野にまで発展してきたもので
あり、「科学技術創造立国」を実現させるためには、さらにさまざまな学際領域を融合させた

新しい分野を発展させ、その新興分野･融合分野を担う人材の育成が必要不可欠である。        
東洋大学においては、わが国の礎となる新興分野･融合分野を担う人材の育成を目指し、独立

研究科として「学際･融合科学研究科」を平成１９年４月に設置し、バイオサイエンスとナノサ

イエンスを融合した新しい研究分野を切り開くことを教育研究理念とし、新しい視点を持った

研究後継者を育成するために、バイオ・ナノサイエンス融合専攻博士後期課程を開設した。本

「バイオ・ナノサイエンス融合専攻博士後期課程」は、本学が「新機能微生物科学とナノテク

ノロジーの融合」の研究拠点としての責務を果たしてくることに貢献してきた。 
 
東洋大学における、本研究分野の活動の経緯を述べると、工学部において、平成5年にナノ・
エレクトロニクス、平成6年には極限バイオテクノロジーの学内研究プロジェクトを独自に立ち
上げた。この研究プロジェクトを基礎として、さらにバイオテクノロジーとナノ・エレクトロ

ニクスの融合により新たな研究分野を切り開く目的で文部省（当時）の私立大学ハイテク・リ

サーチ・センター整備事業の初年度（平成8年度）に応募し採択された。この採択を受け、バイ
オテクノロジーとナノ・エレクトロニクスの融合研究を目指すバイオ・ナノエレクトロニクス

研究センターを設置し、バイオテクノロジーとナノ・エレクトロニクスの研究に対応したクリ

ーン・ルームを整備し研究の推進に努めてきた。 
平成13年には「極限環境微生物とナノエレクトロニクスを融合するデバイスの開発研究」で
継続して私立大学ハイテク・リサーチ・センター整備事業に採択されると共に、平成15年には
「新機能微生物科学とナノテクノロジーの融合」の研究で「21世紀COEプログラム」に採択さ
れ研究を一段と高度化させてきた。研究活動を推進すると共に、大学院生命科学研究科および

工学研究科では後継者養成の教育を展開し、バイオ・ナノエレクトロニクス研究センターの研

究施設、装置・設備を有効に使うことにより優れた卒業生を輩出してきた。 
しかし、それまで以上にバイオテクノロジーとナノ・エレクトロニクスを融合した教育研究

を推進するためには既存の学問分野に囚われない教育研究環境を整備する必要があることを強

く認識するとともに、21世紀COEプログラムにおいても研究拠点として後継者養成の教育プロ
グラムを明確な形で示して行くことが求められたことから、既存の大学院生命科学研究科なら

びに工学研究科の教育施設とバイオ･ナノエレクトロニクス研究センターの研究施設を基礎に

して、学際・融合科学研究科バイオ・ナノサイエンス融合専攻博士後期課程を平成１９年４月

に開設した。 
現在、｢バイオサイエンス｣と「ナノテクノロジー」はそれぞれ単独では、世界中の多くの大

学院において研究・教育がなされているが、それらを融合させた「バイオ・ナノ融合研究と教

育」を行っている大学院は東洋大学以外には存在しない。今回、学際･融合科学研究科 バイオ･

ナノサイエンス融合専攻は博士前期課程の設置を目指した。本専攻は｢バイオ･ナノサイエンス
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の教育及び研究・後継者養成」を目的としており、その根幹となる「バイオ・ナノサイエンス」

は、「工学系のナノテクノロジー」と「生命科学系のバイオサイエンス」を有機的に融合した

学際領域の研究分野である。そこにおいては、既存の学問分野の枠を超えて、教育研究が行な

われて行く必要がある。学生がこの新しい学際・融合領域の研究活動を学んで行くためには、

その基本となるバイオサイエンスとナノテクノロジーの基本的教育、研究基礎をしっかり学ん

でおく必要がある。   
この教育については、生命科学部、工学部が学部における基本的教育を担ってきている。平

成２１年度から工学部は理工学部と総合情報学部に改組されたために、今後は理工学部が基本

的教育を担っていく。いずれにしても、学部での教育研究は、それぞれの教育研究体制の枠組

みの中で行なわれており、現在も教員間の努力によりバイオサイエンスとナノテクノロジーの

融合研究の指導は行なわれているが、さらに発展させるためには研究指導をもっと効率的に行

ないやすい博士前期課程の教育研究体制の整備が急務になっている。 
また教員面から見たとき、「バイオ・ナノサイエンス」の教育・研究には、それぞれの分野

で業績をあげつつ、異分野への興味が尽きない幅の広い教員が必要とされ、その研究・教育環

境には異分野の教員・研究者の交流が日常的に活発に行われることが必要不可欠である。博士

後期課程だけでなく博士前期課程をも設置することにより、教育研究活動が効率的に進捗し新

しい成果が生み出される環境が実現されると期待できる。 
 
 ２）どのような人材を養成するのか 
 「上述の教育研究上の理念と目的」により養成した人材は、文部科学省の科学技術基本計画

を具現化する「バイオサイエンス」と「ナノテクノロジー」を融合させたバイオ・ナノサイエ

ンスの研究分野を修得し、企業などへ就職して科学技術者として育っていき、またあるものは

博士後期課程に進学し、バイオ・ナノサイエンスの研究を深め、第一線の研究者としてこの分

野を主導する研究者へと成長する。こうして育成した人材は国内外の研究機関や、その研究成

果を実用化する産業界へ進出することができ、それに対応する本融合分野への需要は大きいも

のと確信する。 
 
２ 研究科，専攻等の名称及び学位の名称 
 研究科、専攻の名称および学位の名称は、 
大学院 学際・融合科学研究科 バイオ・ナノサイエンス融合専攻 博士前期課程、 
修士(バイオ・ナノサイエンス融合)、 
英訳名称は、 
Bio-Nano Science Fusion Course, Graduate School of Interdisciplinary New Science   
Master of Bio-Nano Science Fusion 
とする。 
 当該名称は、次の点からもふさわしいものである。 
・授業科目として、下記３ 教育課程の編成の考え方及び特色１）教育の編成に記した科目を

置き「バイオサイエンス」と「ナノテクノロジー」を融合させたバイオ・ナノサイエンスの教

育及び研究・後継者養成を行う。 
・文部科学省の科学技術基本計画の「ライフサイエンス、情報通信、環境、ナノテクノロジー･

材料の重点推進4分野」とその発展による新興領域・融合領域である「バイオ･ナノサイエンス」
の創成の実施の具現化を目指すものである。 
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３ 教育課程の編成の考え方及び特色 
1) 教育の編成  
学際・融合科学研究科バイオ･ナノサイエンス融合専攻博士前期課程の授業科目としては数学、

物理、化学、バイオテクノロジーの基礎科目、極限環境微生物、ナノエレクトロニクス、ナノ

材料、生体材料、バイオサイエンスとナノテクノロジー、微生物学などの専門科目を開講し、

バイオサイエンスとナノテクノロジーの融合を視野に入れた講義科目「バイオ・ナノサイエン

ス融合概論」などを提供する。本専攻への進学者は、東洋大学内からの進学者であれば既存の

生命科学部、工学部あるいは理工学部において、それぞれバイオサイエンスまたはナノテクノ

ロジーの研究基礎教育を学んでくることとなる。また、外国を含む他大学からの進学者も、バ

イオサイエンスまたはナノテクノロジーの学部と同等の教育を受けていることが前提となる。

修了までのスケジュールは資料１を、履修モデルについては資料２を参照のこと。 
本研究科前期課程においては、基礎科目、専門科目に加えて、微細加工プロセス、電子顕微

鏡や走査型プローブ顕微鏡、光学顕微鏡、スペクトロスコピー、バイオ実験など実験装置の操

作技術を修得する実践的科目も開講する。 
さらに、本研究科、バイオ・ナノエレクトロニクス研究センターおよび、Florida State University 
が連携して開発しているWeb教育プログラム「GEOSET」によるWeb教育を行う。1年次には、
それぞれの学生が自分の研究に関連するレビューを教員の指導のもと作成し、Web上にアップ
ロードする。また2年次には、研究成果をWeb上にアップロードする。それぞれのプログラムに
ついて、学生はいつでもどこからでもアクセスして閲覧することができる。Web教育プログラ
ムでは、分野・レベル別の講義、実験的検証、実験・観察・分析装置の操作、外国人著名研究

者によるセミナー、外国人著名研究機関の紹介（ドキュメンタリー）等を提供する。それぞれ

のプログラムに対してWeb上で質問できるようになっており、受講者間および教員との双方向
教育が展開される。なお、学生はいつどこからでも「GEOSET」にアクセスでき、学生のプロ
グラムへのアクセス状況については、教員が受講者を特定・把握することができるシステム構

成となっている。「ウェブ教育Ⅰ」おいては、学生が自分の研究に関連するレヴュー・プレゼ

ンテーションを作成し、「GEOSET TOYO」にアップロードする。また、「ウェブ教育Ⅱ」で
は研究成果のプレゼンテーションをアップロードする。 
本研究科の学生は、本研究科とバイオ・ナノエレクトロニクス研究センターが主催する「国

際シンポジウム：International Symposium on Bioscience and Nanotechnology」、「若手研究者のた
めの国際セミナー：International Seminar for Young Scientists」、「Sir Harry Krotoの楽しい科学」
に参加し、学生は担当教員と共に第一線で活躍している研究者によるセミナーや外国人客員教

授の英語によるセミナーに参加し、国際化のトレーニングを行なう。また、研究テーマに関連

した研究分野について英語によるプレゼンテーションと討論を経験し、英語のプレゼンテーシ

ョン能力とコミュニケーション能力の獲得を目指す。このような教育プログラムを実施するこ

とにより、自立的な科学技術者や研究者として将来必要となる能力や技法を身につけさせる。 
 
2)特色 
研究指導における特色は、英語による指導を重視することである。海外の大学・大学院から

進学してきた学生は日本語が十分できなくても、講義および研究指導が受けられる体制をとる。

また、英語による指導を重視することにより、日本人学生には英語によるコミュニケーション

能力とプレゼンテーション能力を涵養し、国際的に通用する研究者の養成を目指す。 
このバイオサイエンスおよびナノサイエンスの研究領域は、世界中で急速に研究が進展して

おり、融合研究を進める上では、学生も的確に研究動向を把握しておく必要がある。そのため
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に、研究の指導においては、複数の教員による指導を行なうとともに、ゲストとして外国人客

員教授または21世紀COEプロジェクトの外国人客員研究員を招くなど、海外の一流研究者の指
導にも触れる機会を可能な限り実施する。また、バイオ・ナノエレクトロニクス研究センター

と協力し、同センターの事業推進担当教員、客員研究員となっている海外の著名研究者による

特別講義・セミナー等を行い、バイオサイエンスとナノサイエンスの研究動向、融合研究の現

状と今後の発展方向、先端研究に対する理解を深め、各学生の研究が進展するように配慮する。 
これについてはすでに博士後期課程における教育でも実施した実績があり、平成20年度は、

21世紀COEプログラム事業推進担当教員１２名がセミナーを行い、University of Sussexの外国人
研究者２名が特別講義を行った。 
 
４ 教員組織の編成の考え方及び特色 
教員組織としては、「バイオサイエンス」や「ナノテクノロジー」を専門とする異分野に興

味を持つ幅の広い研究者を中心に、少数精鋭で運営する。また、現在、「バイオ、ナノ及びバ

イオ・ナノサイエンス」分野で活躍されている研究者を国内外より招聘する。研究が学際的か

つ国際的であることから、国内外の研究機関との連携を密にする。 
具体的には、専任教員８名は全員、博士の学位を有し活発な研究を行っており、多くの業績

を有している。その年齢構成は、40代前半３名、40代後半２名、50代１名、60代２名と広い年
代にバランスよく配置されており、専任教員８名の平均年令は５０．５歳である。構成教員は、

全員が学年進行の２年間を超えて本専攻のメンバーとして担当することが可能である。また、

教員の研究分野の構成は「ナノテクノロジー」分野が３名、「バイオサイエンス」分野が３名、

「化学･材料」分野が２名となっており、バイオ･ナノサイエンス専攻の基礎から応用までの教

育･研究の指導を充分に実施することが可能である。 
さらに、国際的に顕著な業績を有する教員については、客員教授あるいは学術顧問として採

用し、研究教育を活性化させる。現在、Sir Harold Kroto（1996年度ノーベル化学賞受賞者, Florida 
State University, USA）が客員教授、学術顧問、バイオ･ナノエレクトロニクス研究センターの客
員教授に就任している。また、Sir John Walker（1997年ノーベル化学賞受賞, University of 
Cambridge, UK）、Prof. Daniel Morse （University of California Santa Barbara, USA）が客員教授お
よびバイオ･ナノエレクトロニクス研究センターの客員教授となっている。 
 
５ 教育方法、履修指導，研究指導の方法及び修了要件 
 学際・融合科学研究科バイオ･ナノサイエンス融合専攻博士前期課程への進学者は、東洋大学

内からの進学者であれば既存の生命科学部および工学部あるいは理工学部において、それぞれ

バイオサイエンスまたはナノサイエンスの研究基礎教育を学んでくることとなる。また、外国

を含む他大学からの進学者も、バイオサイエンスまたはナノサイエンスの学部と同等の教育を

受けていることを前提としている。 
 特に、研究指導においては、英語による指導を重視することや、可能な限り日本人教員と外

国人客員教授等の連携による指導体制を特色としていることから、海外の大学・大学院から進

学してきた学生にとっても日本語が十分できなくても研究指導が受けられるよう配慮し、国際

色豊かな学生の構成を目指す。このように、学問分野の基礎、出身国、出身大学が多種多様で

あることから、学生同士の切磋琢磨により研究意欲が刺激を受け、そのレベルが上昇するもの

と期待される。（修了までのスケジュールは資料１を、履修モデルについては資料２を参照の

こと） 
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本博士前期課程の修了要件は３０単位以上を修得し、かつ必要な研究指導を受けた上、修士

論文の審査および最終試験に合格するものとする。これらの条件を満たした者に修士の学位を

授与する。学位論文審査体制としては、主査1名・副査1名以上による論文の内容審査、および
教員全員による学生のプレゼンテーションの審査結果を踏まえ、研究科委員会によって決定す

るものとする。学位論文の内容については、本研究科で発行する「教育研究成果報告書」に公

表する。 
ただし在学期間に関しては、優れた業績を上げたものについては１年以上在学すれば足りる

ものとする。短期修了については、「修了要件に必要な30単位を修得していること。」「顕著
な研究成果が認められ、国際論文誌に一編以上の論文が掲載あるいは掲載可となっているこ

と。」を必要条件とする。 
東洋大学においては平成１９年２月に東洋大学研究活動規範が制定され、研究者が社会に対

する説明責任を果たし、社会との健全な関係の構築と維持に努め、行動を自ら厳正に律するた

めに倫理規範を定めてある。具体的には東洋大学研究活動規範委員会の規定に従う。 
バイオ教育研究の倫理審査体制としては東洋大学生命科学部・総合情報学部・理工学部「遺

伝子組換え実験等安全委員会」、「ヒト及びヒト由来物質を対象とした研究に関する倫理審査委

員会」が設置されており、バイオ教育研究の実施に先立ち、倫理面・安全面の観点から適切な

措置を講じる。 
 
６ 施設・設備等の整備計画 
本研究科バイオ･ナノサイエンス融合専攻の教育研究活動に必要な施設・設備等については、

川越キャンパスにあるバイオ・ナノエレクトロニクス研究センターの施設・設備を活用する。

同センターにおいては、私立大学ハイテク・リサーチ・センター整備事業の補助金を受けて平

成8年度にクリーンルームを有する研究棟を建設し、バイオサイエンスに対応したクリーンルー
ムおよびナノテクノロジーに対応したクリーンルームを設置した。 
また私立大学ハイテク・リサーチ・センター整備事業をはじめ、未来開拓学術研究推進事業、

新技術事業団・戦略的基礎研究推進事業、21世紀COEプロジェクト等の研究補助金、および私
立学校教育研究装置等施設整備費補助金等の助成を受けて、年度計画的に研究設備・装置を整

備し、材料の加工から評価・デバイスの製作まですべて自前で行えるシステムがすでに整備さ

れている。バイオサイエンスとナノテクノロジーの融合教育研究に必要とされる電子顕微鏡

（TEM, SEM）、原子間力顕微鏡、１分子計測装置、NMR等の最先端の機器が整備されており、
バイオ・ナノサイエンス融合専攻の教育研究活動に支障をきたすことはない。学生の居室につ

いては、4部屋（108㎡）（資料３参照）を用意しており、収容定員24名分のスペースが確保され
ている。 
なお、これらの機器・装置等により観測されるリアルタイム画像は「ウェブ教育Ⅰ・Ⅱ」の

一環として利用され、学生のバイオ・ナノテクノロジーに対する理解度を高めることができる。

さらに、これらの装置・設備を最大限に利用することにより、学生は自らバイオ・ナノサイエ

ンス融合の最先端の研究活動を行なうことが可能となり、本専攻が目的とする先端科学技術研

究者を養成する教育研究環境は十分に備わっている。 
また、学生の実験室についても現状の施設で対応することが可能である。バイオ・ナノエレ

クトロニクス研究センターでは、学際・融合領域の教育研究を推進するためにコモンルームと

称する学生・研究者交流の部屋を設置しており、事業推進担当教員・外国人研究員・学生間の

円滑なコミュニケーションおよび異分野・異国籍の融合が図られている。コモンルームにはイ
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ンターネット端末、文献検索端末、発表用機器、学術雑誌等を用意し、リラックスした中で研

究が推進できる環境を提供する。 
また、Web教育プログラム製作室を設置しており、プログラム作成・配信のためのメディア
サイト・サーバー、カメラ、エディター等がすでに提供されている。 
一部の研究施設、装置・設備は工学研究科ならびに生命科学研究科と共用して利用すること

になるが、本専攻の教育研究活動に支障をきたすことはない。ナノテクノロジークリーンルー

ム、バイオテクノロジークリーンルーム、電子顕微鏡等の大型共通機器・装置の整備・運営に

ついては研究科教員が担当する。また、機器・装置の原理および使用については、講義を通し

て修得することが可能である。 
図書資料については、本学付属図書館に整備されており、それぞれの基礎分野の図書資料や

閲覧室については、ほぼ十分に備わっているが、さらに「バイオ･ナノサイエンス融合分野」の

図書資料の充実に努める。 
また、図書館には、情報検索端末が設置され、図書の検索をはじめとして、各種データベー

スにアクセスが可能である。なお、データベースには、学内に設置しているパソコンからも接

続が可能となっている。 
 さらに、山手線沿線私立大学図書館コンソーシアム（青山学院大学、学習院大学、國學院大

学、法政大学、明治大学、明治学院大学、立教大学）をはじめとして、埼玉県大学・短期大学

図書館協議会の加盟大学・短期大学とも協定を結び、本学図書館にない文献についても利用可

能である。 
本専攻及び研究センターの国際共同研究の活発化に応じて、川越キャンパスの施設をさらに

充実させ、世界の研究拠点としての整備を進めたい。 
 
７ 既設の学部、研究科等との関係 
７－１生命科学部と工学部あるいは理工学部との関係 
本研究科は独立研究科であるが、本学におけるバイオサイエンスとナノテクノロジーの教育

については、生命科学部と工学部あるいは理工学部の学部教育においてバイオサイエンスとナ

ノテクノロジーの基礎教育を行なう体制にある。この学部での基礎教育を受けた学生のうち、

既存の学問分野の中でバイオサイエンスまたはナノテクノロジーを研究することを望む学生は、

生命科学研究科博士前期課程あるいは工学研究科博士前期課程へ進学することになる。上記既

存の学部でのバイオサイエンスとナノテクノロジーの基礎研究を踏まえ、それら二つの学問領

域を発展・融合させていく研究を志向する学生がバイオ・ナノサイエンス融合専攻博士前期課

程へ進学することになる。 
本研究科の教育研究活動は、既存の研究科の教育研究活動と協同関係にあるものであり、本

学でのバイオサイエンスとナノテクノロジーの融合研究をより推進し、21世紀COEプログラム
の研究拠点としての研究実績を踏まえ後継者養成を目指すものである。 
本専攻の研究交流と共同研究は、国内外の研究機関と行なうことはもとより、本学大学院生

命科学研究科と工学研究科とも活発に行なう。具体的には、研究の交流においてはバイオ･ナノ

エレクトロニクス研究センターが中心となって毎年開催している国際シンポジウムへの積極的

な参加を呼びかけ、学内･国内外の交流を図る。また、国内外の客員教授による研究指導を通じ

て、共同研究を活発に行なう。 
なお、バイオ・ナノエレクトロニクス研究センターは、本研究科バイオ･ナノサイエンス融合

専攻の主要な研究施設として利用する。 
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バイオ･ナノサイエンス融合専攻は、「工学部あるいは理工学部」と「生命科学部」の教育を

基礎とし、バイオ･ナノエレクトロニクス研究センターの研究を基礎としており、具体的な関係

は資料４に示す。 
 
７－２その他研究機関との関係 
学際・融合科学研究科はバイオ・ナノエレクトロニクス研究センターと深く結びついており、

同センターはこれまで外部研究機関、教育機関と研究教育連携の契約を締結し活動を行ってき

た。海外大学との教育研究連携を推進し、下記の大学と連携契約を締結している。 
 (1) Institute for Collaborative Biotechnologies, University of California Santa Barbara, USA 
 (2) School of Pharmacy and Biomolecular Sciences, University of Brighton, UK 
 (3) Unité de Formation et de Recherche Université Pierre et Marie Curie (Paris 6), France 
 (4) Department of Chemistry, Department of Mathematics, University of Montana, USA 
 (5) Nano Systems Institute, Seoul National University, Korea 
 (6) Department of Materials, University of Oxford, UK 
 (7) Indian Institute of Technology, Delhi, India 
また、下記の研究機関と教育研究連携協定を締結している。 
 (1) (独) 海洋研究開発機構 
 (2) (独) 物質・材料研究機構 
連携企業を下記に挙げる。 
 (1) 日本電子株式会社 (JEOL) 
 (2) Asylum Research, USA 
 (3) Asylum Technology 
 (4) 株式会社島津製作所 
下記の教育機関と、教育連携契約を締結している。 
 (1) Vega Science Trust, UK 
上記海外連携大学とは、研究者・学生の交換・交流プログラムを推進し、共同研究および教

育プログラムの開発を行っている。特に、海外連携大学において国際セミナーを開催し、その

ことが、学生・若手研究者のプレゼンテーション能力・国際性の養成、共同研究の実施に大き

く貢献してきた。また、毎年、国際シンポジウムをバイオ・ナノエレクトロニクス研究センタ

ーと主催し、海外連携大学からの研究者が最先端の研究成果を発表している。学生・若手研究

者は英語で研究成果を発表し、海外先端研究者と議論を行っている。さらに、連携企業も国際

シンポジウムの後援機関として参加している。上記国際セミナー・国際シンポジウムの開催・

成果が広く認められ、2007年度より、アメリカ大使館・フランス大使館・ブリティッシュカウ
ンシルが後援機関として国際シンポジウムに参加している。特に教育面では、2009年度より海
外連携大学および Vega Science Trust とWeb教育プログラム「Global Educational Outreach for 
Science, Engineering and Technology (GEOSET)」の制作を開始し、国際的にプログラムの配信を
行っている。GEOSETでは、講義・セミナー・実験・インタヴュー・ドキュメンタリー・ワー
クショップ等をレベル別に制作し配信している。 
 
８ 入学者選抜の概要 
 本専攻博士前期課程のアドミッションポリシーは、次のとおりである。 
 バイオナノサイエンスの先端分野を国内、国外の研究者と協力しながら研究を進めること

に興味と情熱を有する人を歓迎する。 
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 入学者は、一般入学試験･学内推薦入学試験･外国人留学生入学試験･社会人（企業･法人に

所属し、入学後引き続き在職の意思がある者）入学試験により、選抜することとする。なお、

セメスタ制を採用すること、同専攻の博士後期課程は4月入学と秋入学としていることから、
博士前期課程においても同様に4月と秋の入学を実施する。入学定員は12名であり、秋に若干
名を割り当てる。秋入学生に対しても入学時に学生へ履修指導を行うことで、4月入学生と同
様に教育課程の体系性を確保しつつ、教員の教育・研究指導等の負担増とならないよう時間

割やコマ数調整等を整える。 
博士前期課程であることから、東洋大学内では学部までの教育は既存の生命科学部、工学

部あるいは理工学部で受けることになる。よって、学内進学者については、学内選抜（面接、

筆記、書類審査等）により選考することとする。また、飛び級による進学者に対して一般入

学試験への受験を認める。飛び級希望者の受験の可否については、学部学業成績およびプレ

ゼンテーション、面接の実施により、決定する。 
本学以外の国内大学院学部修了者には面接、筆記、書類審査にて、また海外からの進学希

望者に対しては、書類審査で選考する。選考方法としては、研究分野、研究計画などを複数

の担当教員により総合的に判断して決定する。  
合否の判定基準の中心となるものは、研究において最も重要な「研究意欲」である。研究

が学際的・国際的であることから、日本人・外国人留学生・社会人を問わない。日本語がで

きない者に対しては、英語の書類にて選抜する。 
 
９ 管理運営 
 「東洋大学大学院学則」第7章の規定により、研究科委員会が設置されている。本研究科にお
いても研究科委員会を設置し、以下の規定の運営により、一定の独立性を確保し、カリキュラ

ムや人事等で独自の運営ができる体制となっている。 
（研究科委員会の組織） 
第22条 本大学院の学事管理のため研究科毎に研究科委員会を置く。 
２ 研究科委員会は当該研究科の研究指導を担当する専任教員をもつて組織する。ただし、各

研究科は必要に応じて専任教員の授業担当者および第20条に規定する客員教授を加えることが
できる。 
（研究科委員長） 
第23条 研究科に研究科委員長を置く。 
２ 研究科委員長は研究科委員会において互選する。 
３ 研究科委員長は研究科委員会を招集し、その議長となる。 
（研究科委員会の審議事項） 
第24条 研究科委員会は次の事項を審議する。 
(１) 入学、退学、休学および修了等に関すること 
(２) 単位認定試験に関すること 
(３) 学位論文審査および授与に関すること 
(４) 学生の指導および賞罰に関すること 
(５) 教育課程に関すること 
(６) 授業科目担当者の推薦 
(７) 大学院教員資格審査に関すること 
(８) その他必要と認めること 
第25条 研究科の専攻に専攻主任を置く。 
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２ 専攻主任は当該専攻において互選し、研究科委員会の承認を得るものとする。 
 
１０ 自己点検・評価 
研究科内に研究科委員会および教員資格審査委員会を設置する。毎月開催する研究科委員会

において、自己点検委員･FD委員･入試委員･教務委員を配置し、研究科の運営と自己点検を充
実させて実施する。年3回開催する教員資格審査委員会において、教員の研究成果・活動につい
て評価し、研究科の教育研究レベルの維持向上に努める。研究科委員についても、教員資格審

査委員会において決定する。また、「学際･融合科学研究 年次報告」を作成して公表すると共

にホームページで公開する。 
外部評価委員会を適時開催し、本専攻における教育実績・成果に対する評価を行い、教育の

質的向上に反映させる。 
外部評価については、他大学教員２名、公的研究機関の研究者２名、企業の研究者２名、外

国人研究者若干名、本学の教員２名から成る評価委員会を設置し、研究教育成果について厳正

に評価する。研究科委員会ならびに専攻会議において評価結果を基に研究教育方針について決

定する。教育成果の評価結果を参考にして、教育課程・教育方法・研究指導・学位取得過程等

の改善に役立てる。 
これまで、バイオ・ナノエレクトロニクス研究センターでは研究プロジェクトの中間・終了

時に外部評価委員会を開催してきている。最近では2005・2007・2009年度に開催し、教員の研
究成果・教育活動の成果が厳正に評価されてきた。評価結果はその後の研究遂行に反映された。

また、評価委員会の評価結果・指摘項目をもとに協議会を開催し、今後の研究教育方針・計画

を決定している。このような評価実績と評価手法を本専攻にも適用し、自己点検・評価はもち

ろんであるが、外部評価委員会を活用し教育研究水準の維持向上に努めていくこととしている。 
また、5年ごとに全所属教員の資格審査を実施し、教員の質の向上を図ると共に、教員のモチ
ベーションを維持する。さらに、学生による大学院の授業評価を実施する。評価結果を基に学

生と教員が直接的・双方向対話により具体的・実質的なアイデアを出し合い、授業改善を図る。 
 
１１ 情報の提供 
教育研究活動の状況に関しては、国内外の研究機関との共同研究や海外在住の客員教授、学

生等との教育研究情報を共有することと、当大学院外の研究者･学生への情報提供をも考慮し、

学際･融合科学研究科バイオ･ナノサイエンス融合専攻のホームページを充実させる。   
そのホームページには、バイオ･ナノサイエンス融合専攻の教育理念を始めとして、履修要覧、

入試情報、教育状況、研究状況、学位論文発表会のお知らせ、学年暦、専攻の構成メンバーと

その教育･研究歴など、専攻における情報を可能な限り掲載する。また、バイオ･ナノエレクト

ロニクス研究センターが毎年開催するシンポジウムにおいて情報提供すると共に、国際学術雑

誌や情報誌等への広報を行なう。また、研究科・専攻の設置届出書、履行状況報告書、財務状

況、理念・目的，カリキュラム，シラバス，学則等各種規程，専任教員のプロフィール・研究

成果・教育活動，大学の基本的な情報，自己点検報告書等は、大学のホームページの下記アド

レスに掲載している。本研究科博士前期課程の届出に関しても掲載する。  
情報公開         http://www.toyo.ac.jp/data/init_j.html 
学際・融合科学研究科  http://www.toyo.ac.jp/glns/index_j.html 
東洋大学大学院学則   http://www.toyo.ac.jp/regulate/daigakuin_j.html 
シラバス情報       http://euniup.toyo.ac.jp/ 
ＦＤ推進センター    http://www.toyo.ac.jp/fd/index_j.html 
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１２ 教員の資質の維持向上の方策 
毎年、「学際･融合科学研究 年次報告」を作成すること、5年ごとに教員の資格審査を行な
うことと、学生に著名国際論文誌への投稿や国際学会での発表を義務づけていることから、教

員の資質の維持向上は可能であると考えられる。 
東洋大学では、2007年度より教育活動の継続的・組織的改善の推進と支援を目的として、全
学的な組織であるＦＤ委員会が発足し、その後、2008年12月にＦＤ委員会を発展的に改組し、
ＦＤ推進センターが設置された。センターにはＦＤ推進委員会が置かれ、４部会により活動が

行われており（授業改善対策部会・大学院部会・研修部会・編集部会）、授業改善事例シンポ

ジウム、研究倫理に関する研修会、アカデミック・ハラスメント研修会等を開催し、教員の研

究能力、資質の維持向上に努めている。また、毎年度末には教育活動の改善サイクル（ＰＤＣ

Ａ）の一環としてＦＤ活動状況報告会を学部、大学院研究科で実施している。 
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資料１ 修了までのスケジュール 
学際・融合科学研究科バイオ・ナノサイエンス融合専攻前期課程
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表

履
修
登
録

成
績
発
表

基礎科目、専門科目、実験装置の操作技術を修得する。
国際学会での論文投稿や学会発表を視野に、研究に関連する英語のレビュー作成を指導する。
研究テーマに関連した英語によるプレゼンテーションと討論を経験させ、英語のプレゼンテーション能力とコミュニケーション能力を養う。

２年次 ４
月

５
月

６
月

７
月

８
月

９
月

１
０
月

１
１
月

１
２
月

１
月

２
月

３
月

上
中
下
上
中
下
上
中
下
上
中
下
上
中
下
上
中
下
上
中
下
上
中
下
上
中
下
上
中
下
上
中
下
上
中
下

進
級
手
続
き

履
修
登
録

論
文
題
目
提
出

成
績
発
表

履
修
登
録

修
士
論
文
提
出
・
主
査
副
査
決
定

修
士
論
文
審
査

修
士
学
位
論
文
口
述
試
験

成
績
発
表
・
修
了
要
件
充
足
者
発
表

修
了
決
定
者
発
表

学
位
授
与
式
・
修
了

第一線で活躍している研究者によるセミナーや外国人客員教授の英語によるセミナーに参加し、国際化のトレーニングを行なう。
国際学会での論文投稿や学会発表を通じて研究精度を高め、修士論文に活かす指導を行う。

秋入学

1年次 ９
月

１
０
月

１
１
月

１
２
月

１
月

２
月

３
月

４
月

５
月

６
月

７
月

８
月

９
月

下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下
入
学
・
就
学
手
続
き
・
履
修
ガ
イ
ダ
ン
ス

履
修
登
録

論
文
題
目
提
出
・
指
導
教
員
届
出

成
績
発
表

履
修
登
録

成
績
発
表

基礎科目、専門科目、実験装置の操作技術を修得する。
国際学会での論文投稿や学会発表を視野に、研究に関連する英語のレビュー作成を指導する。
研究テーマに関連した英語によるプレゼンテーションと討論を経験させ、英語のプレゼンテーション能力とコミュニケーション能力を養う。

２年次 ９
月

１
０
月

１
１
月

１
２
月

１
月

２
月

３
月

４
月

５
月

６
月

７
月

８
月

９
月

下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下
進
級
手
続
き

履
修
登
録

論
文
題
目
提
出

成
績
発
表

履
修
登
録

修
士
論
文
提
出
・
主
査
副
査
決
定

修
士
論
文
審
査

修
士
学
位
論
文
口
述
試
験

成
績
発
表
・
修
了
要
件
充
足
者
発
表

修
了
決
定
者
発
表

学
位
授
与
式
・
修
了

第一線で活躍している研究者によるセミナーや外国人客員教授の英語によるセミナーに参加し、国際化のトレーニングを行なう。
国際学会での論文投稿や学会発表を通じて研究精度を高め、修士論文に活かす指導を行う。
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資料２ 履修モデル 
バイオを主幹とする学生 
 

1 年次 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

2年次 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

バイオ・ナノサイエンス融合概論 
(Introduction to bio-nano science fusion) 
 

基礎数学 
(Fundamental mathematics)  
基礎物理 
(Fundamental physics)  
基礎化学 
(Fundamental chemistry)  
基礎バイオテクノロジー 
(Fundamental biotechnology) 

極限環境微生物 
(Extremophiles)  
生体材料およびナノテクノロジー 
(Bio materials and nanotechnology)  
微生物学 
(Microbiology) 

先端機器ワークショップ I 
(Workshop on advanced equipment I) 

科学技術英語 
(English for science and technology) 
 

バイオ・ナノサイエンス融合研究 I 
(Bio-Nano Science Fusion Research I) 

バイオ・ナノサイエンス融合輪講 I 
(Bio-Nano Science Fusion Seminar I) 

先端機器ワークショップ II 
(Workshop on advanced equipment II) 
 

バイオ・ナノサイエンス融合研究 II 
(Bio-Nano Science Fusion Research II) 

バイオ・ナノサイエンス融合輪講 II 
(Bio-Nano Science Fusion Seminar II) 

ウェブ教育 I 
(Web education I) 
 

バイオ・ナノサイエンス融合研究 III 
(Bio-Nano Science Fusion Research III) 
 
バイオ・ナノサイエンス融合輪講 III 
(Bio-Nano Science Fusion Seminar III) 

ウェブ教育 II 
(Web education II) 
 

バイオ・ナノサイエンス融合研究 IV 
(Bio-Nano Science Fusion Research IV) 
 
バイオ・ナノサイエンス融合輪講 IV 
(Bio-Nano Science Fusion Seminar IV) 
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ナノを主幹とする学生 
 

1 年次 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

2年次 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 
 

 

 

バイオ・ナノサイエンス融合概論 
(Introduction to bio-nano science fusion) 
 

基礎数学 
(Fundamental mathematics)  
基礎物理 
(Fundamental physics)  
基礎化学 
(Fundamental chemistry)  
基礎バイオテクノロジー 
(Fundamental biotechnology) 

ナノエレクトロニクス 
(Nano electronics)  
生体材料およびナノテクノロジー 
(Bio materials and nanotechnology)  
ナノ材料概論 
(Nano materials) 

先端機器ワークショップ I 
(Workshop on advanced equipment I) 

科学技術英語 
(English for science and technology) 
 

バイオ・ナノサイエンス融合研究 I 
(Bio-Nano Science Fusion Research I) 

バイオ・ナノサイエンス融合輪講 I 
(Bio-Nano Science Fusion Seminar I) 

先端機器ワークショップ II 
(Workshop on advanced equipment II) 
 

バイオ・ナノサイエンス融合研究 II 
(Bio-Nano Science Fusion Research II) 

バイオ・ナノサイエンス融合輪講 II 
(Bio-Nano Science Fusion Seminar II) 

ウェブ教育 I 
(Web education I) 
 

バイオ・ナノサイエンス融合研究 III 
(Bio-Nano Science Fusion Research III) 
 
バイオ・ナノサイエンス融合輪講 III 
(Bio-Nano Science Fusion Seminar III) 

ウェブ教育 II 
(Web education II) 
 

バイオ・ナノサイエンス融合研究 IV 
(Bio-Nano Science Fusion Research IV) 
 
バイオ・ナノサイエンス融合輪講 IV 
(Bio-Nano Science Fusion Seminar IV) 
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資料３ 大学院生の居室 
 
6
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資料４ 既設学部等との関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

15 

 

博

士

後

期

課

程 

研究科教員 
客員教授による 
双方向教育 

博士論文の 
プレゼンテーション（英語） 

国際シンポジウム 
でのプレゼンテーション 

（英語） 

国際セミナー 
（国内・海外開催）での 
プレゼンテーション 

（英語） 

著名国際会議等での 
発表 

研究計画 
のプレゼンテーション（英語） 

著名国際論文誌への 
論文投稿 

博士論文審査 

博士号取得 

バイオ・ナノ融合分野の 
国際的先端研究者の誕生 

国際連携による国際性・コミュニケーション能力養成プログラム 先端研究者養成プログラム 

博士論文（英文）作成 

著名研究者による 
若手研究者のための 
国際セミナー 

著名国際論文誌 
（JCR 掲載誌） 

への論文掲載２編以上 

研究経過・成果 
のプレゼンテーション（英語） 

バイオ・ナノエレクトロニクス研究センター  
ナノテクノロジー・スーパークリーンルーム 
バイオテクノロジー・クリーンルーム 
先端機器・装置, コモンルーム 

連携教育研究機関  
USA: University of California Santa Barbara 
USA University of Montana 
UK: University of Brighton 
UK: University of Oxford 
France: Université Pierre et Marie Curie (Paris 6) 
Korea: Seoul National University 
India: Indian Institute of Technology, Delhi 

連携企業  
Japan: 日本電子株式会社（JEOL） 
USA: Asylum Research 
Japan: Asylum Technology 
Japan: 株式会社島津製作所 

連携教育機関  
UK: Vega Science Trust 

先端バイオ・ナノ融合共同研究の実施 
教育プログラムの開発 

国際バイオ・ナノ融合教育研究支援センターの構築 

若
手
研
究
者
交
流
プ
ロ
グ
ラ
ム 

国際シンポジウムの共催 
国際セミナーの共催 
若手研究者のための国際セミナーの共催 

先端バイオ・ナノ融合研究の実施 
教育プログラムの開発 

国際シンポジウムの共催 
国際セミナーの共催 
若手研究者のための国際セミナーの共催 

博

士

前

期

課

程 

研究科教員 
双方向教育 

修士論文の 
プレゼンテーション（英語） 

国際シンポジウム 
でのプレゼンテーション 

（英語） 

融合研究 

融合輪講 

先端機器ワークショップ 

ウェブ教育 

専門科目 

基礎科目 

研究計画 
のプレゼンテーション（英語） 

著名国際論文誌への 
論文投稿を推奨 

修士論文審査 

修士号取得 

国際性・コミュニケーション能力養成プログラム 研究者養成プログラム 

修士論文（英文）作成 

著名研究者による 
若手研究者のための 
国際セミナー 

研究経過・成果 
のプレゼンテーション（英語） 

ウェブ教育 
科学技術英語 

東洋大学 
理工学部・工学部 
生命科学部 

他大学 
（海外・国内） 

学 部 

大学院学際・融合科学研究科 
バイオ・ナノサイエンス融合専攻 



フリガナ

氏名
＜就任（予定）年月＞

学長
竹
タケ

　村
ムラ

　牧
マキ

　男
オ

＜平成２１年９月＞

博士（文学）
文学部インド哲学科

教授
（平１４．　４）

現　職
（就任年月）

（注）　高等専門学校にあっては校長について記入すること。

別記様式第３号（その１）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

教 員 名 簿

学 長 の 氏 名 等

調書
番号

役職名 年齢
保有
学位等

月額基本給
（千円）

1



フリガナ

氏名

＜就任（予定）年月＞

飯嶋　好彦
イイジマ　ヨシヒコ

＜平成２３年４月＞

薄木　三生
ウスキ　ミツオ

＜平成２３年４月＞

東海林　克彦
ショウジ　カツヒコ

＜平成２３年４月＞

藤井　敏信
フジイ　トシノブ

＜平成２３年４月＞

古屋　秀樹
フルヤ　ヒデキ

＜平成２３年４月＞

堀　雅通
ホリ　マサミチ

＜平成２３年４月＞

松園　俊志
マツゾノ　シュンシ

＜平成２３年４月＞

梁　春香
リャン　ツゥンシャン

＜平成２３年４月＞

和田　尚久
ワダ　ナオヒサ

＜平成２３年４月＞

担当授業科目の名称
配 当
年 次

担 当
単位数

年 間
開講数

現　職
（就任年月）

申請に係る大
学等の職務に
従 事 す る
週当たり平均
日 数

別記様式第３号（その２の１）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

教 員 の 氏 名 等

（国際地域学研究科国際観光学専攻博士後期課程）

調書
番号

専任等
区分

職位 年齢
保有
学位等

月額
基本給
（千円）

国際観光学特殊研究Ⅰ
国際観光学特殊研究Ⅱ
国際観光学特殊研究Ⅲ
国際観光学特殊研究Ⅳ
国際観光学特殊研究Ⅴ
国際観光学特殊研究Ⅵ
国際観光学研究指導

1前
1後
2前
2後
3前
3後

1～3前・後

2
2
2
2
2
2
－

1
1
1
1
1
1
2

東洋大学
国際地域学部教授
（平１８．４）

4日専 教授 博士
（経営学）

国際観光学特殊研究Ⅰ
国際観光学特殊研究Ⅱ
国際観光学特殊研究Ⅲ
国際観光学特殊研究Ⅳ
国際観光学特殊研究Ⅴ
国際観光学特殊研究Ⅵ

1前
1後
2前
2後
3前
3後

2
2
2
2
2
2

1
1
1
1
1
1

東洋大学
国際地域学部教授
（平１５．４）

4日専 教授 理学修士

国際観光学特殊研究Ⅰ
国際観光学特殊研究Ⅱ
国際観光学特殊研究Ⅲ
国際観光学特殊研究Ⅳ
国際観光学特殊研究Ⅴ
国際観光学特殊研究Ⅵ
国際観光学研究指導

1前
1後
2前
2後
3前
3後

1～3前・後

2
2
2
2
2
2
－

1
1
1
1
1
1
2

東洋大学
国際地域学部教授
（平１９．４）

4日専 教授 博士
（農学）

国際観光学特殊研究Ⅰ
国際観光学特殊研究Ⅱ
国際観光学特殊研究Ⅲ
国際観光学特殊研究Ⅳ
国際観光学特殊研究Ⅴ
国際観光学特殊研究Ⅵ
国際観光学研究指導

1前
1後
2前
2後
3前
3後

1～3前・後

2
2
2
2
2
2
－

1
1
1
1
1
1
2

東洋大学
国際地域学部教授
（平９．４）

4日専 教授 博士
（工学）

国際観光学特殊研究Ⅰ
国際観光学特殊研究Ⅱ
国際観光学特殊研究Ⅲ
国際観光学特殊研究Ⅳ
国際観光学特殊研究Ⅴ
国際観光学特殊研究Ⅵ
国際観光学研究指導

1前
1後
2前
2後
3前
3後

1～3前・後

2
2
2
2
2
2
－

1
1
1
1
1
1
2

東洋大学
国際地域学部教授
（平２０．４）

4日専 教授 博士
（工学）

国際観光学特殊研究Ⅰ
国際観光学特殊研究Ⅱ
国際観光学特殊研究Ⅲ
国際観光学特殊研究Ⅳ
国際観光学特殊研究Ⅴ
国際観光学特殊研究Ⅵ
国際観光学研究指導

1前
1後
2前
2後
3前
3後

1～3前・後

2
2
2
2
2
2
－

1
1
1
1
1
1
2

東洋大学
国際地域学部教授
（平１８．４）

4日専 教授 博士
（商学）

国際観光学特殊研究Ⅰ
国際観光学特殊研究Ⅱ
国際観光学特殊研究Ⅲ
国際観光学特殊研究Ⅳ
国際観光学特殊研究Ⅴ
国際観光学特殊研究Ⅵ

1前
1後
2前
2後
3前
3後

2
2
2
2
2
2

1
1
1
1
1
1

東洋大学
国際地域学部教授
（平１３．４）

4日専 教授 社会学士

国際観光学特殊研究Ⅰ
国際観光学特殊研究Ⅱ
国際観光学特殊研究Ⅲ
国際観光学特殊研究Ⅳ
国際観光学特殊研究Ⅴ
国際観光学特殊研究Ⅵ

1前
1後
2前
2後
3前
3後

2
2
2
2
2
2

1
1
1
1
1
1

東洋大学
国際地域学部教授
（平１３．４）

4日専 教授 博士
（経済学）

（注）

１　教員の数に応じ，適宜枠を増やして記入すること。

２　私立の大学若しくは高等専門学校の収容定員に係る学則の変更の認可を受けようとする場合若しくは届出を行おうとする場合又は大学等の設置者の変更の認

　可を受けようとする場合は，この書類を作成する必要はない。

３　「申請に係る学部等に従事する週当たりの平均日数」の欄は，専任教員のみ記載すること。

国際観光学特殊研究Ⅰ
国際観光学特殊研究Ⅱ
国際観光学特殊研究Ⅲ
国際観光学特殊研究Ⅳ
国際観光学特殊研究Ⅴ
国際観光学特殊研究Ⅵ
国際観光学研究指導

1前
1後
2前
2後
3前
3後

1～3前・後

2
2
2
2
2
2
－

1
1
1
1
1
1
2

東洋大学
国際地域学部教授
（平２２．４）

4日専 教授 博士
（経済学）

2



フリガナ

氏名

＜就任（予定）年月＞

バイオ・ナノサイエン
ス融合概論
(Introduction to bio-
nano science fusion)
科学技術英語
(English for science
and technology)
基礎物理
(Fundamental physics)
ウェブ教育I
(Web Education I)
ウェブ教育II
(Web Education II)

1

1

1

1

2

2

2

2

2

2

1

1

1

1

1

バイオ・ナノサイエン
ス融合研究 Ⅰ
(Bio-Nano Science
Fusion Research Ⅰ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合研究 Ⅱ
(Bio-Nano Science
Fusion Research Ⅱ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合研究 Ⅲ
(Bio-Nano Science
Fusion Research Ⅲ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合研究 Ⅳ
(Bio-Nano Science
Fusion Research Ⅳ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合輪講 Ⅰ
(Bio-Nano Science
Fusion Seminar Ⅰ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合輪講 Ⅱ
(Bio-Nano Science
Fusion Seminar Ⅱ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合輪講 Ⅲ
(Bio-Nano Science
Fusion Seminar Ⅲ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合輪講 Ⅳ
(Bio-Nano Science
Fusion Seminar Ⅳ)

1

1

2

2

1

1

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

1

1

1

1

1

1

1

1

申請に係る大学等
の職務に従事する
週当たり平均日数

別記様式第３号（その２の１）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

教 員 の 氏 名 等

（学際・融合科学研究科）

調書
番号

専任等
区分

職位 年齢
保有
学位等

月額
基本給
（千円）

担当授業科目の名称
配当
年次

担 当
単位数

年 間
開講数

現　職
（就任年月）

理工学部生体医工
学科教授（平成21
年4月）
学際・融合科学研
究科教授（平成19
年4月）

4日専 教授
前川
マエカワ

　透
トオル

＜平成23年4月＞

工学博士

3



微生物学
(Microbiology)

1 2 1

バイオ・ナノサイエン
ス融合研究 Ⅰ
(Bio-Nano Science
Fusion Research Ⅰ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合研究 Ⅱ
(Bio-Nano Science
Fusion Research Ⅱ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合研究 Ⅲ
(Bio-Nano Science
Fusion Research Ⅲ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合研究 Ⅳ
(Bio-Nano Science
Fusion Research Ⅳ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合輪講 Ⅰ
(Bio-Nano Science
Fusion Seminar Ⅰ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合輪講 Ⅱ
(Bio-Nano Science
Fusion Seminar Ⅱ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合輪講 Ⅲ
(Bio-Nano Science
Fusion Seminar Ⅲ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合輪講 Ⅳ
(Bio-Nano Science
Fusion Seminar Ⅳ)

1

1

2

2

1

1

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

1

1

1

1

1

1

1

1

極限環境微生物学
(Extremophiles)

1 2 1

バイオ・ナノサイエン
ス融合研究 Ⅰ
(Bio-Nano Science
Fusion Research Ⅰ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合研究 Ⅱ
(Bio-Nano Science
Fusion Research Ⅱ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合研究 Ⅲ
(Bio-Nano Science
Fusion Research Ⅲ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合研究 Ⅳ
(Bio-Nano Science
Fusion Research Ⅳ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合輪講 Ⅰ
(Bio-Nano Science
Fusion Seminar Ⅰ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合輪講 Ⅱ
(Bio-Nano Science
Fusion Seminar Ⅱ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合輪講 Ⅲ
(Bio-Nano Science
Fusion Seminar Ⅲ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合輪講 Ⅳ
(Bio-Nano Science
Fusion Seminar Ⅳ)

1

1

2

2

1

1

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

1

1

1

1

1

1

1

1

専 教授 宇佐美
ウ サ ミ

　論
ロン

＜平成23年4月＞

博士
（工学）

理工学部応用化学
科教授（平成21年
4月）
学際・融合科学研
究科教授（平成19
年4月）

4日

専 教授 井上
イノウエ

　明
アキラ

＜平成23年4月＞

博士
（農学）

生命科学部生命科
学科教授（平成10
年4月）
学際・融合科学研
究科教授（平成19
年4月）

5日

4



基礎化学
(Fundamental
chemistry)
先端機器ワークショッ
プ II
(Workshop on advanced
equipment II)

1

1

2

2

1

1

バイオ・ナノサイエン
ス融合研究 Ⅰ
(Bio-Nano Science
Fusion Research Ⅰ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合研究 Ⅱ
(Bio-Nano Science
Fusion Research Ⅱ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合研究 Ⅲ
(Bio-Nano Science
Fusion Research Ⅲ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合研究 Ⅳ
(Bio-Nano Science
Fusion Research Ⅳ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合輪講 Ⅰ
(Bio-Nano Science
Fusion Seminar Ⅰ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合輪講 Ⅱ
(Bio-Nano Science
Fusion Seminar Ⅱ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合輪講 Ⅲ
(Bio-Nano Science
Fusion Seminar Ⅲ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合輪講 Ⅳ
(Bio-Nano Science
Fusion Seminar Ⅳ)

1

1

2

2

1

1

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

1

1

1

1

1

1

1

1

ナノエレクトロニクス
(Nanoelectronics)
先端機器ワークショッ
プ I
(Workshop on advanced
equipment I)
ナノ材料概論
(Nano materials)

1

1

1

2

2

2

1

1

1

バイオ・ナノサイエン
ス融合研究 Ⅰ
(Bio-Nano Science
Fusion Research Ⅰ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合研究 Ⅱ
(Bio-Nano Science
Fusion Research Ⅱ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合研究 Ⅲ
(Bio-Nano Science
Fusion Research Ⅲ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合研究 Ⅳ
(Bio-Nano Science
Fusion Research Ⅳ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合輪講 Ⅰ
(Bio-Nano Science
Fusion Seminar Ⅰ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合輪講 Ⅱ
(Bio-Nano Science
Fusion Seminar Ⅱ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合輪講 Ⅲ
(Bio-Nano Science
Fusion Seminar Ⅲ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合輪講 Ⅳ
(Bio-Nano Science
Fusion Seminar Ⅳ)

1

1

2

2

1

1

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

1

1

1

1

1

1

1

1

工学博士

理工学部応用化学
科教授（平成21年
4月）
学際・融合科学研
究科教授（平成19
年4月）

4日

理工学部電気電子
情報工学科教授
（平成21年4月）
学際・融合科学研
究科教授（平成19
年4月）

4日
博士

（工学）

専 教授 石井
イ シ イ

　茂
シゲル

＜平成23年4月＞

教授 花尻
ハナジリ

　達郎
タツロウ

＜平成23年4月＞

専
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基礎バイオテクノロ
ジー
(Fundamental
biotechnology)

1 2 1

バイオ・ナノサイエン
ス融合研究 Ⅰ
(Bio-Nano Science
Fusion Research Ⅰ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合研究 Ⅱ
(Bio-Nano Science
Fusion Research Ⅱ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合研究 Ⅲ
(Bio-Nano Science
Fusion Research Ⅲ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合研究 Ⅳ
(Bio-Nano Science
Fusion Research Ⅳ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合輪講 Ⅰ
(Bio-Nano Science
Fusion Seminar Ⅰ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合輪講 Ⅱ
(Bio-Nano Science
Fusion Seminar Ⅱ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合輪講 Ⅲ
(Bio-Nano Science
Fusion Seminar Ⅲ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合輪講 Ⅳ
(Bio-Nano Science
Fusion Seminar Ⅳ)

1

1

2

2

1

1

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

1

1

1

1

1

1

1

1

基礎数学
(Fundamental
Mathematics)

1 2 1

バイオ・ナノサイエン
ス融合研究 Ⅰ
(Bio-Nano Science
Fusion Research Ⅰ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合研究 Ⅱ
(Bio-Nano Science
Fusion Research Ⅱ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合研究 Ⅲ
(Bio-Nano Science
Fusion Research Ⅲ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合研究 Ⅳ
(Bio-Nano Science
Fusion Research Ⅳ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合輪講 Ⅰ
(Bio-Nano Science
Fusion Seminar Ⅰ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合輪講 Ⅱ
(Bio-Nano Science
Fusion Seminar Ⅱ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合輪講 Ⅲ
(Bio-Nano Science
Fusion Seminar Ⅲ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合輪講 Ⅳ
(Bio-Nano Science
Fusion Seminar Ⅳ)

1

1

2

2

1

1

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

1

1

1

1

1

1

1

1

4日
博士

（工学）

4日専 教授 道
ドウ

久
キュウ

　則之
ノリユキ

＜平成23年4月＞

博士
（工学）

専 准教授 森本
モリモト

　久雄
ヒ サ オ

＜平成23年4月＞

生命科学部生命科
学科教授（平成15
年4月）
学際・融合科学研
究科教授（平成19
年4月）

理工学部機械工学
科准教授（平成21
年4月）
学際・融合科学研
究科准教授（平成
20年4月）
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バイオ・ナノサイエン
ス融合概論
(Introduction to bio-
nano science fusion)
科学技術英語
(English for science
and technology)
生体材料およびナノテ
クノロジー
(Bio materials and
nanotechnology)

1

1

1

2

2

2

1

1

1

バイオ・ナノサイエン
ス融合研究 Ⅰ
(Bio-Nano Science
Fusion Research Ⅰ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合研究 Ⅱ
(Bio-Nano Science
Fusion Research Ⅱ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合研究 Ⅲ
(Bio-Nano Science
Fusion Research Ⅲ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合研究 Ⅳ
(Bio-Nano Science
Fusion Research Ⅳ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合輪講 Ⅰ
(Bio-Nano Science
Fusion Seminar Ⅰ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合輪講 Ⅱ
(Bio-Nano Science
Fusion Seminar Ⅱ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合輪講 Ⅲ
(Bio-Nano Science
Fusion Seminar Ⅲ)
バイオ・ナノサイエン
ス融合輪講 Ⅳ
(Bio-Nano Science
Fusion Seminar Ⅳ)

1

1

2

2

1

1

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

1

1

1

1

1

1

1

1

専 教授

Dasappan
ダ サ パ ン

Nair
ナイール

 Sakth
サ ク チ

i

Kumar
ク マ ー ル

＜平成23年4月＞

Ph.D.
学際・融合科学研
究科教授（平成20
年6月）

4日

（注）

１　教員の数に応じ，適宜枠を増やして記入すること。
２　私立の大学若しくは高等専門学校の収容定員に係る学則の変更の認可を受けようとする場合若しくは届出を行おうとする場合又は大学等の設置者の変更の認
　可を受けようとする場合は，この書類を作成する必要はない。
３　「申請に係る学部等に従事する週当たりの平均日数」の欄は，専任教員のみ記載すること。
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東洋大学大学院学則 

昭和29年４月１日 

施行 

  

改正 昭和31年４月１日 昭和34年４月１日 

  昭和37年４月１日 昭和39年４月１日 

  昭和40年４月１日 昭和41年４月１日 

  昭和42年４月１日 昭和43年４月１日 

  昭和44年４月１日 昭和45年４月１日 

  昭和47年４月１日 昭和49年４月１日 

  昭和51年４月１日 昭和52年４月１日 

  昭和53年４月１日 昭和56年４月１日 

  昭和57年４月１日 昭和58年４月１日 

  昭和60年４月１日 昭和61年４月１日 

  昭和62年４月１日 昭和63年４月１日 

  昭和63年９月26日 平成元年４月１日 

  平成元年５月30日 平成２年４月１日 

  平成３年４月１日 平成３年７月１日 

  平成３年10月１日 平成４年４月１日 

  平成５年４月１日 平成５年７月１日 

  平成５年11月１日 平成６年４月１日 

  平成６年９月５日 平成７年４月１日 

  平成８年４月１日 平成９年４月１日 

  平成10年４月１日 平成10年９月１日 

  平成11年４月１日 平成12年２月１日 

  平成12年４月１日 平成13年４月１日 

  平成14年４月１日 平成15年４月１日 

  平成16年４月１日 平成17年４月１日 

  平成18年４月１日 平成19年４月１日 

 平成20年４月１日 平成21年４月１日 

 平成22年４月１日 平成23年４月１日 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 本大学院は本学建学の精神に則り、東西学術の理論及び応用を研究・教授しその深奥を究

めて、文化の進展に寄与することを目的とする。 

（自己点検・評価及び認証評価制度） 

第１条の２ 本大学院は、教育研究水準の向上に資するため、本学の教育及び研究、組織及び運営

並びに施設及び設備の状況について自ら点検及び評価を行い、その結果を公表するものとする。 

２ 前項の点検・評価の実施細目については、別に定める。 
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３ 第１条の２第１項の措置に加え、本学の教育研究等の総合的な状況について、学校教育法第109

条第２項に基づき、政令で定められた期間ごとに、文部科学大臣の認証を受けた者による評価を

受けるものとし、その結果を公表するものとする。 

（教育研究上の目的の公表等） 

第１条の３ 本大学院は、研究科又は専攻ごとに、人材の養成に関する目的その他の教育研究上の

目的を定め、公表するものとする。 

２ 前項の目的の内容、及び公表方法については別に定める。 

（課程） 

第２条 本大学院に博士課程及び修士課程を置く。 

２ 博士課程の標準修業年限は５年とし、修士課程の標準修業年限は２年とする。 

３ 博士課程は、これを前期２年及び後期３年の課程に区分し、前期２年の課程を博士前期課程、

後期３年の課程を博士後期課程という。 

４ 博士前期課程は、これを修士課程として取り扱う。 

（課程の趣旨） 

第３条 博士課程は、専攻分野について研究者として自立して研究活動を行い、又はその他の高度

に専門的な業務に従事するに必要な高度の研究能力及びその基礎となる豊かな学識を養うものと

する。 

２ 修士課程は、広い視野に立つて精深な学識を授け、専攻分野における研究能力又は高度の専門

性を要する職業等に必要な高度の能力を養うものとする。 

第２章 研究科の構成 

（研究科及び専攻） 

第４条 本大学院に次の研究科を置く。 

(１) 文学研究科 

(２) 社会学研究科 

(３) 法学研究科 

(４) 経営学研究科 

(５) 工学研究科 

(６) 経済学研究科 

(７) 国際地域学研究科 

(８) 生命科学研究科 

(９) 福祉社会デザイン研究科 

(10) 学際・融合科学研究科 

２ 前項の研究科に、別表第１に掲げる専攻を置く。 

３ 前項のうち文学研究科教育学専攻、経営学研究科ビジネス・会計ファイナンス専攻及び経済学

研究科公民連携専攻並びに福祉社会デザイン研究科福祉社会システム専攻は、専ら夜間において

教育を行う課程とする。ただし、教育上特別の必要があると認められる場合には、昼間その他特

定の時間又は時期において授業又は研究指導を行う等の適当な方法により教育を行うことができ

る。 

４ 本大学院において教育上特別の必要があると認められる場合には、夜間その他特定の時間又は
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時期において授業又は研究指導を行う等の適当な方法により教育を行うことができる。 

（学生定員） 

第５条 前条の研究科及び専攻の学生定員は、別表第１に掲げるとおりとする。 

第３章 教育課程 

（教育課程の編成方針） 

第５条の２ 本大学院は、教育上の目的を達成するために必要な授業科目を開設するとともに学位

論文の作成等に対する指導（以下「研究指導」という。）の計画を策定し、体系的に教育課程を

編成するものとする。 

２ 教育課程の編成に当たっては、大学院は、専攻分野に関する高度の専門的知識及び能力を修得

させるとともに、当該専攻分野に関連する分野の基礎的素養を涵養するよう適切に配慮しなけれ

ばならない。 

（授業及び研究指導） 

第６条 本大学院の教育は、授業科目の授業及び研究指導によって行うものとする。 

（成績評価基準等の明示等） 

第６条の２ 本大学院は、学生に対して、授業及び研究指導の方法及び内容並びに一年間の授業及

び研究指導の計画をあらかじめ明示するものとする。 

２ 本大学院は、学修の成果及び学位論文に係る評価並びに修了の認定に当たっては、客観性及び

厳格性を確保するため、学生に対してその基準をあらかじめ明示するとともに、当該基準にした

がって適切に行うものとする。 

（教育内容等の改善のための組織的な研修等） 

第６条の３ 本大学院は、当該大学院の授業及び研究指導の内容及び方法の改善を図るための組織

的な研修及び研究を実施するものとする。 

（メディアを利用して行う授業） 

第６条の４ メディアを利用して行う授業は、あらかじめ指定した日時にパソコンその他双方向の

通信手段によって行う。 

２ 前項の授業を実施する科目については、別に定める。 

（履修方法等） 

第７条 各研究科における授業科目の内容・単位数及び研究指導の内容並びにこれらの履修方法は、

別表第２に掲げるとおりとする。 

（授業科目の委託） 

第８条 各研究科において、教育研究上必要と認めるときは、他の大学（外国の大学を含む。以下

同じ。）の大学院とあらかじめ協議の上、その大学院の授業科目を履修させることができる。 

２ 前項の規定により履修させた単位は10単位を超えない範囲で、これを第12条に規定する単位に

充当することができる。 

（研究指導の委託） 

第９条 各研究科において教育研究上必要と認めるときは他の大学の大学院又は研究所等（外国の

研究所等を含む。以下同じ。）とあらかじめ協議の上、学生にその大学院等において研究指導の

一部を受けさせることができる。ただし、博士前期課程及び修士課程の学生について認める場合

には、当該研究指導を受ける期間は、一年を超えないものとする。 
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（単位の認定） 

第10条 授業科目を履修した者に対しては、試験その他の方法によって、その合格者に所定の単位

を与える。 

（既修得単位の認定） 

第10条の２ 研究科委員会は教育上有益と認めるときは、学生が本大学院に入学する前に大学院（本

学又は他の大学の大学院をいう。）において修得した単位（科目等履修生として修得した単位を

含む）を、10単位を超えない範囲で本大学院における授業科目の履修により修得したものとみな

し、博士前期課程又は修士課程の修了に必要な単位数に算入することができる。 

（試験及び成績評価） 

第11条 試験は各研究科委員会の定める方法によって行う。 

２ 成績は、Ｓ（100点ないし90点）、Ａ（89点ないし80点）、Ｂ（79点ないし70点）、Ｃ（69点な

いし60点）及びＤ（59点以下）とし、Ｓ、Ａ、Ｂ及びＣを合格とし、Ｄを不合格とする。 

第４章 課程の修了要件及び学位の授与 

（博士前期課程又は修士課程の修了要件） 

第12条 博士前期課程又は修士課程の修了要件は本大学院に２年以上在学し、30単位以上を修得し、

かつ必要な研究指導を受けた上、当該課程の目的に応じ、修士論文又は特定の課題についての研

究の成果の審査及び最終試験に合格しなければならない。ただし、在学期間に関しては、優れた

業績を上げた者については、本大学院に１年以上在学すれば足りるものとする。 

（博士課程の修了要件） 

第13条 博士課程の修了の要件は、本大学院に５年（修士課程を修了した者にあっては、当該課程

における２年の在学期間を含む）以上在学し、30単位以上を修得し、かつ、必要な研究指導を受

けた上、博士論文の審査及び最終試験に合格しなければならない。ただし、在学期間に関しては、

優れた研究業績を上げた者については、大学院に３年（修士課程を修了した者にあっては、当該

課程における在学期間を含む）以上在学すれば足りるものとする。 

２ 標準修業年限が１年以上２年未満の修士課程を修了した者及び前条第１項のただし書きの規定

による在学期間をもって修士課程を修了した者の博士課程の修了要件は、博士課程に修士課程に

おける在学期間に３年を加えた期間以上在学し、研究指導を受けた上、博士論文の審査及び最終

試験に合格しなければならない。ただし、在学期間に関しては、優れた研究業績を上げた者につ

いては、大学院に３年（修士課程を修了した者にあっては、当該課程における在学期間を含む）

以上在学すれば足りるものとする。 

３ 第１項及び前項の規定にかかわらず、第30条第２項第２号ないし第８号の規定により、修士の

学位を有する者と同等以上の学力があると認められた者が、博士課程の後期３年の課程に入学し

た場合の博士課程の修了要件は、大学院に３年以上在学し、必要な研究指導を受けた上、本大学

院の行う博士論文の審査及び試験に合格することとする。ただし、在学期間に関しては、優れた

研究業績を上げた者については、大学院に１年（標準修業年限が１年以上２年未満の専門職学位

課程を修了した者にあっては、３年から当該１年以上２年未満の期限を減じた期間）以上在籍す

れば足りるものとする。 

（最長在学年限） 

第14条 本大学院に在学できる最長年限は、博士前期課程又は修士課程にあっては４年、博士後期
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課程にあっては、６年とする。 

 （長期にわたる課程の履修） 

第14条の２ 教育研究上の必要が認められる場合には、研究科、専攻又は学生の履修上の区分に応

じ、第２条第２項に定める標準修業年限を超えることができる。ただし、最長在学年限は、前条

に定める最長年限を超えることはできない。 

（修士の学位授与） 

第15条 博士前期課程又は修士課程を修了した者には、次の区分により修士の学位を授与する。 

(１) 文学研究科哲学専攻 修士（文学） 

(２) 文学研究科仏教学専攻 修士（文学） 

(３) 文学研究科国文学専攻 修士（文学） 

(４) 文学研究科中国哲学専攻 修士（文学） 

(５) 文学研究科英文学専攻 修士（文学） 

(６) 文学研究科史学専攻 修士（文学） 

(７) 文学研究科教育学専攻 修士（教育学） 

(８) 文学研究科英語コミュニケーション専攻 修士（英語コミュニケーション) 

(９) 社会学研究科社会学専攻 修士（社会学） 

(10) 社会学研究科社会心理学専攻 修士（社会心理学) 

(11) 法学研究科私法学専攻 修士（法学） 

(12) 法学研究科公法学専攻 修士（法学） 

(13) 経営学研究科経営学専攻 修士（経営学） 

(14) 経営学研究科ビジネス・会計ファイナンス専攻 修士（経営学） 

(15) 経営学研究科マーケティング専攻 修士（マーケティング） 

(16) 工学研究科機能システム専攻 修士（工学） 

(17) 工学研究科バイオ・応用化学専攻 修士（工学） 

(18) 工学研究科環境・デザイン専攻 修士（工学） 

(19) 工学研究科情報システム専攻 修士（工学） 

(20) 経済学研究科経済学専攻 修士（経済学） 

(21) 経済学研究科公民連携専攻 修士（経済学） 

(22) 国際地域学研究科国際地域学専攻 修士（国際地域学） 

(23) 国際地域学研究科国際観光学専攻 修士（国際観光学） 

(24) 生命科学研究科生命科学専攻 修士（生命科学） 

(25) 福祉社会デザイン研究科社会福祉学専攻 修士（社会福祉学） 

又は修士（ソーシャルワーク） 

(26) 福祉社会デザイン研究科福祉社会システム専攻 修士（社会学） 

又は修士（社会福祉学） 

(27) 福祉社会デザイン研究科ヒューマンデザイン専攻 修士（社会福祉学） 

又は修士（健康デザイン学） 

(28) 福祉社会デザイン研究科人間環境デザイン専攻 修士（人間環境デザイン学） 

(29) 学際・融合科学研究科バイオ・ナノサイエンス融合専攻 修士（バイオ・ナノサイエンス
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融合） 

（博士の学位授与） 

第16条 博士課程を修了した者には、次の区分により博士の学位を授与する。 

(１) 文学研究科哲学専攻 博士（文学） 

(２) 文学研究科仏教学専攻 博士（文学） 

(３) 文学研究科国文学専攻 博士（文学） 

(４) 文学研究科中国哲学専攻 博士（文学） 

(５) 文学研究科英文学専攻 博士（文学） 

(６) 文学研究科史学専攻 博士（文学） 

(７) 文学研究科教育学専攻 博士（教育学） 

(８) 文学研究科英語コミュニケーション専攻 博士（英語コミュニケーション） 

(９) 社会学研究科社会学専攻 博士（社会学） 

(10) 社会学研究科社会心理学専攻 博士（社会心理学） 

(11) 法学研究科私法学専攻 博士（法学） 

(12) 法学研究科公法学専攻 博士（法学） 

(13) 経営学研究科経営学専攻 博士（経営学） 

(14) 経営学研究科ビジネス・会計ファイナンス専攻 博士（経営学）又は博士（会計・ファイ

ナンス） 

(15)工学研究科機能システム専攻 博士（工学） 

(16) 工学研究科バイオ・応用化学専攻 博士（工学） 

(17) 工学研究科環境・デザイン専攻 博士（工学） 

(18) 工学研究科情報システム専攻 博士（工学） 

(19) 経済学研究科経済学専攻 博士（経済学） 

(20) 国際地域学研究科国際地域学専攻 博士（国際地域学) 

(21) 国際地域学研究科国際観光学専攻 博士（国際観光学） 

(22) 生命科学研究科生命科学専攻 博士（生命科学) 

(23) 福祉社会デザイン研究科社会福祉学専攻 博士（社会福祉学） 

又は博士（ソーシャルワーク） 

(24） 福祉社会デザイン研究科ヒューマンデザイン専攻 博士（社会福祉学） 

又は博士（健康デザイン学） 

(25) 福祉社会デザイン研究科人間環境デザイン専攻 博士（人間環境デザイン学） 

(26) 学際・融合科学研究科バイオ・ナノサイエンス融合専攻 博士（バイオ・ナノサイエンス

融合） 

（課程によらない者の博士の学位授与） 

第17条 博士の学位は、前条の規定にかかわらず、博士論文を提出して、その審査及び最終試験に

合格し、かつ、専攻学術に関し博士課程を修了した者と同等以上の学力を有することを確認され

た者にも授与することができる。 

（学位規則） 

第18条 学位の授与に関し、必要な事項は、本大学の学位規則の定めるところによる。 
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第５章 教育職員の免許状 

（授与される免許状の所要資格と免許状の種類） 

第19条 中学校教諭１種免許状授与の所要資格を有する者で当該免許状に係る中学校教諭専修免許

状の所要資格を取得しようとする者は、第12条に規定する要件を充足し、かつ、教育職員免許法お

よび同法施行規則に定める科目および単位を取得しなければならない。 

２ 本大学院研究科の各専攻において取得できる中学校教諭専修免許状の免許教科の種類は別表第

３のとおりとする。 

３ 高等学校教諭１種免許状授与の所要資格を有する者で当該免許状に係る高等学校教諭専修免許

状の所要資格を取得しようとする者は、第12条に規定する要件を充足し、かつ、教育職員免許法

および同法施行規則に定める科目および単位を取得しなければならない。 

４ 本大学院研究科の各専攻において取得できる高等学校教諭専修免許状の免許教科の種類は別表

第３のとおりとする。 

５ 特別支援学校教諭１種免許状授与の所要資格を有する者で当該免許状に係る高等学校教諭専修

免許状の所要資格を取得しようとする者は、第12条に規定する要件を充足し、かつ、教育職員免

許法および同法施行規則に定める科目および単位を取得しなければならない。 

６ 本学大学院研究科教育学専攻において取得できる特別支援学校教諭専修免許状の種類は別表３

のとおりとする。 

第６章 教員組織 

（担当教員） 

第20条 本大学院には、教育研究上の目的を達するため、研究科及び専攻の規模並びに学位の種類

に応じて、必要な教員を置くものとする。 

２ 本大学院は、教員の適切な役割分担及び連携体制を確保し、組織的な教育が行われるよう特に

留意するものとする。 

３ 本大学院における授業科目及び研究指導を担当する教員は、別に定める本学大学院教員資格に

該当する本学の専任教員又はこれに相当する資格があると認められる客員教授をもってこれに充

てる。ただし、特別の事情があるときは非常勤講師に授業科目を担当させることができる。 

第７章 運営組織 

第21条 削除 

（研究科委員会の組織） 

第22条 本大学院の学事管理のため研究科毎に研究科委員会を置く。 

２ 研究科委員会は、当該研究科の研究指導を担当する専任教員をもって組織する。ただし、各研

究科は必要に応じて専任教員の授業担当者及び第20条に規定する客員教授を加えることができる。 

（研究科委員長） 

第23条 研究科に研究科委員長を置く。 

２ 研究科委員長は、研究科委員会において互選する。 

３ 研究科委員長は、研究科委員会を招集し、その議長となる。 

（研究科委員会の審議事項） 

第24条 研究科委員会は、次の事項を審議する。 

(１) 入学、退学、休学及び修了等に関すること 
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(２) 単位認定試験に関すること 

(３) 学位論文審査及び授与に関すること 

(４) 学生の指導及び賞罰に関すること 

(５) 教育課程に関すること 

(６) 授業科目担当者の推薦 

(７) 大学院教員資格審査に関すること 

(８) その他必要と認めること 

２ 研究科委員会に関する規則は、別に定める。 

（専攻主任） 

第25条 研究科の専攻に専攻主任を置く。 

２ 専攻主任は当該専攻において互選し、研究科委員会の承認を得るものとする。 

（研究科委員長会議） 

第26条 本大学院運営のために研究科委員長会議を置く。 

（研究科委員長会議の組織） 

第27条 研究科委員長会議は、次の者をもって組織する。 

(１) 学長 

(２) 研究科委員長 

(３) 法科大学院長 

２ 学長は、研究科委員長会議を招集して、その議長となる。 

（研究科委員長会議の審議事項） 

第28条 研究科委員長会議は、次の事項を審議する。 

(１) 大学院研究科及び専攻課程の設置改廃に関すること 

(２) 学位授与に関すること 

(３) 教員組織に関すること 

(４) 大学院学則及び諸規程の変更に関すること 

(５) その他大学院の運営に関する重要なこと 

２ 研究科委員長会議に関する規則は、別に定める。 

第８章 入学、休学、退学及び除籍 

（入学の時期） 

第29条 入学の時期は、毎学年の始めとする。ただし、経営学研究科各専攻、工学研究科各専攻、

経済学研究科公民連携専攻、国際地域学研究科及び生命科学研究科の各専攻と福祉社会デザイン

研究科福祉社会システム専攻並びに学際・融合科学研究科バイオ・ナノサイエンス融合専攻につ

いては、「学年」を「学期」と読み替えるものとする。 

（入学の資格） 

第30条 博士前期課程又は修士課程に入学することのできる者は、次の各号の一に該当する資格を

もち、所定の試験に合格した者とする。 

(１) 学校教育法第83条に規定する大学を卒業した者 

(２) 学校教育法第104条第４項の規定により学士の学位を授与された者 

(３) 外国において学校教育における16年の課程を修了した者 
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(４) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該外

国の学校教育における16年の課程を修了した者 

(５) 我が国において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における16年の課

程を修了したものに限る。）を有する者として当該外国の学校教育制度において位置付けられ

た教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了した者 

(６) 専修学校の専門課程（修業年限が４年以上であることその他の文部科学大臣が定める基準

を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める日以降に

修了した者 

(７) 文部科学大臣の指定した者 

(８) 大学に３年以上在学した者、又は外国において学校教育における15年の課程を修了した者

若しくは外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当

該外国の学校教育における15年の課程を修了した者で、本大学院において、所定の単位を優秀

な成績をもって修得したものと認めた者 

(９) 学校教育法第102条第２項の規定により大学院に入学した者であって、本大学院において当

該者を大学院における教育を受けるにふさわしい学力があると認めた者 

(10) 本大学院において、個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等以上の学力があ

ると認めた者で、22歳に達した者 

(11) その他本大学院において大学を卒業した者と同等以上の学力があると認めた者 

２ 博士後期課程に入学することのできる者は、次の各号の一に該当する資格をもち、所定の試験

に合格した者とする。 

(１) 修士の学位を有する者 

(２) 専門職学位を有する者 

(３) 外国において修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

(４) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修し、修士の学位又は専

門職学位に相当する学位を授与された者 

(５) 我が国において、外国の大学の課程を有するものとして当該外国の大学院の課程を有する

ものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣

が別に指定するものの当該課程を修了し、修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与さ

れた者 

(６) 文部科学大臣の指定した者 

(７) 本大学院において、個別の入学資格審査により、修士の学位又は専門職学位を有する者と

同等以上の学力があると認めた者で、24歳に達した者 

(８) その他本大学院において、修士の学位又は専門職学位を有する者と同等以上の学力がある

と認めた者 

（入学の選考） 

第31条 入学志願者については、学力、資質、健康について考査する。 

２ 外国語については、博士前期課程又は修士課程においては、少なくとも１カ国語以上の外国語

に通じていなければならない。博士後期課程においては少なくとも２カ国語以上の外国語に通じ

ていなければならない。 
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（外国人の学生の入学の選考） 

第32条 外国において通常の課程による16年の学校教育を修了した者、又はこれに準ずる者は第30

条及び第31条の規定にかかわらず、特別の選考を経て入学を許可することがある。 

（入学の志願） 

第33条 入学志願者は、所定の入学志願書その他の出願書類に入学検定料を添えて所定の期日まで

に願い出なければならない。 

２ 入学検定料は、別表第４のとおりとする。 

（入学の手続） 

第34条 入学を許可された者は、指定期日までに所定の入学手続きをしなければならない。 

（休学） 

第35条 病気その他やむをえない理由で引き続き３カ月以上出席することのできない者は、その理

由を付して保証人連署のうえ願い出て、許可を受けなければならない。許可を受けた場合は休学

とする。 

２ 休学の期間は、次のとおりとする。 

(１) 当該学年限りとする。ただし、特別の事情がある場合には引き続き１年に限り当該研究科

委員会の審議を経て休学を延長させることがある。 

(２) 第50条第３項に規定する専攻の休学期間は、当該学期限りとするが、１学期分に限り延期

することができる。ただし、特別の事情がある場合には引き続き２学期分に限り当該研究科委

員会の審議を経て休学を延長させることがある。 

(３) 博士前期課程及び修士課程においては通算して２年間、博士後期課程においては通算して

３年間を超えることができない。 

３ 休学の期間は、在学年数に算入しない。 

４ 休学した者が、休学の理由が消滅したときは、学年又は学期の始めに限り、保証人連署のうえ

復学を願い出て、許可を受けなければならない。 

５ 休学を許可された者は、所定の在籍料を納入しなければならない。 

（退学） 

第36条 病気その他の理由で退学しようとする者は、その理由を付して保証人連署のうえ願い出し

なければならない。 

（除籍） 

第37条 次の各号の一に該当する者は、除籍する。 

(１) 所定の学費の納付を怠った者 

(２) 在学できる年数を超えた者 

(３) 新入生で指定された期限までに履修届を提出しないこと、その他本大学院において修学の

意思がないと認められる者 

（再入学） 

第38条 退学した者及び第37条の規定（第２号に掲げる者を除く）により除籍された者が再入学を

願い出たときは、学年の始めに限り選考のうえこれを許可することがある。この場合には、既修

の授業科目の全部又は一部を再び履修させることがある。 

２ 博士後期課程において所定の研究指導を受けた者が、３年を超えて在学した後退学し、学位論
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文提出のために再入学する場合の取り扱いは、本大学の学位規則に定めるところによる。 

（入学、休学、復学、退学及び再入学の許可） 

第39条 入学、休学、復学、退学及び再入学の許可は、当該研究科委員会の議を経て学長がこれを

行う。 

第９章 学生納付金 

（学生納付金） 

第40条 学生納付金は、別表第４のとおりとする。 

（学生納付金の返還制限） 

第41条 一旦納入した学生納付金は、返還しない。 

（学位論文審査料） 

第42条 学位論文の審査料は、別表第５のとおりとする。 

第10章 受託学生、科目等履修生、研究生、特別科目履修生、特別研究生、特別学生、外国

人研修生及び交換留学生 

（受託学生） 

第43条 本大学院においては、他の大学の大学院又は研究所等とあらかじめ協議の上、その大学院

の学生又は研究所等の研究員等に本大学院の授業科目を履修し又は研究指導を受けることを認め

ることができるものとする。 

２ 前項の場合について、必要な事項は、別に定める。 

第43条の２ 公の機関、団体又は外国政府等から、本大学院の授業科目又は特定課題について研究

指導の委託があるときは、第29条から第32条までの規定にかかわらず、正規の学生の修学を妨げ

ない限り、選考のうえ許可することができる。 

２ 受託学生は、履修した授業科目について、試験を受けることができる。 

３ 前項の試験を受けた者には証明書を交付する。 

４ 受託学生の選考料及び納付金は、別表第４のとおりとする。 

５ その他、受託学生は正規の学生に関する規程を準用する。 

（科目等履修生） 

第44条 本大学院の授業科目について科目履修を希望する者があるときは、正規の学生の修学を妨

げない限り、選考のうえ許可することができる。 

２ 科目等履修生に関する規程は、別に定める。 

（研究生） 

第45条 本大学院において、特定の専門領域について研究を希望する者があるときは、正規の学生

の修学を妨げない限り、選考のうえ許可することができる。 

２ 研究生に関する規程は、別に定める。 

（特別科目履修生） 

第46条 第８条に規定する授業科目の履修を希望する者があるときは、これを特別科目履修生とし

て許可することができる。 

２ 特別科目履修生に関する規程は、別に定める。 

（特別研究生） 

第47条 第９条に規定する研究指導を希望する者があるときは、これを特別研究生として許可する
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ことができる。 

２ 特別研究生に関する規程は、別に定める。 

（特別学生） 

第48条 国内留学者、外国人研究者、外国の大学の大学院学生で特定課題について研究指導を希望

する者があるときは、第29条から第32条までの規定にかかわらず、選考のうえ許可することがで

きる。 

（外国人研修生） 

第49条 外国籍を有する者で、本大学院の課程に入学することを目的として、本大学院において研

修指導を希望する者があるときは、選考のうえ許可することができる。 

２ 外国人研修生に関する規程は、別に定める。 

 （交換留学生） 

第49条の２ 交換留学生受け入れは、別に定める受け入れに関する規程により行うことができる。 

 

第11章 学年、学期及び休日 

（学年及び学期） 

第50条 学年は、４月１日に始まり、翌年３月31日に終わる。ただし、経営学研究科各専攻、工学

研究科各専攻、経済学研究科公民連携専攻、国際地域学研究科及び生命科学研究科の各専攻と福

祉社会デザイン研究科福祉社会システム専攻並びに学際・融合科学研究科バイオ・ナノサイエン

ス融合専攻の秋学期入学生については、学年は、10月１日に始まり、翌年９月30日に終わるもの

とする。 

２ 学年は、次の２期に分ける。 

前期 ４月１日から９月30日まで 

後期 10月１日から翌年３月31日まで 

３ 経営学研究科各専攻、工学研究科各専攻、経済学研究科公民連携専攻、国際地域学研究科、生

命科学研究科、福祉社会デザイン研究科及び学際・融合科学研究科の各専攻については、前期を

春学期、後期を秋学期と呼称する。 

（休業日） 

第51条 学年中の休業日は、次のとおりとする。 

(１) 日曜日 

(２) 国民の祝日に関する法律に定める休日 

(３) 本大学の創立記念日（11月23日）及び学祖祭（６月６日） 

(４) 夏季休業 ７月１日から８月31日まで 

(５) 冬季休業 12月20日から翌年１月10日まで 

(６) 春季休業 ４月１日から４月10日まで 

２ 前項第４号から第６号までに定める休業日は、必要に応じて変更することができる。 

３ 特別の必要があるときは、休業期間中でも授業を行うことがある。 

第11章の２ 削除 

第51条の２ 削除 

第12章 奨学制度 
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（奨学） 

第52条 大学院に東洋大学奨学制度を置く。 

２ 前項の奨学に関する規程は、別に定める。 

第13章 賞罰 

（褒賞） 

第53条 学生にして品行方正、学術優秀又は善行のあった者は、次のとおり褒賞する。 

(１) 特待生 一定期間授業料を免除又は減額することがある 

(２) 優等生 賞状及び賞品を授与する 

(３) その他の褒賞 

（懲戒） 

第54条 学生にして本学則若しくはこれに基づいて定められた学内諸規程に違反し、その他学生と

しての本分に反する行為のあった者に対しては懲戒する。 

２ 懲戒は、譴責、停学及び退学とする。 

３ 次の各号の一に該当する者は、退学させる。 

(１) 性行不良で改善の見込みがないと認められる者 

(２) 学業を怠り、成業の見込みがないと認められる者 

(３) 正当の理由がなくて出席常でない者 

(４) 大学の秩序を乱し、その他学生としての本分に反した者 

第14章 施設及び設備 

（講義室等） 

第55条 本大学院にその教育研究に必要な講義室、演習室、実験・実習室、研究室を備えるものと

する。 

２ 本大学の学部、附属の研究所等の施設は、その教育研究上支障を生じない場合には必要に応じ

て共用することができる。 

３ 本大学の附属図書館に本大学院の教育研究に必要な図書及び学術雑誌等を備えるものとする。 

第15章 事務組織 

（事務組織） 

第56条 本大学院の事務を処理するため、必要な事務組織を置く。 

附 則 

（施行日及び適用） 

１ この学則は、昭和58年４月１日から施行し、昭和58年度入学者から適用する。 

２ 昭和52年度以前に入学した学生は旧学則を適用する。ただし、当該研究科委員会において研究

指導上必要と認めた場合にはこの学則を適用することができる。 

附 則 

１ この学則は、昭和60年４月１日から施行する。 

２ 経過措置 

改正後の別表第２は昭和60年度の入学生から適用し、昭和59年度以前の入学生については、な

お従前の例による。ただし、次の授業科目については、昭和59年度以前の入学生についても適用

する。 
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○ 博士前期課程・修士課程 

文学研究科中国哲学専攻 

中国哲学研究Ⅰ、中国哲学研究Ⅱ、中国文学特論Ⅰ 

中国文学特論Ⅱ、中国文学演習Ⅰ、中国文学演習Ⅱ 

中国語学研究Ⅰ、中国語学研究Ⅱ 

社会学研究科社会学専攻 

社会学演習Ⅷ（社会工学演習）、社会学研究指導Ⅷ 

工学研究科電気工学専攻 

システムシミュレーション、推論機構学 

工学研究科土木工学専攻 

土木工学特別演習Ⅰ、応用力学特論Ⅰ、応用力学特論Ⅱ 

○ 博士後期課程 

社会学研究科社会学専攻 

社会学研究指導Ⅳ 

工学研究科機械工学専攻 

機械工学特殊研究Ⅴ、機械工学研究指導Ⅴ 

工学研究科電気工学専攻 

電気工学研究指導 

工学研究科応用化学専攻 

応用化学研究指導Ⅵ 

附 則 

１ この学則は、昭和61年４月１日から施行する。 

２ 経過措置 

(１) 改正後の別表第２は昭和61年度の入学生から適用し、昭和60年度以前の入学生については、

なお従前の例による。ただし、次の授業科目については、昭和60年度以前の入学生についても

適用する。 

○ 博士前期課程・修士課程 

経営学研究科経営学専攻 

企業論特論、アジアの企業特論 

アジアの企業演習、会計学演習Ⅱ 

(２) 昭和60年度以前の入学生の学生納付金は、第40条別表第５の規定にかかわらず、なお従前

の例による。 

附 則 

１ この学則は、昭和62年４月１日から施行する。 

２ 改正後の別表第２は昭和61年度以前の入学生にも適用する。 

附 則 

１ この学則は、昭和63年４月１日から施行する。 

２ 改正後の別表第２は昭和62年度以前の入学生にも適用する。 

附 則 
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１ この学則は、昭和63年９月26日から施行する。 

２ 経過措置 

昭和63年度以前の入学生の学生納付金は、第40条別表第４の規定にかかわらず、なお従前の例

による。 

附 則 

１ この学則は、平成元年４月１日から施行する。 

２ 改正後の別表第２は昭和63年度以前の入学生にも適用する。 

附 則 

この学則は、平成元年５月30日から施行する。 

附 則 

１ この学則は、平成２年４月１日から施行し、平成２年度入学生から適用する。 

２ 平成元年度以前の入学生については、第40条別表第４の規定にかかわらず、なお従前の例によ

る。ただし、一般施設設備資金については、各年度の当該額に消費税法第29条に定める税率100

分の３を乗じた額を加算する。 

附 則 

この学則は、平成２年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成３年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この学則は、平成３年７月１日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、第40条別表第４については平成３年10月１日から施行し、平成４年

度入学生から適用する。 

３ 平成３年度以前の入学生については、第40条別表第４の規定にかかわらず、なお、従前の例に

よる。ただし、一般施設設備資金については各年度の当該額に103分の100を乗じた額とする。 

附 則 

１ この学則は、平成４年４月１日から施行する。 

２ 改正後の別表２は平成３年度以前の入学生にも適用する。 

附 則 

この学則は、平成５年４月１日から施行し、平成４年度以前の入学者にも適用する。 

附 則 

この学則は、平成５年７月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成５年11月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成６年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この学則は、平成６年９月５日から施行する。 

２ 平成６年度以前の入学生の学生納付金については、第40条別表第４の規定にかかわらず、なお

従前の例による。 
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附 則 

この学則は、平成７年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この学則は、平成８年４月１日から施行する。 

２ 工学研究科の平成７年度以前入学生については、第７条別表第２の規定にかかわらず、なお、

従前の例による。 

附 則 

１ この学則は、平成９年４月１日から施行する。 

２ 工学研究科の平成８年度以前博士後期課程入学生については、第７条別表第２の規定にかかわ

らず、なお従前の例による。 

附 則 

１ この学則は、平成10年４月１日から施行する。 

２ 経済学研究科の平成９年度以前博士前期課程及び博士後期課程入学生については、第７条別表

第２の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則 

１ この学則は、平成10年９月１日から施行する。 

２ 平成10年度受託学生及び科目等履修生の選考料及び登録料については、第40条及び第43条第４

項の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則 

この学則は、平成11年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成12年２月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成12年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成13年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成14年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成15年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この学則は、平成16年４月１日から施行する。 

２ この学則施行の際、現に文学研究科日本史学専攻に在学する者については、第７条別表第２の

規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則 

この学則は、平成16年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成16年４月１日から施行する。 

附 則 



 17

１ この学則は、平成17年４月１日から施行する。 

２ この学則施行の際、現に工学研究科に在学する者については、第７条別表第２の規定にかかわ

らず、なお従前の例による。 

附 則 

１ この学則は、平成17年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第７条別表第２は、平成17年度以前の入学生にも適用する。ただし、次の科目につい

ては、平成17年度の新入生から適用する。 

○ 博士前期課程 

文学研究科史学専攻 

資料管理学 

附 則 

１ この学則は、平成18年４月１日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、第４条及び第５条別表第１､第７条別表第２、第19条別表第３につい

ては、平成18年度入学生から適用し、平成17年度以前の入学生については、なお従前の例による。 

附 則 

この学則は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この学則は、平成18年４月１日から施行する。 

２ この学則施行の際、現に経営学研究科又は経済学研究科に在学する者については、第７条別表

第２の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則 

この学則は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成19年４月１日から施行する。 

 附 則 

この学則は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成 20 年４月１日から施行する。 

   附 則 

１ この学則は、平成 21 年 4 月 1 日から施行する。 

２ この学則施行の際、現に経営学研究科経営学専攻に在学する者については、第７条別表第２、第29 

条並びに第50条第１項及び第３項の規定にかかわらず、従前の例による。 

３ この学則施行の際、現に経済学研究科経済学専攻に在学する者については、第７条別表第２の規定 

にかかわらず、従前の例による。 

４ この学則施行の際、現に福祉社会デザイン研究科ヒューマンデザイン専攻に在学する者については、
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第７条別表第２、第１５条並びに第１６条の規定にかかわらず、従前の例による。 

   附 則 

 この学則は、平成 21 年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この学則は、平成 22 年４月１日から施行する。 

   附 則 

１ この学則は、平成 22 年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第 40 条別表第４は、平成 21 年度以前の入学生にも適用する。 

  附 則 
この学則は、平成 22年４月１日から施行する。 

  附 則 

この学則は、平成 23年４月１日から施行する。 

 



別表第１

入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 入学定員 収容定員

文学研究科 哲学専攻 5 10 3 9 　 　

　 仏教学専攻 4 8 3 9 　 　

　 国文学専攻 10 20 3 9 　 　

　 中国哲学専攻 4 8 3 9 　 　

　 英文学専攻 5 10 3 9 　 　

　 史学専攻 6 12 3 9 　 　

　 教育学専攻 20 40 4 12 　 　

　 英語コミュニケーション専攻 10 20 5 15 　 　

社会学研究科 社会学専攻 10 20 3 9 　 　

　 社会心理学専攻 12 24 5 15 　 　

法学研究科 私法学専攻 10 20 5 15 　 　

　 公法学専攻 10 20 5 15 　 　

経営学研究科 経営学専攻 10 20 5 15 　 　

　 ビジネス･会計ファイナンス専攻 20 40 5 15

マーケティング専攻 10 20

工学研究科 機能システム専攻 24 48 6 18 　 　

　 バイオ･応用化学専攻 20 40 6 18 　 　

　 環境･デザイン専攻 18 36 6 18 　 　

　 情報システム専攻 23 46 6 18 　 　

経済学研究科 経済学専攻 10 20 3 9 　 　

　 公民連携専攻 　 　 　 　 30 60

国際地域学研究科 国際地域学専攻 15 30 5 15 　 　

　 国際観光学専攻 10 20 3 9

生命科学研究科 生命科学専攻 15 30 4 12 　 　

福祉社会デザイン研究科 社会福祉学専攻 20 40 5 15 　 　

福祉社会システム専攻 　 　 　 　 20 40

ヒューマンデザイン専攻 20 40 5 15

人間環境デザイン専攻 10 20 4 12

学際・融合科学研究科 バイオ・ナノサイエンス融合専攻 12 24 4 12 　 　

333 666 112 336 60 120

修士課程

合計

博士課程

前期課程 後期課程研究科名 専攻名
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別表第２

○博士前期課程・修士課程

１　文学研究科

　　(１)　授業科目・単位数及び研究指導

 研究科名 専攻名 授業科目・研究指導
講義・演習
の別

備考

文学研究科 哲学専攻 哲学特論 講義 　

　 　 哲学演習 演習 　

　 　 古代中世哲学研究 講義 　

　 　 古代中世哲学演習 演習 　

　 　 近世哲学研究 講義 　

　 　 近世哲学演習Ⅰ 演習 　

　 　 近世哲学演習Ⅱ 演習 　

　 　 現代哲学研究 講義 　

　 　 現代哲学演習Ⅰ 演習 　

　 　 現代哲学演習Ⅱ 演習 　

　 　 論理学特論 講義 　

　 　 倫理学特論 講義 　

　 　 日本哲学特論 講義 　

　 　 日本哲学演習 演習 　

　 　 比較哲学特論 講義 　

　 　 印度哲学特論 講義 　

　 　 中国哲学研究 講義 　

　 　 現代哲学特殊演習 演習 　

　 　 実践哲学特論 講義 　

　 　 哲学研究指導Ⅰ 　 　

　 　 哲学研究指導Ⅱ 　 　

　 　 哲学研究指導Ⅲ 　 　

　 　 哲学研究指導Ⅳ 　 　

　 　 哲学研究指導Ⅴ 　 　

　 　 哲学研究指導Ⅵ 　 　

　 　 哲学研究指導Ⅶ 　 　

　 　 哲学研究指導Ⅷ 　 　

　 仏教学専攻 〔インド哲学領域〕 　 　

　 　 サンスクリット文献研究Ⅰ 講義 　

　 　 サンスクリット文献研究Ⅱ 講義 　

　 　 インド哲学研究Ⅰ 講義 　

　 　 インド哲学研究Ⅱ 講義 　

　 　 インド哲学研究Ⅲ 講義 　

　 　 〔インド仏教領域〕 　 　

　 　 初期仏教研究Ⅰ 講義 　

　 　 初期仏教研究Ⅱ 講義 　

　 　 大乗仏教研究Ⅰ 講義 　

　 　 大乗仏教研究Ⅱ 講義 　

　 　 大乗仏教研究Ⅲ 講義 　

　 　 〔中国・日本仏教領域〕 　 　

　 　 漢文仏典研究Ⅰ 講義 　

　 　 漢文仏典研究Ⅱ 講義 　

　 　 中国仏教研究Ⅰ 講義 　

　 　 中国仏教研究Ⅱ 講義 　

　 　 日本仏教研究Ⅰ 講義 　

　 　 日本仏教研究Ⅱ 講義 　

　 　 〔研究指導〕 　 　

　 　 インド哲学研究指導Ⅰ 　 　

　 　 インド哲学研究指導Ⅱ 　 　

　 　 インド哲学研究指導Ⅲ 　 　

　 　 仏教学研究指導Ⅰ 　 　

　 　 仏教学研究指導Ⅱ 　 　

　

　

　

　

　

4

　

4

4

4

4
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4
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4
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4
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　 　 仏教学研究指導Ⅲ 　 　

　 　 仏教学研究指導Ⅳ 　 　

　 国文学専攻 国文学特論Ⅰ 講義 　

　 　 国文学特論Ⅱ 講義 　

　 　 国文学特論Ⅲ 講義 　

　 　 国文学特論Ⅳ 講義 　

　 　 国文学特論Ⅴ 講義 　

　 　 国文学特論Ⅵ 講義 　

　 　 国語学特論Ⅰ 講義 　

　 　 国語学特論Ⅱ 講義 　

　 　 国文学演習Ⅰ 演習 　

　 　 国文学演習Ⅱ 演習 　

　 　 国文学演習Ⅲ 演習 　

　 　 国文学演習Ⅳ 演習 　

　 　 国文学演習Ⅴ 演習 　

　 　 国文学演習Ⅵ 演習 　

　 　 国文学演習Ⅶ 演習 　

国文学演習Ⅷ 演習

　 　 国語学演習Ⅰ 演習 　

　 　 国語学演習Ⅱ 演習 　

　 　 日本美術史 講義 　

　 　 比較文学 講義 　

　 　 中国文学特論 講義 　

　 　 国文学研究指導Ⅰ 　 　

　 　 国文学研究指導Ⅱ 　 　

　 　 国文学研究指導Ⅲ 　 　

　 　 国文学研究指導Ⅳ 　 　

　 　 国文学研究指導Ⅴ 　 　

　 　 国文学研究指導Ⅵ 　 　

　 　 国文学研究指導Ⅶ 　 　

国文学研究指導Ⅷ

　 　 国語学研究指導Ⅰ 　 　

　 　 国語学研究指導Ⅱ 　 　

　 中国哲学専攻 中国哲学特論Ⅰ 講義 　

　 　 中国哲学特論Ⅱ 講義 　

　 　 中国哲学特論Ⅲ 講義 　

　 　 中国哲学演習Ⅰ 演習 　

　 　 中国哲学演習Ⅱ 演習 　

　 　 中国哲学演習Ⅲ 演習 　

　 　 中国哲学研究Ⅰ 講義 　

　 　 中国哲学研究Ⅱ 講義 　

　 　 中国哲学研究Ⅲ 講義 　

　 　 中国文学特論Ⅰ 講義 　

　 　 中国文学特論Ⅱ 講義 　

　 　 中国文学演習Ⅰ 演習 　

　 　 中国文学演習Ⅱ 演習 　

　 　 中国語学研究Ⅰ 講義 　

　 　 中国語学研究Ⅱ 講義 　

　 　 哲学特論 講義 　

　 　 比較哲学特論 講義 　

　 　 仏教学特論 講義 　

　 　 東洋史学特論 講義 　

　 　 文献研究（東洋） 講義 　

　 　 中国哲学研究指導Ⅰ 　 　

　 　 中国哲学研究指導Ⅱ 　 　

　 　 中国哲学研究指導Ⅲ 　 　

　 　 中国哲学研究指導Ⅳ 　 　

　 　 中国哲学研究指導Ⅴ 　 　
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　 英文学専攻 英文学演習Ⅰ 演習 　

　 　 英文学演習Ⅱ 演習 　

　 　 米文学演習 演習 　

　 　 比較文学演習 演習 　

　 　 英語学演習 演習 　

　 　 英文学特論Ⅰ 講義 　

　 　 英文学特論Ⅱ 講義 　

　 　 英文学特論Ⅲ 講義 　

　 　 米文学特論 講義 　

　 　 英語学特論Ⅰ 講義 　

　 　 英語学特論Ⅱ 講義 　

　 　 英語学特論Ⅲ 講義 　

　 　 英米文学思想 講義 　

　 　 英文学研究指導Ⅰ 　 　

　 　 英文学研究指導Ⅱ 　 　

　 　 米文学研究指導Ⅰ 　 　

　 　 米文学研究指導Ⅱ 　 　

　 　 比較文学研究指導 　 　

　 　 英語学研究指導Ⅰ 　 　

　 　 英語学研究指導Ⅱ 　 　

　 史学専攻 日本史学特論Ⅰ 講義 　

　 　 日本史学特論Ⅱ 講義 　

　 　 日本史学特論Ⅲ 講義 　

　 　 日本史学特論Ⅳ 講義 　

　 　 日本史学特論Ⅴ 講義 　

　 　 日本史学演習Ⅰ 演習 　

　 　 日本史学演習Ⅱ 演習 　

　 　 日本史学演習Ⅲ 演習 　

　 　 日本史学演習Ⅳ 演習 　

　 　 日本史学演習Ⅴ 演習 　

　 　 東洋史学特論Ⅰ 講義 　

　 　 東洋史学特論Ⅱ 講義 　

　 　 東洋史学特論Ⅲ 講義 　

　 　 東洋史学演習Ⅰ 演習 　

　 　 東洋史学演習Ⅱ 演習 　

　 　 東洋史学演習Ⅲ 演習 　

　 　 西洋史学特論Ⅰ 講義 　

　 　 西洋史学特論Ⅱ 講義 　

　 　 西洋史学特論Ⅲ 講義 　

　 　 西洋史学演習Ⅰ 演習 　

　 　 西洋史学演習Ⅱ 演習 　

　 　 西洋史学演習Ⅲ 演習 　

　 　 考古学特論 講義 　

　 　 文献研究（日本） 講義 　

　 　 文献研究（東洋） 講義 　

　 　 文献研究（西洋） 講義 　

　 　 史料管理学 講義 　

　 　 日本史学研究指導Ⅰ 　 　

　 　 日本史学研究指導Ⅱ 　 　

　 　 日本史学研究指導Ⅲ 　 　

　 　 日本史学研究指導Ⅳ 　 　

　 　 日本史学研究指導Ⅴ 　 　

　 　 東洋史学研究指導Ⅰ 　 　

　 　 東洋史学研究指導Ⅱ 　 　

　 　 東洋史学研究指導Ⅲ 　 　

　 　 西洋史学研究指導Ⅰ 　 　

　 　 西洋史学研究指導Ⅱ 　 　

　 　 西洋史学研究指導Ⅲ 　 　　
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　 教育学専攻 学校教育研究特殊講義 講義 　

　 　 学校教育研究演習 演習 　

　 　 教育学説研究特殊講義 講義 　

　 　 教育学説研究演習 演習 　

　 　 教育学説史研究特殊講義 講義 　

　 　 比較教育史演習 演習 　

　 　 発達障害児教育研究特殊講義 講義 　

　 　 発達障害児教育研究演習 演習 　

　 　 発達障害児臨床心理研究特殊講義 講義 　

　 　 学習指導論特殊講義 講義 　

　 　 学習指導論研究演習 演習 　

　 　 心理査定法特殊講義 講義 　

　 　 臨床教育心理学特殊講義 講義 　

　 　 臨床教育心理学研究演習 演習 　

　 　 臨床教育心理治療法特殊講義 講義 　

　 　 カウンセリング実習 演習 　

　 　 心理発達学特殊講義 講義 　

　 　 心理適応論特殊講義 講義 　

　 　 心理適応論研究演習 演習 　

　 　 学習心理学特殊講義 講義 　

　 　 生徒指導・進路指導特殊講義 講義 　

　 　 生涯学習の研究特殊講義 講義 　

　 　 生涯学習計画の研究演習 演習 　

　 　 教育社会学研究特殊講義 講義 　

　 　 女性学の研究演習 演習 　

　 　 生活文化研究特殊講義 講義 　

　 　 生活文化研究演習 演習 　

教育行財政学特殊講義 講義

教育行財政学研究演習 演習

　 　 教育学研究指導Ⅰ 　 　

　 　 教育学研究指導Ⅱ 　 　

　 　 教育学研究指導Ⅲ 　 　

　 　 教育学研究指導Ⅳ 　 　

　 　 教育学研究指導Ⅴ 　 　

　 　 教育学研究指導Ⅵ 　 　

　 　 教育学研究指導Ⅶ 　 　

　 　 教育学研究指導Ⅷ 　 　

　 　 教育学研究指導Ⅸ 　 　

教育学研究指導Ⅹ

　 英語文法分析演習 演習 　

　 日英対照言語論演習 演習 　

　 　 語用論演習 演習 　

　 　 翻訳・通訳論演習 演習 　

　 　 異文化間コミュニケーション 講義 　

　 　 スピーチコミュニケーション 講義 　

　 　 英語文学・英語文化 講義 　

　 　 テクスト理論 講義 　

　 　 グローバル英語教育 講義 　

　 　 英語コミュニケーション教育 講義 　

　 　 英語文法分析研究指導 　 　

　 　 日英対照言語論研究指導 　 　

　 　 語用論研究指導 　 　

　 　 翻訳・通訳論研究指導 　 　

　 　 異文化間コミュニケーション研究指導 　 　

　 　 スピーチコミュニケーション研究指導 　 　

　 　 英語文学・英語文化研究指導 　 　

　 　 テクスト理論研究指導 　 　

　 　 グローバル英語教育研究指導 　 　

英語コミュニケーショ
ン専攻

　

　

　

　

　

4

4

　

　

　

　

4

4

4

4

4

4

　

　

　

　

4

4

　

　

　

　

　

　

4

4

4

4

4

4

4

4

4

2

4

4

4

4

4

2

2

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4
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　 　 英語コミュニケーション教育研究指導 　 　

　　(２)　履修方法

　　　１　博士前期課程においては、２カ年以上在学し、授業科目の中から30単位以上を履修しなければならない。

　　　２　授業科目の履修に当たっては、指導教授の指示を受けなければならない。

　　　３　指導教授が研究指導上必要と認めた場合は、他の専攻若しくは他の研究科又は交流協定校の授業科目の

　　　　中から履修することができる。

　　　　　ただし、授業科目の履修は通算10単位を限度とし、その手続きは別に定める。

　　　４　修士論文の作成に当たっては、指導教授の研究指導を受けなければならない。

２　社会学研究科

　　(１)　授業科目・単位数及び研究指導

研究科名 専攻名 授業科目・研究指導
講義・演習
の別

備考

社会学研究科 社会学専攻 原書講読Ⅰ 講義 　

　 原書講読Ⅱ 講義 　

　 　 原書講読Ⅲ 講義 　

　 　 社会学特論Ⅰ 講義 　

　 　 社会学特論Ⅱ 講義 　

　 　 社会学特論Ⅲ 講義 　

　 　 社会学特論Ⅳ 講義 　

　 　 社会学特論Ⅴ 講義 　

　 　 社会学特論Ⅵ 講義 　

　 　 社会学特論Ⅶ 講義 　

　 　 社会学特論Ⅷ 講義 　

　 　 社会学特論Ⅸ 講義 　

　 　 社会学特論Ⅹ 講義 　

　 　 社会学特論 講義 　

　 　 文化人類学特論Ⅰ 講義 　

　 　 文化人類学特論Ⅱ 講義 　

　 　 文化人類学特論Ⅲ 講義 　

　 　 文化人類学特論Ⅳ 講義 　

　 　 文化人類学特論Ⅴ 講義 　

　 　 文化人類学特論Ⅵ 講義 　

　 　 文化人類学特論Ⅶ 講義 　

　 　 文化人類学特論Ⅷ 講義 　

　 　 社会情報学特論Ⅰ 講義 　

　 　 社会情報学特論Ⅱ 講義 　

　 　 社会情報学特論Ⅲ 講義 　

　 　 社会情報学特論Ⅳ 講義 　

　 　 社会情報学特論Ⅴ 講義 　

　 　 社会学演習Ⅰ 演習 　

　 　 社会学演習Ⅱ 演習 　

　 　 社会学演習Ⅲ 演習 　

　 　 社会学演習Ⅳ 演習 　

　 　 文化人類学演習Ⅰ 演習 　

　 　 文化人類学演習Ⅱ 演習 　

　 　 社会情報学演習Ⅰ 演習 　

　 　 社会情報学演習Ⅱ 演習 　

　 　 社会情報学演習Ⅲ 演習 　

　 　 社会情報学演習Ⅳ 演習 　

　 　 社会学研究指導Ⅰ 　 　

　 　 社会学研究指導Ⅱ 　 　

　 　 社会学研究指導Ⅲ 　 　

　 　 社会学研究指導Ⅳ 　 　

　 　 社会学研究指導Ⅴ 　 　

　 　 社会学研究指導Ⅵ 　 　

　 　 社会学研究指導Ⅶ 　 　

　 　 文化人類学研究指導Ⅰ 　 　

　 　 文化人類学研究指導Ⅱ 　 　

　

　

　

　

　

4

4

　

　

　

　

4

4

4

4

4

4

4

4

4

2

4

4

4

4

4

4

2

4

4

4

2

4

4

4

4

4

2

2

4

4

単位

4

4

4

2

4
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　 　 文化人類学研究指導Ⅲ 　 　

　 　 社会情報学研究指導Ⅰ 　 　

　 　 社会情報学研究指導Ⅱ 　 　

　 　 社会情報学研究指導Ⅲ 　 　

　 　 社会情報学研究指導Ⅳ 　 　

　 社会心理学専攻 基礎社会心理学 講義 　

　 　 社会心理学研究法Ⅰ 講義 　

　 　 社会心理学研究法Ⅱ 講義 　

　 　 社会心理学研究法Ⅲ 講義 　

　 　 社会心理学研究法Ⅳ 講義 　

　 　 社会心理学研究法Ⅴ 講義 　

社会心理学研究法Ⅵ 講義

　 　 社会心理学特論Ⅰ 講義 　

　 　 社会心理学特論Ⅱ 講義 　

　 　 社会心理学特論Ⅲ 講義 　

　 　 社会心理学特論Ⅳ 講義 　

　 　 社会心理学特論Ⅴ 講義 　

　 　 社会心理学特論Ⅵ 講義 　

社会心理学特論Ⅶ 講義

　 　 社会心理学演習Ⅰ 演習 　

　 　 社会心理学演習Ⅱ 演習 　

　 　 社会心理学演習Ⅲ 演習 　

　 　 社会心理学演習Ⅳ 演習 　

　 　 社会心理学演習Ⅴ 演習 　

　 　 社会心理学演習Ⅵ 演習 　

　 　 社会心理学総合研究 演習 　

　 　 社会心理学研究指導Ⅰ 　 　

　 　 社会心理学研究指導Ⅱ 　 　

　 　 社会心理学研究指導Ⅲ 　 　

　 　 社会心理学研究指導Ⅳ 　 　

　 　 社会心理学研究指導Ⅴ 　 　

　 　 社会心理学研究指導Ⅵ 　 　

　 　 社会心理学研究指導Ⅶ 　 　

　 　 社会心理学研究指導Ⅷ 　 　

　 　 社会心理学研究指導Ⅸ 　 　

　 　 社会心理学研究指導Ⅹ 　 　

　 　 社会心理学研究指導ⅩⅠ 　 　

　 　 社会心理学研究指導ⅩⅡ 　 　

　　(２)　履修方法

　　　１　博士前期課程においては、２カ年以上在学し、授業科目の中から30単位以上を履修しなければならない。

　　　２　授業科目の履修に当たっては、指導教授の指示を受けなければならない。

　　　３　指導教授が研究指導上必要と認めた場合は、他の専攻若しくは他の研究科又は交流協定校の授業科目の

　　　　中から履修することができる。

　　　　　ただし、授業科目の履修は通算10単位を限度とし、その手続きは別に定める。

　　　４　修士論文の作成に当たっては、指導教授の研究指導を受けなければならない。

３　法学研究科

　　(１)　授業科目・単位数及び研究指導

研究科名 専攻名 授業科目・研究指導
講義・演習
の別

備考

法学研究科 私法学専攻 民法特論Ⅰ 講義 　

　 　 民法特論Ⅱ 講義 　

民法特論Ⅲ 講義

民法特論Ⅳ 講義

　 　 民法演習Ⅰ 演習 　

　 　 民法演習Ⅱ 演習 　

　 　 民法演習Ⅲ 演習 　

　 　 民法演習Ⅳ 演習 　

　 　 民法演習Ⅴ 演習 　

4

4

4

4

4

　

単位

4

4

4

4

　

　

　

　

　

　

2

　

　

　

　

　

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

2

2

2

4

　

　

　

　

2

4
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　 　 商法特論Ⅰ 講義 　

　 　 商法特論Ⅱ 講義 　

　 　 商法演習Ⅰ 演習 　

　 　 商法演習Ⅱ 演習 　

　 　 商法演習Ⅲ 演習 　

　 　 企業法演習 演習 　

　 　 会社法務特論 講義 　

　 　 民事訴訟法特論 講義 　

　 　 民事訴訟法演習Ⅰ 演習 　

　 　 民事訴訟法演習Ⅱ 演習 　

　 　 法哲学特論 講義 　

　 　 法制史特論 講義 　

　 　 外国法（英法） 講義 　

　 　 外国法（独法） 講義 　

　 　 外国法（仏法） 講義 　

　 　 国際私法演習 演習 　

　 　 知的財産権法演習 演習 　

　 　 労働法特論 講義 　

　 　 労働法演習 演習 　

　 　 労災補償法演習 演習 　

　 　 経済法特論Ⅰ 講義 　

経済法特論Ⅱ 講義

　 　 経済法演習 演習 　

　 　 建築関係法特論 講義 　

　 　 英書購読 講義 　

　 　 行政法特論 講義 　

　 　 経済原論特論 講義 　

　 　 刑法演習Ⅰ 演習 　

　 　 刑法演習Ⅱ 演習 　

　 　 刑事訴訟法演習 演習 　

　 　 行政学演習 演習 　

　 　 政治学演習 演習 　

　 　 憲法演習Ⅰ 演習 　

　 　 憲法演習Ⅱ 演習 　

　 　 憲法演習Ⅲ 演習 　

論文表現法 講義

　 　 民法研究指導Ⅰ 　 　

　 　 民法研究指導Ⅱ 　 　

　 　 民法研究指導Ⅲ 　 　

　 　 民法研究指導Ⅳ 　 　

　 　 民法研究指導Ⅴ 　 　

　 　 商法研究指導Ⅰ 　 　

　 　 商法研究指導Ⅱ 　 　

　 　 商法研究指導Ⅲ 　 　

　 　 民事訴訟法研究指導Ⅰ 　 　

　 　 民事訴訟法研究指導Ⅱ 　 　

　 　 企業法研究指導 　 　

　 　 国際私法研究指導 　 　

　 　 知的財産権法研究指導 　 　

　 　 労働法研究指導 　 　

　 　 労災補償法研究指導 　 　

経済法研究指導

　 　 破産法研究指導 　 　

　 公法学専攻 憲法演習Ⅰ 演習 　

　 　 憲法演習Ⅱ 演習 　

　 　 憲法演習Ⅲ 演習 　

　 　 未成年者保護法演習 演習 　

　 　 行政法演習Ⅰ 演習 　

4

4

4

　

　

　

　

4

4

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

4

4

4

4

4

　

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4
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4
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4

4

4
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4
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4

4

4
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　 　 行政法演習Ⅱ 演習 　

　 　 行政学演習 演習 　

　 　 租税法特論Ⅰ 講義 　

租税法特論Ⅱ 講義

　 　 租税法演習 演習 　

　 　 社会保障法特論 講義 　

　 　 刑法特論 講義 　

　 　 刑法演習Ⅰ 演習 　

刑法演習Ⅱ 演習

　 　 刑事訴訟法特論 講義 　

　 　 刑事訴訟法演習 演習 　

　 　 刑事政策特論 講義 　

　 　 法哲学特論 講義 　

　 　 政治学演習 演習 　

　 　 比較法思想史演習 演習 　

　 　 国際公法特論 講義 　

国際公法演習 演習

　 　 外国法（英法） 講義 　

　 　 外国法（独法） 講義 　

　 　 外国法 (仏法) 講義 　

　 　 法制史特論 講義 　

　 　 英書講読 講義 　

　 　 行政法特論 講義 　

　 　 経済原論特論 講義 　

　 　 民法特論Ⅱ 講義 　

民法特論Ⅲ 講義

　 　 民法演習Ⅳ 演習 　

　 　 商法演習Ⅰ 演習 　

　 　 商法演習Ⅱ 演習 　

　 　 商法演習Ⅲ 演習 　

民事訴訟法演習Ⅱ 演習

論文表現法 講義

　 　 憲法研究指導Ⅰ 　 　

　 　 憲法研究指導Ⅱ 　 　

　 　 憲法研究指導Ⅲ 　 　

　 　 未成年者保護法研究指導 　 　

　 　 行政法研究指導Ⅰ 　 　

　 　 行政法研究指導Ⅱ 　 　

　 　 行政学研究指導 　 　

　 　 刑法研究指導 　 　

　 　 刑事訴訟法研究指導 　 　

　 　 租税法研究指導 　 　

　 　 政治学研究指導 　 　

　 　 比較法思想史研究指導 　 　

　 　 国際公法研究指導 　 　

　　(２)　履修方法

　　　１　博士前期課程においては、２カ年以上在学し、授業科目の中から30単位以上を履修しなければならない。

　　　２　授業科目の履修に当たっては、指導教授の指示を受けなければならない。

　　　３　指導教授が研究指導上必要と認めた場合は、他の専攻若しくは他の研究科又は交流協定校の授業科目の

　　　　中から履修することができる。

　　　　　ただし、授業科目の履修は通算10単位を限度とし、その手続きは別に定める。

　　　４　修士論文の作成に当たっては、指導教授の研究指導を受けなければならない。

４　経営学研究科

　　(１)　授業科目・単位数及び研究指導

研究科名 専攻名 授業科目・研究指導
講義・演習
の別

備考

経営学研究科 経営学専攻 経営学特論Ａ 講義

経営学特論Ｂ 講義

単位

2

2

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

4

4

4

4

4

　

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4
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経営学演習Ａ 演習

経営学演習Ｂ 演習

経営史特論Ａ 講義

経営史特論Ｂ 講義

経営史演習Ａ 演習

経営史演習Ｂ 演習

経営管理特論Ａ 講義

経営管理特論Ｂ 講義

経営管理演習Ａ 演習

経営管理演習Ｂ 演習

経営組織特論Ａ 講義

経営組織特論Ｂ 講義

経営組織演習Ａ 演習

経営組織演習Ｂ 演習

企業論特論Ａ 講義

企業論特論Ｂ 講義

企業論演習Ａ 演習

企業論演習Ｂ 演習

経営労務特論Ａ 講義

経営労務特論Ｂ 講義

経営労務演習Ａ 演習

経営労務演習Ｂ 演習

経営財務特論Ａ 講義

経営財務特論Ｂ 講義

経営財務演習Ａ 演習

経営財務演習Ｂ 演習

国際経営論特論Ａ 講義

国際経営論特論Ｂ 講義

国際経営論演習Ａ 演習

国際経営論演習Ｂ 演習

情報管理特論Ａ 講義

情報管理特論Ｂ 講義

情報管理演習Ａ 演習

情報管理演習Ｂ 演習

マーケティング特論Ａ 講義

マーケティング特論Ｂ 講義

マーケティング演習Ａ 演習

マーケティング演習Ｂ 演習

流通論特論Ａ 講義

流通論特論Ｂ 講義

流通論演習Ａ 演習

流通論演習Ｂ 演習

広告論特論Ａ 講義

広告論特論Ｂ 講義

広告論演習Ａ 演習

広告論演習Ｂ 演習

国際金融特論Ａ 講義

国際金融特論Ｂ 講義

国際金融演習Ａ 演習

国際金融演習Ｂ 演習

商業史特論Ａ 講義

商業史特論Ｂ 講義

商業史演習Ａ 演習

商業史演習Ｂ 演習

証券論特論Ａ 講義

証券論特論Ｂ 講義

証券論演習Ａ 演習

証券論演習Ｂ 演習 2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2
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財務会計論特論Ａ 講義

財務会計論特論Ｂ 講義

財務会計論演習Ａ 演習

財務会計論演習Ｂ 演習

管理会計論特論Ａ 講義

管理会計論特論Ｂ 講義

管理会計論演習Ａ 演習

管理会計論演習Ｂ 演習

監査論特論Ａ 講義

監査論特論Ｂ 講義

監査論演習Ａ 演習

監査論演習Ｂ 演習

税務会計論特論Ａ 講義

税務会計論特論Ｂ 講義

税務会計論演習Ａ 演習

税務会計論演習Ｂ 演習

原価計算論特論Ａ 講義

原価計算論特論Ｂ 講義

原価計算論演習Ａ 演習

原価計算論演習Ｂ 演習

システム論特論Ａ 講義

システム論特論Ｂ 講義

システム論演習Ａ 演習

システム論演習Ｂ 演習

経営学研究指導Ａ 　

経営学研究指導Ｂ 　

経営史研究指導Ａ 　

経営史研究指導Ｂ 　

経営管理研究指導Ａ 　

経営管理研究指導Ｂ

経営組織研究指導Ａ

経営組織研究指導Ｂ

企業論研究指導Ａ

企業論研究指導Ｂ

経営労務研究指導Ａ

経営労務研究指導Ｂ

経営財務研究指導Ａ

経営財務研究指導Ｂ

国際経営論研究指導Ａ

国際経営論研究指導Ｂ

情報管理研究指導Ａ

情報管理研究指導Ｂ

マーケティング研究指導Ａ

マーケティング研究指導Ｂ

流通論研究指導Ａ

流通論研究指導Ｂ

広告論研究指導Ａ

広告論研究指導Ｂ

国際金融研究指導Ａ

国際金融研究指導Ｂ

商業史研究指導Ａ

商業史研究指導Ｂ

証券論研究指導Ａ

証券論研究指導Ｂ

財務会計論研究指導Ａ

財務会計論研究指導Ｂ

管理会計論研究指導Ａ

管理会計論研究指導Ｂ

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2
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監査論研究指導Ａ

監査論研究指導Ｂ

税務会計論研究指導Ａ

税務会計論研究指導Ｂ

原価計算論研究指導Ａ

原価計算論研究指導Ｂ

システム論研究指導Ａ

システム論研究指導Ｂ

必修 選択

　 　

　 　

　 経営哲学 講義 2

　 コーポレートガバナンス論 講義 2

　 企業倫理 講義 2

　 ＩＲ論 講義 2

　 グループ経営論 講義 2

　 グループ戦略論 講義 2

　 経営システム論 講義 2

　 企業理念論 講義 2

　 企業文化論 講義 2

ビジネスプラン 講義 2

　 国際スモールビジネス論 講義 2

　 人的資源開発論 講義 2

　 経営環境論 講義 2

　 執行役員制度論 講義 2

　 社外取締役論 講義 2

　 ベンチャーキャピタル論 講義 2

　 企業家論（アントレプルヌール論） 講義 2

　 ＮＰＯ論 講義 2

　 病院経営論 講義 2

　 公益事業経営論 講義 2

　 企業社会貢献論 講義 2

　 テクノロジー評価論 講義 2

　 研究開発論 講義 2

　 ＩＴ論 講義 2

　 経営戦略演習Ⅱ 演習 2

　 　 　

　 　 　

　 　 基礎財務会計論 講義 2 　

　 　 上級財務会計論 講義 2 　

　 　 基礎簿記論 講義 2 　

　 　 上級簿記論 講義 2 　

　 　 基礎原価計算論 講義 2 　

　 　 上級原価計算論 講義 2 　

　 　 基礎管理会計論 講義 2 　

　 　 上級管理会計論 講義 2 　

　 　 基礎監査論 講義 2 　

　 　 上級監査論 講義 2 　

　 　 基礎税務会計論 講義 2 　

　 　 上級税務会計論 講義 2 　

　 　 企業法Ⅰ 講義 2 　

　 　 企業法Ⅱ 講義 2 　

　 　 租税法Ⅰ 講義 2 　

租税法Ⅱ 講義 2

　 　 会計実践演習Ⅰ 演習 2 　

　 　 会計実践演習Ⅱ 演習 2 　

　 　 会計実践演習Ⅲ 演習 2 　

ビジネス・会計ファイ
ナンス専攻 ＜企業家・経営幹部養成コース＞

＜会計ファイナンス専門家養成コース＞

備考専攻名 授業科目・研究指導
講義・演習
の別

単位
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　 　 会計実践演習Ⅳ 演習 2 　

　 　 基礎コーポレート・ファイナンス論 講義 2 　

　 　 上級コーポレート・ファイナンス論 講義 2 　

　 　 基礎ファイナンス論 講義 2 　

　 　 上級ファイナンス論 講義 2 　

　 　 上級財務分析論 講義 2 　

　 　 金融論 講義 2 　

　 　 金融システム論 講義 2 　

　 　 Ｍ＆Ａ論 講義 2 　

　 　 バイアウト論 講義 2 　

　 　 資本調達論 講義 2 　

　 　 資本コスト論 講義 2 　

　 　 投資決定論 講義 2 　

　 　 リスクマネジメント論 講義 2 　

　 　 デリバティブ論 講義 2 　

　 　 　

　 　 　

ビジネスプランⅠ 演習 1

ビジネスプランⅡ 演習 1

　 　 生産マネジメント 演習 2 　

　 　 生産戦略 演習 1 　

　 　 中小企業現代課題Ⅰ 演習 2 　

　 　 中小企業現代課題Ⅱ 演習 2 　

　 　 中小企業現代課題Ⅲ 演習 1 　

　 　 経営診断実習Ⅰ 実習 　

　 　 経営診断実習Ⅱ 実習 　

　 　 経営診断実習Ⅲ 実習 　

　 　 経営診断実習Ⅳ 実習 　

　 　 経営診断実習Ⅴ 実習 　

　 　 　

　 　 　

　 　 　

　 　 経営学Ⅰ 講義 2 　

　 　 経営学Ⅱ 講義 2 　

　 　 環境マネジメント論 講義 2 　

　 　 環境監査論 講義 2 　

マーケティング戦略論 講義 2

　 　 広告戦略論 講義 2 　

　 　 流通戦略論 講義 2 　

　 　 消費者行動論 講義 2 　

知的財産権 講義 2

　 　 　

　 　 　

　 　 中小企業経営論 講義 2 　

人的資源管理論 講義 2

経営戦略論 講義 2

情報システム論 講義 2

経営戦略演習Ⅰ 演習 2

基礎財務分析論 講義 2

ビジネス演習Ⅰ 演習 2

ビジネス演習Ⅱ 演習 2

ビジネス研究指導

＜会計ファイナンス専門家養成コース＞ 　 　

＜企業家・経営幹部養成コース、会計ファイナ
ンス専門家養成コース、中小企業診断士登録養
成コース共通科目＞

＜企業家・経営幹部養成コース、中小企業診断
士登録養成コース共通科目＞

＜会計ファイナンス専門家養成コース、中小企
業診断士登録養成コース共通科目＞

＜企業家・経営幹部養成コース、中小企業診断
士登録養成コース共通科目＞

＜中小企業診断士登録養成コース＞
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会計ファイナンス演習Ⅰ 演習 2 　

会計ファイナンス演習Ⅱ 演習 2 　

会計ファイナンス演習Ⅲ 演習 2 　

会計ファイナンス演習Ⅳ 演習 2 　

会計ファイナンス演習Ⅴ 演習 2 　

会計ファイナンス演習Ⅵ 演習 2 　

会計ファイナンス演習Ⅶ 演習 2 　

会計ファイナンス演習Ⅷ 演習 2 　

会計ファイナンス演習Ⅸ 演習 2 　

会計ファイナンス演習Ⅹ 演習 2 　

会計ファイナンス演習ⅩⅠ 演習 2 　

会計ファイナンス演習ⅩⅡ 演習 2 　

会計ファイナンス研究指導Ⅰ 　 　 　

会計ファイナンス研究指導Ⅱ 　 　 　

会計ファイナンス研究指導Ⅲ 　 　 　

会計ファイナンス研究指導Ⅳ 　 　 　

会計ファイナンス研究指導Ⅴ 　 　 　

会計ファイナンス研究指導Ⅵ 　 　 　

会計ファイナンス研究指導Ⅶ 　 　 　

会計ファイナンス研究指導Ⅷ 　 　 　

会計ファイナンス研究指導Ⅸ 　 　 　

会計ファイナンス研究指導Ⅹ 　 　 　

会計ファイナンス研究指導ⅩⅠ 　 　 　

会計ファイナンス研究指導ⅩⅡ 　 　

専攻名 授業科目・研究指導
講義・演習
の別

備考

マーケティング専攻 マーケティング特論Ａ 講義

マーケティング特論Ｂ 講義

広告特論Ａ 講義

広告特論Ｂ　 講義

流通特論Ａ 講義

流通特論Ｂ　 講義

ブランド戦略特論Ａ 講義

ブランド戦略特論Ｂ 講義

サービス・マーケティング特論Ａ 講義

サービス・マーケティング特論Ｂ 講義

リレーションシップ・マーケティング 講義

特論Ａ

リレーションシップ・マーケティング 講義

特論Ｂ

マーケティング・リサーチ特論Ａ 講義

マーケティング・リサーチ特論Ｂ 講義

グローバル・マーケティング特論Ａ 講義

グローバル・マーケティング特論Ｂ 講義

グローバル戦略特論Ａ 講義

グローバル戦略特論Ｂ 講義

グローバル・ファイナンス特論Ａ 講義

グローバル・ファイナンス特論Ｂ 講義

経営学特論Ａ 講義

経営学特論Ｂ 講義

経営財務特論Ａ 講義

経営財務特論Ｂ 講義

情報管理特論Ａ 講義

情報管理特論Ｂ 講義

システム論特論Ａ 講義

システム論特論Ｂ 講義

マーケティング演習Ａ 演習

マーケティング演習Ｂ 演習 2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

単位

2

2

2

2

2
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広告演習Ａ 演習

広告演習Ｂ 演習

流通演習Ａ 演習

流通演習Ｂ 演習

ブランド戦略演習Ａ 演習

ブランド戦略演習Ｂ 演習

サービス・マーケティング演習Ａ 演習

サービス・マーケティング演習Ｂ 演習

グローバル・マーケティング演習Ａ 演習

グローバル・マーケティング演習Ｂ 演習

グローバル戦略演習Ａ 演習

グローバル戦略演習Ｂ 演習

マーケティング研究指導Ａ

マーケティング研究指導Ｂ

広告研究指導Ａ

広告研究指導Ｂ

流通研究指導Ａ

流通研究指導Ｂ

ブランド戦略研究指導Ａ

ブランド戦略研究指導Ｂ

サービス・マーケティング研究指導Ａ

サービス・マーケティング研究指導Ｂ

グローバル戦略研究指導Ａ

グローバル戦略研究指導Ｂ

　　(２)　履修方法

　　　１　博士前期課程又は修士課程においては、２カ年以上在学し、授業科目の中から30単位以上を履修しなけ

　　　　ればならない。

　　　２　授業科目の履修に当たっては、指導教授の指示を受けなければならない。

　　　３　指導教授が研究指導上必要と認めた場合は、他の専攻若しくは他の研究科又は交流協定校の授業科目の

　　　　中から履修することができる。

　　　　　ただし、授業科目の履修は通算10単位を限度とし、その手続きは別に定める。

　　　４　修士論文の作成に当たっては、指導教授の研究指導を受けなければならない。

　　　５　ビジネス・会計ファイナンス専攻中小企業診断士登録養成コースにおいては、上記にかかわらず次の科

　　　　目は必ず履修しなければならない。

経営診断実習Ⅰ、経営診断実習Ⅱ、経営診断実習Ⅲ、経営診断実習Ⅳ、経営診断実習Ⅴ、

経営学Ⅱ、マーケティング戦略論、流通戦略論、中小企業経営論、ビジネスプランⅠ、

ビジネスプランⅡ、人的資源管理論、経営戦略論、情報システム論、経営戦略演習Ⅰ、

基礎財務分析論、ビジネス演習Ⅰ、ビジネス演習Ⅱ、ビジネス研究指導

５　工学研究科

　　(１)　授業科目及び単位数

 

必修 選択

工学研究科 機能システム専攻 ＜機能システム分野＞ 　

　 生産システム工学特論 講義 　 2

　 　 マイクロメカトロニクス・制御特論 講義 　 2

　 　 計算工学特論 講義 　 2

　 　 人間工学特論 講義 　 2

　 　 知的機能システム特論 講義 　 2

　 　 最適化工学特論 講義 　 2

脳科学特論 講義 2

　 　 ＜機械システム分野＞ 　 　 　

　 　 センシング工学特論 講義 　 2

　 　 流体力学特論 講義 　 2

　 　 数値流体工学特論 講義 　 2

　 　 数値構造工学特論 講義 　 2

　 　 連続体工学特論 講義 　 2

　 　 エネルギー変換特論 講義 　 2

　 　 ＜バイオ･マイクロマシン分野＞ 　 　 　

備考研究科名 専攻名 授業科目・研究指導
講義・演習
の別

単位

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2
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　 　 バイオメカニクス特論 講義 　 2

　 　 ナノ熱統計力学特論 講義 　 2

　 　 マイクロマシン工学特論 講義 　 2

　 　 ロボット工学特論 講義 　 2

　 　 ＜機能材料分野＞ 　 　 　

　 　 ソフトマター特論 講義 　 2

　 　 機能材料特論 講義 　 2

　 　 半導体工学特論 講義 　 2

　 　 オプトエレクトロニクス特論 講義 　 2

　 　 ＜ナノエレクトロニクス分野＞ 　 　 　

　 　 電子デバイス特論 講義 　 2

　 　 プラズマエレクトロニクス特論 講義 　 2

　 　 ナノエレクトロニクス特論 講義 　 2

　 　 電子物性工学特論 講義 　 2

　 　 ＜共通科目＞ 　 　 　

　 　 機能システム特別講義 講義 　 2

　 　 バイオ科学とナノテクノロジー概論 講義 2

　 　 機能システム特別研究Ⅰ 演習 2 　

　 　 機能システム特別研究Ⅱ 演習 2 　

　 　 機能システム特別研究Ⅲ 演習 　 2

　 　 機能システム特別研究Ⅳ 演習 　 2

　 　 機能システム特別輪講Ⅰ 演習 2 　

　 　 機能システム特別輪講Ⅱ 演習 2 　

　 機能システム特別輪講Ⅲ 2

　 　 機能システム特別輪講Ⅳ 2

　 バイオ・応用化学専攻 ＜基礎化学系＞ 　

　 先端有機化学特論 講義 　 2

　 　 先端無機化学特論 講義 　 2

　 　 先端物理化学特論 講義 　 2

　 　 先端分析化学特論 講義 　 2

　 　 先端バイオテクノロジー特論 講義 　 2

　 　 ＜グリーンケミストリー系＞ 　 　 　

　 　 大気化学特論 講義 　 2

　 　 環境化学特論 講義 　 2

　 　 フォトケミストリー特論 講義 　 2

　 　 エコロジー特論 講義 　 2

　 　 グリーンエンジニアリング特論 講義 　 2

　 　 グリーン合成化学特論 講義 　 2

　 　 環境機器分析特論 講義 　 2

　 　 反応化学特論 講義 　 2

　 　 ＜バイオテクノロジー系＞

　 　 遺伝子工学特論 講義 　 2

　 　 応用生物有機化学特論 講義 　 2

　 　 タンパク質工学特論 講義 　 2

　 　 天然高分子特論 講義 　 2

　 　 バイオプロセスエンジニアリング特論 講義 　 2

　 　 バイオ・食品機器分析特論 講義 　 2

　 　 応用微生物工業化学特論 講義 　 2

　 　 食品・バイオ特論 講義 　 2

　 　 ＜エネルギー・センサー・材料化学系＞

　 　 有機材料科学特論 講義 　 2

　 　 無機材料科学特論 講義 　 2

　 　 結晶工学特論 講義 　 2

　 　 固体材料化学特論 講義 　 2

　 　 材料機器分析特論 講義 　 2

　 　 ナノサイエンス特論 講義 　 2

　 　 高分子材料科学特論 講義 　 2

　 　 電気化学・エネルギー材料特論 講義 　 2

34



　 　 センサー科学特論 講義 　 2

　 　 ＜共通科目＞

　 　 バイオ・応用化学特別講義 講義 　 2

　 　 バイオ科学とナノテクノロジー概論 講義 2

　 　 バイオ・応用化学特別研究Ⅰ 演習 2 　

　 　 バイオ・応用化学特別研究Ⅱ 演習 2

　 　 バイオ・応用化学特別研究Ⅲ 演習 　 2

　 　 バイオ・応用化学特別研究Ⅳ 演習 　 2

　 　 バイオ・応用化学特別輪講Ⅰ 演習 2 　

　 　 バイオ・応用化学特別輪講Ⅱ 演習 2

　 　 バイオ・応用化学特別輪講Ⅲ 演習 　 2

　 　 バイオ・応用化学特別輪講Ⅳ 　 　 2

　 環境・デザイン専攻 ＜デザイン分野＞

　 　 空間デザイン 講義 　 2

　 　 都市・建築論 講義 　 2

　 　 ランドケープ・デザイン 講義 　 2

　 　 都市計画デザイン 講義 　 2

　 　 環境・デザイン特別設計Ⅰ 講義 　 2

　 　 環境・デザイン特別設計Ⅱ 講義 　 2

　 　 ＜計画分野＞ 　

　 　 建築計画特論 講義 　 2

　 　 生活空間計画 講義 　 2

　 　 住環境計画 講義 　 2

　 　 ビルディングシステム 講義 　 2

　 　 まちづくり計画 講義 　 2

　 　 都市保全システム 講義 　 2

　 　 メンテナンス計画 講義 　 2

　 　 環境計測工学 講義 　 2

　 　 ＜環境とエコシステム分野＞ 　

　 　 建築環境・設備計画 講義 　 2

　 　 建築環境工学 講義 　 2

　 　 流域圏環境システム 講義 　 2

　 　 水圏環境工学 講義 　 2

　 　 地球環境工学 講義 　 2

　 　 環境分析 講義 　 2

　 　 環境経済論 講義 　 2

　 　 ＜建設構造分野＞ 　 　 　

　 　 木質構造学特論 講義 　 2

　 　 構造解析学特論 講義 　 2

　 　 構造材料科学特論 講義 　 2

　 　 環境材料工学 講義 　 2

　 　 地盤環境工学 講義 　 2

　 　 都市建設材料工学特論 講義 　 2

　 　 構造設計学 講義 　 2

　 　 ＜マネジメント分野＞ 　 　 　

　 　 建設産業経営 講義 　 2

　 　 地域生産システム 講義 　 2

　 　 都市環境政策学 講義 　 2

　 　 環境建設マネジメント 講義 　 2

　 　 基盤システム工学 講義 　 2

　 　 環境解析システム 講義 　 2

　 　 循環資源マネジメント 講義 　 2

　 　 ＜共通科目＞ 　 　 　

環境・デザイン特別講義Ⅰ 講義 　 2

環境・デザイン特別講義Ⅱ 講義 　 2

バイオ科学とナノテクノロジー概論 講義 　 2

特別設計演習Ⅰ 演習 2

特別設計演習Ⅱ 演習 2
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インターンシップⅠ 演習 2

インターンシップⅡ 演習 2

インターンシップⅢ 演習 2

インターンシップⅣ 演習 2

インターンシップⅤ 演習 2

環境・デザイン特別研究Ⅰ 演習 　 2

環境・デザイン特別研究Ⅱ 演習 　 2

環境・デザイン特別研究Ⅲ 演習 　 2

　 　 環境・デザイン特別研究Ⅳ 演習 　 2

　 　 環境・デザインプロジェクト特別演習Ⅰ 演習 　 2

　 　 環境・デザインプロジェクト特別演習Ⅱ 演習 　 2

　 　 環境・デザインプロジェクト特別演習Ⅲ 演習 　 2

　 　 環境・デザインプロジェクト特別演習Ⅳ 演習 　 2

　 情報システム専攻 ＜計算機分野＞ 　 　 　

　 VLSIコンピュータアーキテクチャ 講義 　 2

　 　 オペレーティングシステム特論 講義 　 2

　 　 計算論 講義 　 2

　 　 ネットワークアーキテクチャ 講義 　 2

　 　 分散処理論 講義 　 2

　 　 プログラミング論 講義 　 2

　 　 コンピュータグラフィックス特論 講義 　 2

　 　 ＜ソフトウェア工学分野＞ 　 　 　

　 　 システムシミュレーション工学 講義 　 2

　 　 アルゴリズム論 講義 　 2

　 　 ソフトウェア工学 講義 　 2

　 　 マルチメディアコンテンツ 講義 　 2

　 　 マルチメディア論 講義 　 2

　 　 データベース技法 講義 　 2

　 　 ＜情報処理分野＞ 　 　 　

　 　 パターン知能情報論 講義 　 2

　 　 知識情報処理論 講義 　 2

　 　 認知科学 講義 　 2

　 　 光コンピューティング 講義 　 2

　 　 最適化技法 講義 　 2

　 　 多値論理 講義 　 2

　 　 データマイニング 講義 　 2

　 　 ＜通信・基礎分野＞ 　 　 　

　 　 色彩工学 講義 2

　 　 情報セキュリティ 講義 　 2

　 　 電気通信工学特論 講義 　 2

　 　 アンテナ工学 講義 　 2

　 　 エネルギー変換・パワーエレクトロニクス特論 講義 2

　 　 電磁波伝送工学特論 講義 　 2

　 　 電力システム解析シミュレーション 講義 　 2

　 　 ＜計算機支援設計分野＞ 　 　 　

　 　 半導体数値シミュレーション 講義 　 2

　 　 集積回路設計特論 講義 　 2

　 　 機能集積システム設計論 講義 　 2

　 　 ＜共通科目＞ 　 　 　

　 　 情報システム特別講義 講義 　 2

　 　 バイオ科学とナノテクノロジー概論 講義 　 2

　 　 情報システム特別研究Ⅰ 演習 2 　

　 　 情報システム特別研究Ⅱ 演習 2 　

　 　 情報システム特別研究Ⅲ 演習 　 2

　 　 情報システム特別研究Ⅳ 演習 　 2

　 　 情報システム特別輪講Ⅰ 演習 2 　

　 　 情報システム特別輪講Ⅱ 演習 2 　

　 　 情報システム特別輪講Ⅲ 演習 　 2
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　 　 情報システム特別輪講Ⅳ 演習 　 2

　　(２)　履修方法

　　　１　博士前期課程においては、２カ年以上在学し、授業科目の中から必修・選択授業科目を合わせて30単位

　　　　以上を履修しなければならない。

　　　２　授業科目の履修に当たっては、指導教授の指示を受けなければならない。

　　　３　指導教授が研究指導上必要と認めた場合は、他の専攻若しくは他の研究科又は交流協定校の授業科目の

　　　　中から履修することができる。

　　　　　ただし、授業科目の履修は通算10単位を限度とし、その手続きは別に定める。

　　　４　修士論文の作成に当たっては、指導教授の研究指導を受けなければならない。

６　経済学研究科

(１)　授業科目・単位数及び研究指導

 

基礎 専門

経済学研究科 経済学専攻 ＜経済学研究コース＞ 　

　 上級マクロ経済学 講義 4

　 　 [理論・歴史] 

上級経済理論 講義 4

　 　 経済学説 講義 　 4

　 　 統計・計量経済学Ⅱ 講義 　 4

　 　 日本経済史 講義 　 4

　 　 西欧経済史 講義 　 4

　 　 経済発展論 講義 　 4

　 　 [政策] 　 　

　 　 国際経済 講義 　 4

　 　 公共経済 講義 　 4

　 　 地域経済 講義 　 4

　 　 産業組織 講義 　 4

　 　 社会保障 講義 　 4

　 　 労働経済 講義 　 4

　 　  [金融] 　 　 　

　 　 金融論 講義 　 4

　 　 [社会・情報] 　 　 　

　 　 社会経済システム 講義 　 4

　 　 情報経済 講義 　 4

　 　 特講Ⅰ 講義 　 4

環境経済 講義 　 4

　 　 アジア経済 講義 　 4

　 　 [理論・歴史] 　 　 　

　 　 上級経済理論研究指導 　 　 　

　 　 現代政治経済学研究指導 　 　 　

　 　 経済学説史研究指導 　 　 　

　 　 データ解析研究指導 　 　 　

　 　 実証経済分析研究指導 　 　 　

　 　 日本経済史研究指導 　 　 　

　 　 西欧経済史研究指導 　 　 　

　 　 経済発展論研究指導 　 　 　

　 　 [政策] 　 　 　

　 　 経済政策論研究指導 　 　 　

　 　 中小企業論研究指導 　 　 　

　 　 貿易論研究指導 　 　 　

　 　 国際経済論研究指導 　 　 　

　 　 公共政策研究指導 　 　 　

　 　 公共システム論研究指導 　 　 　

　 　 アジア経済論研究指導 　 　 　

　 　 農業経済論研究指導 　 　 　

　 　 日本経済論研究指導 　 　 　

　 　 産業組織論研究指導 　 　 　

　 　 社会保障研究指導 　 　 　

研究科名 専攻名 授業科目・研究指導
講義・演習
の別

単位
備考
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　 　 労働経済論研究指導 　 　 　

　 　 [財政・金融] 　 　 　

　 　 金融論研究指導 　 　 　

　 　 国際金融論研究指導 　

　 　 財政学研究指導Ⅰ

財政学研究指導Ⅱ

財政学研究指導Ⅲ

財政学研究指導Ⅳ

財政学研究指導Ⅴ 　

[社会・情報]

　 　 社会経済システム論総論研究指導

　 　 情報経済システム論研究指導

　 　 社会経済思想論研究指導

環境経済論研究指導

　 　 ＜環境学研究コース＞

環境経済学 講義 4

　 　 環境学 講義 2

　 　 環境と社会経済 講義 2

　 　 環境政策 講義 4

　 　 会計と環境 講義 4

　 　 環境税特論 講義 2

　 　 公害対策論 講義 2

　 　 環境学特論 講義 2

　 　 環境学研究指導

　 　 環境経済学研究指導

　 　 環境政策研究指導

　 　 会計と環境研究指導

　 　 公害対策論研究指導

　 　 ＜経済学研究コース、環境学研究コース共通＞ 　

　 　 経済学方法論 演習 2

　 　 上級ミクロ経済学 講義 4

　 　 総合演習Ⅰ 演習 2

　 　 総合演習Ⅱ 演習 2

　 　 [理論・歴史] 　 　

　 　 統計・計量経済学 講義 4

　 　 経済政策 講義 4

　 　 [財政]

　 　 財政学Ⅰ 講義 4

　 　 財政学Ⅱ 講義 　 4

　 　 財政学Ⅲ 講義 4

　 　 財政学Ⅳ 講義 4

　 　 財政学Ⅴ 講義 4

　 公民連携専攻 ＰＰＰ総論Ⅰ 講義

　 　 ＰＰＰ総論Ⅱ 講義

　 　 公民連携演習Ⅰ 演習

　 　 公民連携演習Ⅱ 演習

　 　 公民連携演習Ⅲ 演習

　 　 公民連携演習Ⅳ 演習

　 　 ＰＰＰケーススタディ 講義

ＰＰＰケーススタディ上級 講義

　 　 地域リーダー論 講義

　 　 民間プロジェクト論 講義

　 　 地域金融論 講義

　 　 金融論基礎 講義

金融システム論 講義

　 　 財務分析論 講義

　 　 公共経済学 講義

　 　 政策評価論 講義

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2
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　 　 技術経営論 講義

　 　 知的財産論 講義

　 　 財政システム論 講義

　 　 財政学基礎 講義

経済政策論 講義

　 　 海外ＰＰＰ論Ⅰ 講義

　 　 海外ＰＰＰ論Ⅱ 講義

　 　 ＰＰＰビジネス論 講義

　 　 経済学基礎 講義

　 　 環境経済学 講義

　 　 社会サービス論 講義

　 　 公共プロジェクト論 講義

　 　 都市計画総論 講義

　 　 技術振興特論Ⅰ 講義

　 　 技術振興特論Ⅱ 講義

　 　 ビジネス英語 講義

ＰＰＰ　Ｅｎｇｌｉｓｈ 講義

　 　 ＰＰＰ総論上級 講義

　 　 ＰＰＰプロジェクト演習 講義

ＰＰＰ経済理論 講義

ＰＰＰ制度手法論 講義

ＰＰＰファイナンス論 講義

ＰＰＰプランニング論 講義

ＰＰＰデサイン論 講義

海外ＰＰＰ論Ⅲ 講義

海外ＰＰＰ論Ⅳ 講義

地方行財政論 講義

財務計画論 講義

エネルギー経済論 講義

　 　 まちづくりビジネス論 講義

　　(２)　履修方法

　　　１　博士前期課程又は修士課程においては、２カ年以上在学し、授業科目の中から基礎・専門授業科目及び

　　　　研究指導を合わせて30単位以上を履修しなければならない。

　　　２　授業科目の履修に当たっては、指導教授の指示を受けなければならない。

　　　３　指導教授が研究指導上必要と認めた場合は、他の専攻若しくは他の研究科又は交流協定校の授業科目の

　　　　中から履修することができる。

　　　　　ただし、授業科目の履修は、通算10単位を限度とし、その手続きは、別に定める。

　　　４　修士論文の作成に当たっては、指導教授の研究指導を受けなければならない。

７　国際地域学研究科

　　(１)　授業科目・単位数及び研究指導

 研究科名 専攻名 授業科目・研究指導
講義・演習
の別

備考

国際地域学研究科 国際地域学専攻 都市・社会基盤計画特論 講義

都市・社会基盤計画演習 演習 　

　 　 エネルギー資源管理特論 講義 　

　 　 エネルギー資源管理演習 演習 　

　 　 国際都市環境特論 講義 　

　 　 国際都市環境演習 演習 　

　 　 安全・危機管理特論 講義 　

　 　 安全・危機管理演習 演習 　

　 　 地球環境特論 講義 　

　 　 地球環境演習 演習 　

　 　 都市開発特論 講義 　

　 　 都市開発演習 演習 　

　 　 科学技術政策特論 講義 　

　 　 科学技術政策演習 演習 　

　 　 居住環境計画特論 講義 　

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

単位

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2
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　 　 居住環境計画演習 演習 　

　 　 国際環境衛生特論 講義 　

　 　 国際環境衛生演習 演習 　

　 　 開発経済学特論 講義 　

　 　 開発経済学演習 演習 　

　 　 公共経済学特論 講義 　

　 　 公共経済学演習 演習 　

　 　 国際経済特論 講義 　

　 　 国際経済演習 演習 　

　 　 アジア地理学特論 講義 　

　 　 アジア地理学演習 演習 　

　 　 国際協力特論 講義 　

　 　 国際協力演習 演習 　

　 　 社会システム特論 講義 　

　 　 社会システム演習 演習 　

　 　 地域社会学特論 講義 　

　 　 地域社会学演習 演習 　

　 　 地域情報マネジメント特論 講義 　

　 　 地域情報マネジメント演習 演習 　

開発人類学特論 講義

開発人類学演習 演習

公共経営特論 講義

公共経営演習 演習

ジェンダー特論 講義

ジェンダー演習 演習

　 　 国際地域学研究指導 　

　 国際観光学専攻 観光交通特論 講義 　

　 観光交通演習 演習 　

　 　 情報ネットワーク特論 講義 　

　 　 情報ネットワーク演習 演習 　

　 　 観光交流特論 講義 　

　 　 観光交流演習 演習 　

　 　 国際交通経営特論 講義 　

　 　 国際交通経営演習 演習 　

　 　 旅行産業特論 講義 　

旅行産業演習 演習

観光・ホテル事業特論 講義

　 　 観光・ホテル事業演習 演習 　

　 　 ホスピタリティ・マネジメント特論 講義 　

　 　 ホスピタリティ・マネジメント演習 演習 　

　 　 サービス産業特論 講義 　

　 　 サービス産業演習 演習 　

　 　 観光資源特論 講義 　

　 　 観光資源演習 演習 　

　 　 都市観光システム特論 講義 　

　 　 都市観光システム演習 演習 　

　 　 環境保護特論 講義 　

　 　 環境保護演習 演習 　

　 　 地域経営特論 講義 　

　 　 地域経営演習 演習 　

　 　 国際観光学研究指導 　

　　(２)　履修方法

　　　１　博士前期課程又は修士課程においては、２カ年以上在学し、授業科目の中から30単位以上を履修しなけ

　　　　ればならない。

　　　２　授業科目の履修に当たっては、指導教授の指示を受けなければならない。

　　　３　修士論文の作成に当たっては、指導教授の研究指導を受けなければならない。

８　生命科学研究科

　　(１)　授業科目・単位数及び研究指導
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2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

40



 

必修 選択

生命科学研究科 生命科学専攻 情報分子構造特論 講義 　 2

植物病理学特論 講義 　 2

　 　 情報分子化学特論 講義 　 2

　 　 光生物システム特論 講義 　 2

　 　 生物情報科学特論 講義 　 2

　 　 応用分子遺伝学特論 講義 　 2

　 　 細胞機能学特論 講義 　 2

　 　 細胞制御工学特論 講義 　 2

　 　 極限環境微生物学特論 講義 　 2

　 　 植物細胞工学特論 講義 　 2

　 　 植物代謝工学特論 講義 　 2

　 　 酸素工学特論 講義 　 2

　 　 分子制御学特論 講義 　 2

　 　 地球情報学特論 講義 　 2

　 　 分子識別情報特論 講義 　 2

　 　 生物生体エネルギー学特論 講義 　 2

　 　 環境微生物学特論 講義 　 2

　 　 バイオレメディエーション特論 講義 　 2

　 　 生命情報制御学特論 講義 　 2

　 　 生命倫理特論 講義 　 2

機能性高分子材料学特論 講義 2

地球環境科学特論 講義 2

脳神経科学特論 講義 2

バイオナノフォトニクス特論 講義 2

応用ゲノム情報学特論 講義 2

　 　 生命科学特別研究Ⅰ 演習 2 　

　 　 生命科学特別研究Ⅱ 演習 2 　

　 　 生命科学特別研究Ⅲ 演習 　 2

　 　 生命科学特別研究Ⅳ 演習 　 2

　 　 生命科学特別輪講Ⅰ 演習 2 　

　 　 生命科学特別輪講Ⅱ 演習 2 　

　 　 生命科学特別輪講Ⅲ 演習 　 2

　 　 生命科学特別輪講Ⅳ 演習 　 2

　　(２)　履修方法

　　　１　博士前期課程においては、２カ年以上在学し、授業科目の中から30単位以上を履修しなければならない。

　　　２　授業科目の履修に当たっては、指導教授の指示を受けなければならない。

　　　３　修士論文の作成に当たっては、指導教授の研究指導を受けなければならない。

９　福祉社会デザイン研究科

　　(１)　授業科目・単位数及び研究指導

研究科名 専攻名 授業科目・研究指導
講義・演習
の別

備考

社会福祉学専攻 社会福祉基礎特論Ⅰ 講義 　

社会福祉基礎特論Ⅱ 講義 　

　 社会福祉基礎特論Ⅲ 講義 　

　 　 社会福祉基礎特論Ⅳ 講義 　

　 　 社会福祉原理歴史特論ⅠＡ 講義 　

　 　 社会福祉原理歴史特論ⅠＢ 講義 　

　 　 社会福祉原理歴史特論ⅡＡ 講義 　

　 　 社会福祉原理歴史特論ⅡＢ 講義 　

　 　 社会福祉原理歴史特論ⅢＡ 講義 　

　 　 社会福祉原理歴史特論ⅢＢ 講義 　

　 　 社会福祉原理歴史特論ⅣＡ 講義 　

　 　 社会福祉原理歴史特論ⅣＢ 講義 　

　 　 社会福祉政策計画特論ⅠＡ 講義 　

　 　 社会福祉政策計画特論ⅠＢ 講義 　

　 　 社会福祉政策計画特論ⅡＡ 講義 　

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

備考

単位

2

2

2

2

研究科名 専攻名 授業科目・研究指導
講義・演習
の別

単位

福祉社会デザイン研究
科
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　 　 社会福祉政策計画特論ⅡＢ 講義 　

　 　 社会福祉政策計画特論ⅢＡ 講義 　

　 　 社会福祉政策計画特論ⅢＢ 講義 　

　 　 社会福祉政策計画特論ⅣＡ 講義 　

　 　 社会福祉政策計画特論ⅣＢ 講義 　

　 　 社会福祉政策計画特論ⅤＡ 講義 　

　 　 社会福祉政策計画特論ⅤＢ 講義 　

　 　 社会福祉政策計画特論ⅥＡ 講義 　

　 　 社会福祉政策計画特論ⅥＢ 講義 　

　 　 社会福祉政策計画特論ⅦＡ 講義 　

　 　 社会福祉政策計画特論ⅦＢ 講義 　

　 　 社会福祉政策計画特論ⅧＡ 講義 　

　 　 社会福祉政策計画特論ⅧＢ 講義 　

社会福祉政策計画特論ⅨＡ 講義

社会福祉政策計画特論ⅨＢ 講義

　 　 ソーシャルワーク特論ⅠＡ 講義 　

　 　 ソーシャルワーク特論ⅠＢ 講義 　

　 　 ソーシャルワーク特論ⅡＡ 講義 　

　 　 ソーシャルワーク特論ⅡＢ 講義 　

　 　 ソーシャルワーク特論ⅢＡ 講義 　

　 　 ソーシャルワーク特論ⅢＢ 講義 　

　 　 ソーシャルワーク特論ⅣＡ 講義 　

　 　 ソーシャルワーク特論ⅣＢ 講義 　

社会福祉実務演習Ａ 演習

社会福祉実務演習Ｂ 演習

　 　 社会福祉学研究指導ⅠＡ 　 　

　 　 社会福祉学研究指導ⅠＢ 　 　

　 　 社会福祉学研究指導ⅡＡ 　 　

　 　 社会福祉学研究指導ⅡＢ 　 　

　 　 社会福祉学研究指導ⅢＡ 　 　

　 　 社会福祉学研究指導ⅢＢ 　 　

　 　 社会福祉学研究指導ⅣＡ 　 　

　 　 社会福祉学研究指導ⅣＢ 　 　

　 　 社会福祉学研究指導ⅤＡ 　 　

　 　 社会福祉学研究指導ⅤＢ 　 　

　 　 社会福祉学研究指導ⅥＡ 　 　

　 　 社会福祉学研究指導ⅥＢ 　 　

　 　 社会福祉学研究指導ⅦＡ 　 　

　 　 社会福祉学研究指導ⅦＢ 　 　

　 　 社会福祉学研究指導ⅧＡ 　 　

社会福祉学研究指導ⅧＢ

社会福祉学研究指導ⅨＡ

　 　 社会福祉学研究指導ⅨＢ 　 　

　 福祉社会システム専攻 福祉社会システム基礎特論Ⅰ 講義 　

　 福祉社会システム基礎特論Ⅱ 講義 　

　 　 福祉社会システム基礎特論Ⅲ 講義 　

　 　 福祉社会システム基礎特論Ⅳ 講義 　

　 　 福祉社会システム基礎特論Ⅴ 講義 　

　 　 福祉社会システム基礎特論Ⅵ 講義 　

　 　 福祉社会システム基礎特論Ⅶ 講義 　

　 　 地域社会システム特論ⅠＡ 講義 　

　 　 地域社会システム特論ⅠＢ 講義 　

　 　 地域社会システム特論ⅡＡ 講義 　

　 　 地域社会システム特論ⅡＢ 講義 　

　 　 地域社会システム特論ⅢＡ 講義 　

　 　 地域社会システム特論ⅢＢ 講義 　

　 　 地域社会システム特論ⅣＡ 講義 　

　 　 地域社会システム特論ⅣＢ 講義 　
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　 　 地域社会システム特論Ⅴ 講義 　

　 　 地域社会システム特論Ⅵ 講義 　

　 　 地域社会システム特論Ⅶ 講義 　

　 　 地域社会システム特論Ⅷ 講義 　

　 　 地域社会システム特論Ⅸ 講義 　

　 　 地域社会システム特論Ⅹ 講義 　

　 　 地域社会システム特論ⅩⅠ 講義 　

　 　 地域社会システム特論ⅩⅡ 講義 　

　 　 保健福祉システム特論ⅠＡ 講義 　

　 　 保健福祉システム特論ⅠＢ 講義 　

　 　 保健福祉システム特論ⅡＡ 講義 　

　 　 保健福祉システム特論ⅡＢ 講義 　

　 　 保健福祉システム特論Ⅲ 講義 　

　 　 保健福祉システム特論Ⅳ 講義 　

　 　 保健福祉システム特論Ⅴ 講義 　

　 　 保健福祉システム特論Ⅵ 講義 　

　 　 保健福祉システム特論Ⅶ 講義 　

　 　 保健福祉システム特論Ⅷ 講義 　

　 　 保健福祉システム特論Ⅸ 講義 　

保健福祉システム特論Ⅹ 講義

保健福祉システム特論ⅩⅠ 講義

　 　 地域福祉システム特論ⅠＡ 講義 　

　 　 地域福祉システム特論ⅠＢ 講義 　

　 　 地域福祉システム特論ⅡＡ 講義 　

　 　 地域福祉システム特論ⅡＢ 講義 　

　 　 地域福祉システム特論ⅢＡ 講義 　

　 　 地域福祉システム特論ⅢＢ 講義 　

　 　 地域福祉システム特論Ⅳ 講義 　

　 　 地域福祉システム特論Ⅴ 講義 　

　 　 地域福祉システム特論Ⅵ 講義 　

　 　 地域福祉システム特論Ⅶ 講義 　

　 　 地域福祉システム特論Ⅷ 講義 　

地域福祉システム特論Ⅸ 講義

　 　 福祉社会システム研究指導ⅠＡ 　 　

　 　 福祉社会システム研究指導ⅠＢ 　 　

　 　 福祉社会システム研究指導ⅡＡ 　 　

　 　 福祉社会システム研究指導ⅡＢ 　 　

　 　 福祉社会システム研究指導ⅢＡ 　 　

　 　 福祉社会システム研究指導ⅢＢ 　 　

　 　 福祉社会システム研究指導ⅣＡ 　 　

　 　 福祉社会システム研究指導ⅣＢ 　 　

　 　 福祉社会システム研究指導ⅤＡ 　 　

　 　 福祉社会システム研究指導ⅤＢ 　 　

　 　 福祉社会システム研究指導ⅥＡ 　 　

　 　 福祉社会システム研究指導ⅥＢ 　 　

　 　 福祉社会システム研究指導ⅦＡ 　 　

　 　 福祉社会システム研究指導ⅦＢ 　 　

　 　 福祉社会システム研究指導ⅧＡ 　 　

　 　 福祉社会システム研究指導ⅧＢ 　 　

　 　 福祉社会システム研究指導ⅨＡ 　 　

　 　 福祉社会システム研究指導ⅨＢ 　 　

福祉社会システム研究指導ⅩＡ

福祉社会システム研究指導ⅩＢ

　 ヒューマンデザイン基礎特論Ⅰ 講義 　

　 ヒューマンデザイン基礎特論Ⅱ 講義 　

ヒューマンデザイン実践研究Ａ 講義

ヒューマンデザイン実践研究Ｂ 講義

アジア福祉社会調査演習Ⅰ 演習

ヒューマンデザイン専
攻
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アジア福祉社会調査演習Ⅱ 演習

　 　 子ども支援学特論ⅠＡ 講義 　

　 　 子ども支援学特論ⅠＢ 講義 　

　 　 子ども支援学特論ⅡＡ 講義 　

　 　 子ども支援学特論ⅡＢ 講義 　

　 　 子ども支援学特論ⅢＡ 講義 　

　 　 子ども支援学特論ⅢＢ 講義 　

　 　 子ども支援学特論ⅣＡ 講義 　

　 　 子ども支援学特論ⅣＢ 講義 　

　 　 子ども支援学特論ⅤＡ 講義 　

　 　 子ども支援学特論ⅤＢ 講義 　

　 　 子ども支援学特論ⅥＡ 講義 　

　 　 子ども支援学特論ⅥＢ 講義 　

　 　 子ども支援学特論ⅦＡ 講義 　

　 　 子ども支援学特論ⅦＢ 講義 　

　 　 子ども支援学特論Ⅷ 講義 　

　 　 子ども支援学特論Ⅸ 講義 　

　 　 子ども支援学特論ⅩＡ 講義 　

　 　 子ども支援学特論ⅩＢ 講義 　

　 　 子ども支援学特論ⅩⅠＡ 講義 　

　 　 子ども支援学特論ⅩⅠＢ 講義 　

　 　 子ども支援学特論ⅩⅡＡ 講義 　

　 　 子ども支援学特論ⅩⅡＢ 講義 　

子ども支援学特論ⅩⅢＡ 講義

子ども支援学特論ⅩⅢＢ 講義

　 　 高齢者・障害者支援学特論ⅠＡ 講義 　

　 　 高齢者・障害者支援学特論ⅠＢ 講義 　

　 　 高齢者・障害者支援学特論ⅡＡ 講義 　

　 　 高齢者・障害者支援学特論ⅡＢ 講義 　

　 　 高齢者・障害者支援学特論ⅢＡ 講義 　

　 　 高齢者・障害者支援学特論ⅢＢ 講義 　

　 　 高齢者・障害者支援学特論ⅣＡ 講義 　

　 　 高齢者・障害者支援学特論ⅣＢ 講義 　

　 　 高齢者・障害者支援学特論ⅤＡ 講義 　

　 　 高齢者・障害者支援学特論ⅤＢ 講義 　

　 　 高齢者・障害者支援学特論Ⅵ 講義 　

　 　 高齢者・障害者支援学特論Ⅶ 講義 　

　 　 高齢者・障害者支援学特論Ⅷ 講義 　

　 　 高齢者・障害者支援学特論Ⅸ 講義 　

高齢者・障害者支援学特論ⅩＡ 講義

高齢者・障害者支援学特論ⅩＢ 講義

高齢者・障害者支援学特論ⅩⅠＡ 講義

高齢者・障害者支援学特論ⅩⅠＢ 講義

　 　 健康デザイン学特論ⅠＡ 講義 　

　 　 健康デザイン学特論ⅠＢ 講義 　

　 　 健康デザイン学特論ⅡＡ 講義 　

　 　 健康デザイン学特論ⅡＢ 講義 　

　 　 健康デザイン学特論ⅢＡ 講義 　

　 　 健康デザイン学特論ⅢＢ 講義 　

　 　 健康デザイン学特論ⅣＡ 講義 　

　 　 健康デザイン学特論ⅣＢ 講義 　

　 　 健康デザイン学特論ⅤＡ 講義 　

　 　 健康デザイン学特論ⅤＢ 講義 　

　 　 健康デザイン学特論ⅥＡ 講義 　

　 　 健康デザイン学特論ⅥＢ 講義 　

　 　 健康デザイン学特論ⅦＡ 講義 　

　 　 健康デザイン学特論ⅦＢ 講義 　

健康デザイン学特論ⅧＡ 講義 2
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健康デザイン学特論ⅧＢ 講義

　 　 ヒューマンデザイン研究指導ⅠＡ 　 　

　 　 ヒューマンデザイン研究指導ⅠＢ 　 　

　 　 ヒューマンデザイン研究指導ⅡＡ 　 　

　 　 ヒューマンデザイン研究指導ⅡＢ 　

　

必修 選択

人間環境デザイン専攻 人間環境デザイン基礎特論 講義 2

　 まちづくり特論 講義 2

建築計画特論 講義 2

生活空間計画特論 講義 2

　 医療福祉建築特論 講義 2

　 建築設計特論 講義 2

　 建築意匠特論 講義 2

　 建築構法特論 講義 2

　 建築環境特論 講義 2

　 生活支援工学特論 講義 2

　 生活支援デザイン特論 講義 2

　 生活支援ロボット工学特論 講義 2

　 住居計画特論 講義 2

　 コミュニケーション支援技術特論 講義 2

　 製品デザイン特論 講義 2

　 アクセシブルコミュニケーション特論 講義 2

　 インテリアデザイン特論 講義 2

　 ヒューマンインターフェイス特論 講義 2

　 認知心理学特論 講義 2

産学協同特別実習ⅠＡ 演習 2

産学協同特別実習ⅠＢ 演習 2

産学協同特別実習Ⅱ 演習 2

建築計画特別演習Ａ 演習 2

建築計画特別演習Ｂ 演習 2

建築設計特別演習Ａ 演習 2

　 建築設計特別演習Ｂ 演習 2

生活支援デザイン特別演習Ａ 演習 2

生活支援デザイン特別演習Ｂ 演習 2

製品デザイン特別演習Ａ 演習 2

製品デザイン特別演習Ｂ 演習 2

人間環境デザイン学研究指導ⅠＡ 2

人間環境デザイン学研究指導ⅠＢ 2

人間環境デザイン学研究指導ⅡＡ 2

人間環境デザイン学研究指導ⅡＢ 2

　　(２)　履修方法

　　　１　博士前期課程又は修士課程においては、２カ年以上在学し、授業科目の中から30単位以上を履修しなけ

　　　　ればならない。

　　　２　授業科目の履修に当たっては、指導教授の指示を受けなければならない。

　　　３　指導教授が研究指導上必要と認めた場合は、他の専攻若しくは他の研究科又は交流協定校の授業科目の

　　　　中から履修することができる。

　　　　　ただし、授業科目の履修は、通算10単位を限度とし、その手続きは、別に定める。

　　　４　修士論文の作成に当たっては、指導教授の研究指導を受けなければならない。

　　　５　福祉社会システム専攻において、第12条の特定の課題についての研究成果により審査を受けようとする

　　　　者は、36単位以上を修得し、特定の課題についての研究の成果（400字30枚以上のもの３本）により審査を

　　　　受けることとする。

　　　６　ヒューマンデザイン専攻及び人間環境デザイン専攻において、第12条の特定の課題についての研究の成

　　　　果により審査を受けようとする者は、30単位以上を修得し、特定の課題についての研究の成果により審査

　　　　を受けることとする。

10　学際・融合科学研究科

　　(１)　授業科目・単位数及び研究指導

専攻名 授業科目・研究指導
講義・演習
の別

単位
備考

2
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研究科名 専攻名 授業科目・研究指導
講義・演習
の別

備考

学際・融合科学研究科 バイオ・ナノサイエンス融合概論 講義

科学技術英語 講義

基礎数学 講義

基礎物理 講義

基礎化学 講義

基礎バイオテクノロジー 講義

極限環境微生物学 講義

ナノエレクトロニクス 講義

ナノ材料概論 講義

生体材料およびナノテクノロジー 講義

微生物学 講義

先端機器ワークショップ I 実験・実習

先端機器ワークショップ II 実験・実習

ウェブ教育I 演習

ウェブ教育II 演習

バイオ・ナノサイエンス融合研究Ⅰ 演習

バイオ・ナノサイエンス融合研究Ⅱ 演習

バイオ・ナノサイエンス融合研究Ⅲ 演習

バイオ・ナノサイエンス融合研究Ⅳ 演習

バイオ・ナノサイエンス融合輪講Ⅰ 演習

バイオ・ナノサイエンス融合輪講Ⅱ 演習

バイオ・ナノサイエンス融合輪講Ⅲ 演習

バイオ・ナノサイエンス融合輪講Ⅳ 演習

　　(２)　履修方法

　　　１　博士前期課程においては、２カ年以上在学し、授業科目の中から必修・選択授業科目を合わせて30単位

　　　　以上を履修しなければならない。

　　　２　授業科目の履修に当たっては、指導教授の指示を受けなければならない。

　　　３　指導教授が研究指導上必要と認めた場合は、他の専攻若しくは他の研究科又は交流協定校の授業科目の

　　　　中から履修することができる。

　　　　　ただし、授業科目の履修は通算10単位を限度とし、その手続きは別に定める。

　　　４　修士論文の作成に当たっては、指導教授の研究指導を受けなければならない。

○博士後期課程

１　文学研究科

　　(１)　授業科目及び研究指導

 研究科名 専攻名 授業科目・研究指導
講義・演習
の別

備考

文学研究科 哲学専攻 哲学特殊研究Ⅰ 講義 　

　 哲学特殊研究Ⅱ 講義 　

　 　 哲学特殊研究Ⅲ 講義 　

　 　 哲学特殊研究Ⅳ 講義 　

　 　 哲学特殊研究Ⅴ 講義 　

　 　 哲学特殊研究Ⅵ 講義 　

　 　 哲学特殊研究Ⅶ 講義 　

　 　 哲学特殊研究Ⅷ 講義 　

　 　 哲学研究指導Ⅰ 　 　

　 　 哲学研究指導Ⅱ 　 　

　 　 哲学研究指導Ⅲ 　 　

　 　 哲学研究指導Ⅳ 　 　

　 　 哲学研究指導Ⅴ 　 　

　 　 哲学研究指導Ⅵ 　 　

　 仏教学専攻 〔インド哲学領域〕 　

　 　 インド哲学特殊研究Ⅰ 講義 　

　 　 インド哲学特殊研究Ⅱ 講義 　

　 　 インド哲学特殊研究Ⅲ 講義 　

　 　 〔仏教学領域〕 　 　

　 　 仏教学特殊研究Ⅰ 講義 　

4

4

　

　

　

　

単位

単位

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

バイオ・ナノサイエン
ス融合専攻

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

4

4

4

4

4

4

　

4

　

　

　

4

4

4
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　 　 仏教学特殊研究Ⅱ 講義 　

　 　 仏教学特殊研究Ⅲ 講義 　

　 　 仏教学特殊研究Ⅳ 講義 　

　 　 インド哲学研究指導Ⅰ 　 　

　 　 インド哲学研究指導Ⅱ 　 　

　 　 インド哲学研究指導Ⅲ 　 　

　 　 仏教学研究指導Ⅰ 　 　

　 　 仏教学研究指導Ⅱ 　 　

　 　 仏教学研究指導Ⅲ 　 　

　 　 仏教学研究指導Ⅳ 　

　 国文学専攻 国文学特殊研究Ⅰ 講義 　

　 　 国文学特殊研究Ⅱ 講義 　

　 　 国文学特殊研究Ⅲ 講義 　

　 　 国文学特殊研究Ⅳ 講義 　

　 　 国文学特殊研究Ⅴ 講義 　

　 　 国文学特殊研究Ⅵ 講義 　

　 　 国文学特殊研究Ⅶ 講義 　

　 　 国文学特殊研究Ⅷ 講義 　

　 　 国文学特殊研究Ⅸ 講義 　

　 　 国文学特殊研究Ⅹ 講義 　

　 　 国文学特殊研究ⅩⅠ 講義 　

　 　 国文学特殊研究ⅩⅡ 講義 　

　 　 国文学特殊研究ⅩⅢ 講義 　

国文学特殊研究ⅩⅣ 講義

　 　 国語学特殊研究Ⅰ 講義 　

　 　 国語学特殊研究Ⅱ 講義 　

　 　 国語学特殊研究Ⅲ 講義 　

　 　 国語学特殊研究Ⅳ 講義 　

　 　 国文学研究指導Ⅰ 　 　

　 　 国文学研究指導Ⅱ 　 　

　 　 国文学研究指導Ⅲ 　 　

　 　 国文学研究指導Ⅳ 　 　

　 　 国文学研究指導Ⅴ 　 　

　 　 国文学研究指導Ⅵ 　 　

　 　 国文学研究指導Ⅶ 　 　

国文学研究指導Ⅷ 　

　 　 国語学研究指導Ⅰ 　 　

　 　 国語学研究指導Ⅱ 　 　

　 中国哲学専攻 中国哲学特殊研究Ⅰ 講義 　

　 　 中国哲学特殊研究Ⅱ 講義 　

　 　 中国哲学特殊研究Ⅲ 講義 　

　 　 中国哲学特殊研究Ⅳ 講義 　

　 　 中国哲学特殊研究Ⅴ 講義 　

　 　 中国哲学研究指導Ⅰ 　 　

　 　 中国哲学研究指導Ⅱ 　 　

　 　 中国哲学研究指導Ⅲ 　 　

　 　 中国哲学研究指導Ⅳ 　 　

　 　 中国哲学研究指導Ⅴ 　 　

　 英文学専攻 英文学特殊研究Ⅰ 講義 　

　 　 英文学特殊研究Ⅱ 講義 　

　 　 英文学特殊研究Ⅲ 講義 　

　 　 米文学特殊研究Ⅰ 講義 　

　 　 米文学特殊研究Ⅱ 講義 　

　 　 比較文学特殊研究 講義 　

　 　 英語学特殊研究Ⅰ 講義 　

　 　 英語学特殊研究Ⅱ 講義 　

　 　 英文学研究指導Ⅰ 　 　

　 　 英文学研究指導Ⅱ 　 　
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　 　 米文学研究指導Ⅰ 　 　

　 　 米文学研究指導Ⅱ 　 　

　 　 比較文学研究指導 　 　

　 　 英語学研究指導Ⅰ 　 　

　 　 英語学研究指導Ⅱ 　 　

　 史学専攻 日本史学特殊研究Ⅰ 講義 　

　 　 日本史学特殊研究Ⅱ 講義 　

　 　 日本史学特殊研究Ⅲ 講義 　

　 　 日本史学特殊研究Ⅳ 講義 　

　 　 日本史学特殊研究Ⅴ 講義 　

　 　 東洋史学特殊研究Ⅰ 講義 　

　 　 東洋史学特殊研究Ⅱ 講義 　

　 　 東洋史学特殊研究Ⅲ 講義 　

　 　 西洋史学特殊研究Ⅰ 講義 　

　 　 西洋史学特殊研究Ⅱ 講義 　

　 　 西洋史学特殊研究Ⅲ 講義 　

　 　 日本史学研究指導Ⅰ 　 　

　 　 日本史学研究指導Ⅱ 　 　

　 　 日本史学研究指導Ⅲ 　 　

　 　 日本史学研究指導Ⅳ 　 　

　 　 日本史学研究指導Ⅴ 　 　

　 　 東洋史学研究指導Ⅰ 　 　

　 　 東洋史学研究指導Ⅱ 　 　

　 　 東洋史学研究指導Ⅲ 　 　

　 　 西洋史学研究指導Ⅰ 　 　

　 　 西洋史学研究指導Ⅱ 　 　

　 　 西洋史学研究指導Ⅲ 　 　

　 教育学専攻 教育学特殊研究Ⅰ 講義 　

　 　 教育学特殊研究Ⅱ 講義 　

　 　 教育学特殊研究Ⅲ 講義 　

　 　 教育学特殊研究Ⅳ 講義 　

　 　 教育学特殊研究Ⅴ 講義 　

　 　 教育学特殊研究Ⅵ 講義 　

　 　 教育学特殊研究Ⅶ 講義 　

　 　 教育学研究指導Ⅰ 　 　

　 　 教育学研究指導Ⅱ 　 　

　 　 教育学研究指導Ⅲ 　 　

　 　 教育学研究指導Ⅳ 　 　

　 　 教育学研究指導Ⅴ 　 　

　 　 教育学研究指導Ⅵ 　 　

　 　 教育学研究指導Ⅶ 　 　

　 英語文化特殊研究 講義 　

　 英語構造分析特殊研究 講義 　

　 日英対照語学特殊研究 講義 　

　 　 テクスト理論特殊研究 講義 　

　 　 英語コミュニケーション特殊研究 講義 　

　 　 グローバル英語教育特殊研究 講義 　

　 　 英語文化研究指導 　 　

　 　 英語構造分析研究指導 　 　

　 　 日英対照語学研究指導 　 　

　 　 テクスト理論研究指導 　 　

　 　 英語コミュニケーション研究指導 　 　

　 　 グローバル英語教育研究指導 　

　　(２)　履修方法

　　　１　博士論文の作成に当たっては、指導教授の研究指導を受けなければならない。

　　　２　授業科目は、指導教授の指示により履修することができる。

　　　３　指導教授が研究指導上必要と認めた場合は、他の専攻若しくは他の研究科の授業科目を履修することが

　　　　できる。

英語コミュニケーショ
ン専攻

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

4

4

4

4

　

　

　

　

　

4

4

4

　

　

　

　

　

　

4

4

4

4

　

　

4

4

4

4

4

4

　

　

　

　

　

4
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２　社会学研究科

 　　(１)　授業科目及び研究指導

研究科名 専攻名 授業科目・研究指導
講義・演習
の別

備考

社会学研究科 社会学専攻 社会学特殊研究Ⅰ 講義 　

　 社会学特殊研究Ⅱ 講義 　

　 　 社会学特殊研究Ⅲ 講義 　

　 　 社会学特殊研究Ⅳ 講義 　

　 　 社会学特殊研究Ⅴ 講義 　

　 　 文化人類学特殊研究 講義 　

　 　 社会情報学特殊研究Ⅰ 講義 　

　 　 社会情報学特殊研究Ⅱ 講義 　

　 　 社会心理学特殊研究Ⅰ 講義 　

　 　 社会心理学特殊研究Ⅱ 講義 　

　 　 社会学研究指導Ⅰ 　 　

　 　 社会学研究指導Ⅱ 　 　

　 　 社会学研究指導Ⅲ 　 　

　 　 社会学研究指導Ⅳ 　 　

　 　 文化人類学研究指導 　 　

　 　 社会情報学研究指導Ⅰ 　 　

　 　 社会情報学研究指導Ⅱ 　 　

　 　 社会心理学研究指導Ⅰ 　 　

　 　 社会心理学研究指導Ⅱ 　 　

　 社会心理学専攻 社会心理学特殊研究Ⅰ 講義 　

　 社会心理学特殊研究Ⅱ 講義 　

　 　 社会心理学特殊研究Ⅲ 講義 　

　 　 社会心理学特殊研究Ⅳ 講義 　

　 　 社会心理学特殊研究Ⅴ 講義 　

　 　 社会心理学特殊研究Ⅵ 講義 　

　 　 社会心理学特殊研究Ⅶ 講義 　

　 　 社会心理学特殊研究Ⅷ 講義 　

　 　 社会心理学特殊研究Ⅸ 講義 　

　 　 社会心理学研究指導Ⅰ 　 　

　 　 社会心理学研究指導Ⅱ 　 　

　 　 社会心理学研究指導Ⅲ 　 　

　 　 社会心理学研究指導Ⅳ 　 　

　 　 社会心理学総合研究 演習 　

　　(２)　履修方法

　　　１　博士論文の作成に当たっては、指導教授の研究指導を受けなければならない。

　　　２　授業科目は、指導教授の指示により履修することができる。

　　　３　指導教授が研究指導上必要と認めた場合は、他の専攻若しくは他の研究科の授業科目を履修することが

　　　　できる。

３　法学研究科

 　　(１)　授業科目及び研究指導

研究科名 専攻名 授業科目・研究指導
講義・演習
の別

備考

法学研究科 私法学専攻 民法特殊研究Ⅰ 講義 　

　 　 民法特殊研究Ⅱ 講義 　

　 　 民法特殊演習Ⅰ 演習 　

　 　 民法特殊演習Ⅱ 演習 　

　 　 民法特殊演習Ⅲ 演習 　

　 　 民法特殊演習Ⅳ 演習 　

　 　 商法特殊研究Ⅰ 講義 　

　 　 商法特殊研究Ⅱ 講義 　

　 　 商法特殊演習Ⅰ 演習 　

　 　 商法特殊演習Ⅱ 演習 　

　 　 企業法特殊演習 演習 　

　 　 民事訴訟法特殊研究 講義 　

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

　

　

2

単位

4

4

4

4

4

4

　

　

　

4

4

4

4

4

　

　

　

　

　

　

4

4

4

4

　

　

4

4

4

4

4

4

単位
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　 　 民事訴訟法特殊演習Ⅰ 演習 　

　 　 民事訴訟法特殊演習Ⅱ 演習 　

　 　 比較法学特殊研究 講義 　

　 　 国際私法特殊研究 講義 　

　 　 知的財産権法特殊演習 演習 　

　 　 労働法特殊演習 演習 　

　 　 経済法特殊演習 演習 　

　 　 英米財産法特殊研究 講義 　

倒産法特殊研究 講義

　 　 民法研究指導Ⅰ 　 　

　 　 民法研究指導Ⅱ 　 　

　 　 民法研究指導Ⅲ 　 　

　 　 民法研究指導Ⅳ 　 　

　 　 商法研究指導Ⅰ 　 　

　 　 商法研究指導Ⅱ 　 　

　 　 民事訴訟法研究指導Ⅰ 　 　

　 　 民事訴訟法研究指導Ⅱ 　 　

　 　 企業法研究指導 　 　

　 　 国際私法研究指導 　 　

　 　 知的財産権法研究指導 　 　

　 　 労働法研究指導 　 　

　 　 経済法研究指導 　 　

　 公法学専攻 憲法特殊研究Ⅰ 演習 　

　 　 憲法特殊研究Ⅱ 演習 　

　 　 憲法特殊研究Ⅲ 演習 　

　 　 国際公法特殊研究 講義 　

　 　 政治学特殊研究 演習 　

　 　 比較法思想史特殊研究 講義 　

　 　 法哲学特殊研究 講義 　

　 　 行政法特殊研究Ⅰ 演習 　

　 　 行政法特殊研究Ⅱ 演習 　

　 　 行政学特殊研究 演習 　

　 　 租税法特殊研究 講義 　

　 　 社会保障法特殊研究 講義 　

　 　 刑法特殊研究Ⅰ 講義 　

　 　 刑法特殊研究Ⅱ 演習 　

　 　 刑事訴訟法特殊研究 演習 　

　 　 刑事政策特殊研究 講義 　

　 　 憲法研究指導Ⅰ 　 　

　 　 憲法研究指導Ⅱ 　 　

　 　 憲法研究指導Ⅲ 　 　

国際公法研究指導

　 　 政治学研究指導 　 　

　 　 行政法研究指導Ⅰ 　 　

　 　 行政法研究指導Ⅱ 　 　

　 　 行政学研究指導 　 　

　 　 刑法研究指導 　 　

　 　 刑事訴訟法研究指導 　 　

　 　 租税法研究指導 　 　

　　(２)　履修方法

　　　１　博士論文の作成に当たっては、指導教授の研究指導を受けなければならない。

　　　２　授業科目は、指導教授の指示により履修することができる。

　　　３　指導教授が研究指導上必要と認めた場合は、他の専攻若しくは他の研究科の授業科目を履修することが

　　　　できる。

４　経営学研究科

 　　(１)　授業科目及び研究指導

研究科名 専攻名 授業科目・研究指導
講義・演習
の別

備考

　

　

　

　

　

単位

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

4

　

　

　

　

　

4

4

4

4

4

4

4

4
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経営学研究科 経営学専攻 経営学特殊研究Ａ 講義

経営学特殊研究Ｂ 講義

経営組織論特殊研究Ａ 講義

経営組織論特殊研究Ｂ 講義

経営史特殊研究Ａ 講義

経営史特殊研究Ｂ 講義

経営管理論特殊研究Ａ 講義

経営管理論特殊研究Ｂ 講義

経営財務論特殊研究Ａ 講義

経営財務論特殊研究Ｂ 講義

意思決定システム論特殊研究Ａ 講義

意思決定システム論特殊研究Ｂ 講義

企業論特殊研究Ａ 講義

企業論特殊研究Ｂ 講義

税務会計論特殊研究Ａ 講義

税務会計論特殊研究Ｂ 講義

財務会計論特殊研究Ａ 講義

財務会計論特殊研究Ｂ 講義

監査論特殊研究Ａ 講義

監査論特殊研究Ｂ 講義

商業史特殊研究Ａ 講義

商業史特殊研究Ｂ 講義

証券論特殊研究Ａ 講義

証券論特殊研究Ｂ 講義

マーケティング論特殊研究Ａ 講義

マーケティング論特殊研究Ｂ 講義

経営学研究指導Ａ

経営学研究指導Ｂ

経営組織論研究指導Ａ

経営組織論研究指導Ｂ

経営史研究指導Ａ

経営史研究指導Ｂ

経営管理論研究指導Ａ

経営管理論研究指導Ｂ

経営財務論研究指導Ａ

経営財務論研究指導Ｂ

意思決定システム論研究指導Ａ

意思決定システム論研究指導Ｂ

企業論研究指導Ａ

企業論研究指導Ｂ

税務会計論研究指導Ａ

税務会計論研究指導Ｂ

財務会計論研究指導Ａ

財務会計論研究指導Ｂ

監査論研究指導Ａ

監査論研究指導Ｂ

商業史研究指導Ａ

商業史研究指導Ｂ

証券論研究指導Ａ

証券論研究指導Ｂ

マーケティング論研究指導Ａ

マーケティング論研究指導Ｂ

中小企業経営論特殊研究 講義

人的資源管理論特殊研究 講義

経営学特殊研究 講義

経営財務論特殊研究 講義

公益企業経営論特殊研究 講義

財務会計論特殊研究 講義

ビジネス・会計ファイ
ナンス専攻

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2
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税務会計論特殊研究 講義

監査論特殊研究 講義

金融システム論特殊研究 講義

ファイナンス論特殊研究 講義

生産システム論特殊研究 講義

経営学研究指導ⅠＡ

経営学研究指導ⅠＢ

経営学研究指導ⅡＡ

経営学研究指導ⅡＢ

経営学研究指導ⅢＡ

経営学研究指導ⅢＢ

経営学研究指導ⅣＡ

経営学研究指導ⅣＢ

経営学研究指導ⅤＡ

経営学研究指導ⅤＢ

会計・ファイナンス論研究指導ⅠＡ

会計・ファイナンス論研究指導ⅠＢ

会計・ファイナンス論研究指導ⅡＡ

会計・ファイナンス論研究指導ⅡＢ

会計・ファイナンス論研究指導ⅢＡ

会計・ファイナンス論研究指導ⅢＢ

会計・ファイナンス論研究指導ⅣＡ

会計・ファイナンス論研究指導ⅣＢ

　　(２)　履修方法

　　　１　博士論文の作成に当たっては、指導教授の研究指導を受けなければならない。

　　　２　授業科目は、指導教授の指示により履修することができる。

　　　３　指導教授が研究指導上必要と認めた場合は、他の専攻若しくは他の研究科の授業科目を履修することが

　　　　できる。

５　工学研究科

　　(１)　授業科目及び研究指導

研究科名 専攻名 授業科目・研究指導
講義・実験
の別

備考

工学研究科 機能システム専攻 機能システム特殊研究Ⅰ 講義・実験 　

　 機能システム特殊研究Ⅱ 講義・実験 　

　 　 機能システム特殊研究Ⅲ 講義・実験 　

　 　 機能システム特殊研究Ⅳ 講義・実験 　

　 　 機能システム特殊研究Ⅴ 講義・実験 　

　 　 機能システム特殊研究Ⅵ 講義・実験 　

　 　 機能システム研究指導Ⅰ 　 　

　 　 機能システム研究指導Ⅱ 　 　

　 　 機能システム研究指導Ⅲ 　 　

　 　 機能システム研究指導Ⅳ 　 　

　 　 機能システム研究指導Ⅴ 　 　

　 　 機能システム研究指導Ⅵ 　 　

　 バイオ・応用化学専攻 バイオ・応用化学特殊研究Ⅰ 講義・実験 　

　 バイオ・応用化学特殊研究Ⅱ 講義・実験 　

　 　 バイオ・応用化学特殊研究Ⅲ 講義・実験 　

　 　 バイオ・応用化学特殊研究Ⅳ 講義・実験 　

　 　 バイオ・応用化学特殊研究Ⅴ 講義・実験 　

　 　 バイオ・応用化学特殊研究Ⅵ 講義・実験 　

　 　 バイオ・応用化学研究指導Ⅰ 　 　

　 　 バイオ・応用化学研究指導Ⅱ 　 　

　 　 バイオ・応用化学研究指導Ⅲ 　 　

　 　 バイオ・応用化学研究指導Ⅳ 　 　

　 　 バイオ・応用化学研究指導Ⅴ 　 　

　 　 バイオ・応用化学研究指導Ⅵ 　 　

　 環境・デザイン専攻 環境・デザイン特殊研究Ⅰ 講義・実験 　

　 環境・デザイン特殊研究Ⅱ 講義・実験 　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

2

2

2

2

　

　

単位

2

2

2

2

2

2

2
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　 　 環境・デザイン特殊研究Ⅲ 講義・実験 　

　 　 環境・デザイン特殊研究Ⅳ 講義・実験 　

　 　 環境・デザイン特殊研究Ⅴ 講義・実験 　

　 　 環境・デザイン特殊研究Ⅵ 講義・実験 　

　 　 環境・デザイン研究指導Ⅰ 　 　

　 　 環境・デザイン研究指導Ⅱ 　 　

　 　 環境・デザイン研究指導Ⅲ 　 　

　 　 環境・デザイン研究指導Ⅳ 　 　

　 　 環境・デザイン研究指導Ⅴ 　 　

　 　 環境・デザイン研究指導Ⅵ 　 　

　 情報システム専攻 情報システム特殊研究Ⅰ 講義・実験 　

　 情報システム特殊研究Ⅱ 講義・実験 　

　 　 情報システム特殊研究Ⅲ 講義・実験 　

　 　 情報システム特殊研究Ⅳ 講義・実験 　

　 　 情報システム特殊研究Ⅴ 講義・実験 　

　 　 情報システム特殊研究Ⅵ 講義・実験 　

　 　 情報システム研究指導Ⅰ 　 　

　 　 情報システム研究指導Ⅱ 　 　

　 　 情報システム研究指導Ⅲ 　 　

　 　 情報システム研究指導Ⅳ 　 　

　 　 情報システム研究指導Ⅴ 　 　

　 　 情報システム研究指導Ⅵ 　

　　(２)　履修方法

　　　１　博士論文の作成に当たっては、指導教授の研究指導を受けなければならない。

　　　２　授業科目は、指導教授の指示により履修することができる。

　　　３　指導教授が研究指導上必要と認めた場合は、他の専攻若しくは他の研究科の授業科目を履修することが

　　　　できる。

６　経済学研究科

 　　(１)　授業科目及び研究指導

研究科名 専攻名 授業科目・研究指導
講義・演習
の別

備考

経済学研究科 経済学専攻 労働経済論 講義

理論経済学演習 演習

　 理論経済学研究指導 　 　

　 　 現代政治経済学研究指導 　 　

　 　 日本経済史研究指導 　 　

　 　 経済学説史研究指導 　 　

　 　 統計・計量経済学研究指導 　 　

　 　 財政学研究指導Ⅰ 　 　

　 　 財政学研究指導Ⅱ 　 　

　 　 経済政策研究指導 　 　

　 　 金融論研究指導 　 　

　 　 農業経済研究指導 　 　

　 　 中小企業論研究指導 　 　

　 　 日本経済論研究指導 　 　

　 　 貿易論研究指導 　 　

　 　 地方財政論研究指導 　 　

　 　 西欧経済史研究指導 　 　

　 　 社会経済システム論総論研究指導 　 　

　 　 社会経済思想論研究指導 　 　

　 　 情報経済システム論研究指導 　 　

　 　 公共システム論研究指導 　 　

　 　 公共政策研究指導 　 　

　 　 環境経済論研究指導 　

環境経済学研究指導

労働経済論研究指導

　　　(２)　履修方法

　　１　博士論文の作成に当たっては、指導教授の研究指導を受けなければならない。
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　　２　授業科目は、指導教授の指示により履修することができる。

　　３　指導教授が研究指導上必要と認めた場合は、他の専攻若しくは他の研究科の授業科目を履修することが

　　　できる。

７　国際地域学研究科

　　(１)　授業科目・単位数及び研究指導

研究科名 専攻名 授業科目・研究指導
講義・演習
の別

備考

国際地域学研究科 国際地域学専攻 国際地域学特殊研究Ⅰ 演習

国際地域学特殊研究Ⅱ 演習 　

　 　 国際地域学特殊研究Ⅲ 演習 　

　 　 国際地域学特殊研究Ⅳ 演習 　

　 　 国際地域学特殊研究Ⅴ 演習 　

　 　 国際地域学特殊研究Ⅵ 演習 　

　 　 国際地域学研究指導 　

国際観光学専攻 国際観光学特殊研究Ⅰ 演習

国際観光学特殊研究Ⅱ 演習

国際観光学特殊研究Ⅲ 演習

国際観光学特殊研究Ⅳ 演習

国際観光学特殊研究Ⅴ 演習

国際観光学特殊研究Ⅵ 演習

国際観光学研究指導

　　(２)　履修方法

　　　１　博士論文の作成に当たっては、指導教授の研究指導を受けなければならない。

　　　２　授業科目は、指導教授の指示により履修することができる。

　　　３　指導教授が研究指導上必要と認めた場合は、他の専攻若しくは他の研究科の授業科目を履修することが

　　　　できる。

８　生命科学研究科

 　　(１)　授業科目・単位数及び研究指導

研究科名 専攻名 授業科目・研究指導
講義・実験
の別

備考

生命科学研究科 生命科学専攻 生命科学特殊研究Ⅰ 講義・実験

　 生命科学特殊研究Ⅱ 講義・実験 　

　 　 生命科学特殊研究Ⅲ 講義・実験 　

　 　 生命科学特殊研究Ⅳ 講義・実験 　

　 　 生命科学特殊研究Ⅴ 講義・実験 　

　 　 生命科学特殊研究Ⅵ 講義・実験 　

　 　 生命科学研究指導 　

　　(２)　履修方法

　　　１　博士論文の作成に当たっては、指導教授の研究指導を受けなければならない。

　　　２　授業科目は、指導教授の指示により履修することができる。

　　　３　指導教授が研究指導上必要と認めた場合は、他の専攻若しくは他の研究科の授業科目を履修することが

　　　　できる。

９　福祉社会デザイン研究科

 　　(１)　授業科目及び研究指導

研究科名 専攻名 授業科目・研究指導
講義・演習
の別

備考

福祉社会デザイン研究科社会福祉学専攻 社会福祉原理歴史研究ⅠＡ 講義 　

社会福祉原理歴史研究ⅠＢ 講義 　

　 社会福祉原理歴史研究ⅡＡ 講義 　

　 　 社会福祉原理歴史研究ⅡＢ 講義 　

　 　 社会福祉政策計画研究ⅠＡ 講義 　

　 　 社会福祉政策計画研究ⅠＢ 講義 　

　 　 社会福祉政策計画研究ⅡＡ 講義 　

　 　 社会福祉政策計画研究ⅡＢ 講義 　

　 　 社会福祉政策計画研究ⅢＡ 講義 　

　 　 社会福祉政策計画研究ⅢＢ 講義 　

　 　 社会福祉政策計画研究ⅣＡ 講義 　

　 　 社会福祉政策計画研究ⅣＢ 講義 　

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

単位
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2

単位

2

2
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2

2

2

2

2

2

2
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　 　 社会福祉政策計画研究ⅤＡ 講義 　

　 　 社会福祉政策計画研究ⅤＢ 講義 　

　 　 ソーシャルワーク研究ⅠＡ 講義 　

　 　 ソーシャルワーク研究ⅠＢ 講義 　

　 　 ソーシャルワーク研究ⅡＡ 講義 　

　 　 ソーシャルワーク研究ⅡＢ 講義 　

　 　 ソーシャルワーク研究ⅢＡ 講義 　

　 　 ソーシャルワーク研究ⅢＢ 講義 　

　 　 社会福祉学研究指導ⅠＡ 　 　

　 　 社会福祉学研究指導ⅠＢ 　 　

　 　 社会福祉学研究指導ⅡＡ 　 　

　 　 社会福祉学研究指導ⅡＢ 　 　

　 　 社会福祉学研究指導ⅢＡ 　 　

　 　 社会福祉学研究指導ⅢＢ 　 　

　 　 社会福祉学研究指導ⅣＡ 　 　

　 　 社会福祉学研究指導ⅣＢ 　 　

　 　 社会福祉学研究指導ⅤＡ 　 　

　 　 社会福祉学研究指導ⅤＢ 　 　

　 　 社会福祉学研究指導ⅥＡ 　 　

　 　 社会福祉学研究指導ⅥＢ 　 　

　 　 社会福祉学研究指導ⅦＡ 　 　

　 　 社会福祉学研究指導ⅦＢ 　 　

　 　 社会福祉学研究指導ⅧＡ 　 　

　 　 社会福祉学研究指導ⅧＢ 　 　

　 子ども支援学研究ⅠＡ 講義 　

　 子ども支援学研究ⅠＢ 講義 　

　 　 子ども支援学研究ⅡＡ 講義 　

　 　 子ども支援学研究ⅡＢ 講義 　

　 　 子ども支援学研究ⅢＡ 講義 　

　 　 子ども支援学研究ⅢＢ 講義 　

　 　 子ども支援学研究ⅣＡ 講義 　

　 　 子ども支援学研究ⅣＢ 講義 　

　 　 子ども支援学研究ⅤＡ 講義 　

　 　 子ども支援学研究ⅤＢ 講義 　

　 　 高齢者・障害者支援学研究ⅠＡ 講義 　

　 　 高齢者・障害者支援学研究ⅠＢ 講義 　

　 　 高齢者・障害者支援学研究ⅡＡ 講義 　

　 　 高齢者・障害者支援学研究ⅡＢ 講義 　

　 　 高齢者・障害者支援学研究ⅢＡ 講義 　

　 　 高齢者・障害者支援学研究ⅢＢ 講義 　

　 　 高齢者・障害者支援学研究Ⅳ 講義 　

　 　 高齢者・障害者支援学研究Ⅴ 講義 　

　 　 健康デザイン学研究ⅠＡ 講義 　

　 　 健康デザイン学研究ⅠＢ 講義 　

　 　 健康デザイン学研究ⅡＡ 講義 　

　 　 健康デザイン学研究ⅡＢ 講義 　

　 　 ヒューマンデザイン研究指導 　 　

　 人間環境デザイン専攻 人間環境デザイン学特殊研究Ⅰ 演習

人間環境デザイン学特殊研究Ⅱ 演習

人間環境デザイン学特殊研究Ⅲ 演習

人間環境デザイン学特殊研究Ⅳ 演習

人間環境デザイン学特殊研究Ⅴ 演習

人間環境デザイン学特殊研究Ⅵ 演習

人間環境デザイン学研究指導

　　(２)　履修方法

　　　１　博士論文の作成に当たっては、指導教授の研究指導を受けなければならない。

　　　２　授業科目は、指導教授の指示により履修することができる。

　　　３　指導教授が研究指導上必要と認めた場合は、他の専攻若しくは他の研究科の授業科目を履修することが

ヒューマンデザイン専
攻
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　　　　できる。

10　学際・融合科学研究科

 　(１)　授業科目・単位数及び研究指導

研究科名 専攻名 授業科目・研究指導
講義・実験
の別

備考

学際・融合科学研究科 バイオ・ナノサイエンス融合特殊研究Ⅰ 講義・実験 　

バイオ・ナノサイエンス融合特殊研究Ⅱ 講義・実験 　

　 バイオ・ナノサイエンス融合特殊研究Ⅲ 講義・実験 　

　 　 バイオ・ナノサイエンス融合特殊研究Ⅳ 講義・実験 　

　 　 バイオ・ナノサイエンス融合特殊研究Ⅴ 講義・実験 　

　 　 バイオ・ナノサイエンス融合特殊研究Ⅵ 講義・実験 　

　 　 バイオ・ナノサイエンス融合研究指導 　

　　(２)　履修方法

　　　１　博士論文の作成に当たっては、指導教授の研究指導を受けなければならない。

　　　２　授業科目は、指導教授の指示により履修することができる。

　　　３　指導教授が研究指導上必要と認めた場合は、他の専攻若しくは他の研究科の授業科目を履修することが

　　　　できる。

　

　

　

　

　

　

　

単位

バイオ・ナノサイエン
ス融合専攻
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別表第３

研究科・専攻 高等学校教諭専修免許状 中学校教諭専修免許状 その他

文学研究科 　 　 　

　哲学専攻 公民 社会 　

　仏教学専攻 公民・宗教 社会・宗教 　

　国文学専攻 国語 国語 　

　中国哲学専攻 国語 国語 　

　英文学専攻 英語 英語 　

　史学専攻 地理歴史 社会 　

　教育学専攻 地理歴史・公民 社会 特別支援学校
教諭専修免許状

　英語コミュニケーション専攻 英語 英語 　

社会学研究科 　 　 　

　社会学専攻 公民 社会 　

　社会心理学専攻 公民 　 　

法学研究科 　 　 　

　私法学専攻 公民 社会 　

　公法学専攻 公民 社会 　

経営学研究科 　 　 　

　経営学専攻 商業 　 　

工学研究科 　 　 　

　機能システム専攻 理科・工業 理科 　

　バイオ・応用化学専攻 理科 理科 　

　環境・デザイン専攻 工業 　 　

　情報システム専攻 情報 　 　

経済学研究科 　 　 　

　経済学専攻 地理歴史・公民 社会 　
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別表第４

（１）博士前期課程・修士課程

（単位：円）

文学、社会学、法学、経営学（ビ
ジネス・会計ファイナンス専攻中
小企業診断士登録養成コース除
く。）、経済学（公民連携専攻除
く。）、国際地域学、福祉社会デ
ザイン各研究科

工学、生命科学、学際・融合科学
各研究科

35,000 35,000

270,000 270,000

450,000 550,000

一般施設設備資金 90,000 130,000

　 120,000

選考料 20,000 20,000

登録料 10,000 10,000

科目等履修料（１科目につき） 43,000 43,000

（単位：円）

経営学研究科ビジネス・会計ファ
イナンス専攻中小企業診断士登録
養成コース

経済学研究科公民連携専攻

35,000 35,000

270,000 270,000

900,000 600,000

一般施設設備資金 90,000 300,000

160,000

選考料 20,000

登録料 10,000

科目等履修料（１科目につき） 43,000

（２）博士後期課程

（単位：円）

文学、社会学、法学、経営学、経
済学、国際地域学、福祉社会デザ
イン各研究科

工学、生命科学、学際・融合科学
各研究科

35,000 35,000

270,000 270,000

450,000 550,000

一般施設設備資金 70,000 80,000

120,000

選考料 20,000 20,000

登録料 10,000 10,000

科目等履修料（１科目につき）

委託学生並
びに科目等
履修生

　

入学検定料

入学金

授業料

実験実習費

委託学生並
びに科目等
履修生

委託学生並
びに科目等
履修生

　

入学検定料

入学金

授業料

実験実習費

　

入学検定料

入学金

授業料

実験実習費
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別表第５

（単位：円）

　 学位論文審査料

修士 5,000

博士甲 20,000

博士乙 (１)　20,000

　 (２)　200,000

（注、(１)は本大学院博士後期課程満期退学者、(２)は学外者）
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東洋大学大学院研究科委員会規程 

昭和54年４月１日 

施行 

  

 改正 平成８年７月１日 平成13年４月１日  

   平成15年４月１日 平成17年４月１日  

   平成19年４月１日 平成20年４月１日  

第１条 この規程は、大学院研究科委員会（以下「本委員会」という。）の組織・運営に関する事

項を定めるものである。 

第２条 本委員会は、次の者をもつて組織する。 

(１) 研究指導を担当する専任教員 

(２) 前項の外、必要に応じて授業を担当する専任教員及び学則第20条に規定する客員教授を加

えることができる。 

第３条 本委員会は、次の事項を審議する。 

(１) 研究科委員長の推薦に関すること。 

(２) 研究科委員の選出に関すること。 

(３) 入学、退学、休学及び修了等に関すること。 

(４) 単位認定試験に関すること。 

(５) 学位論文審査及び授与に関すること。 

(６) 学生の指導及び賞罰に関すること。 

(７) 教育課程に関すること。 

(８) 授業科目担当者の推薦に関すること。 

(９) 大学院教員資格審査に関すること。 

(10) 人材の養成及び教育研究上の目的の公表等に関すること。 

(11) 成績評価基準等の明示に関すること。 

(12) 教育内容の改善のための組織的な研修に関すること。 

(13) その他必要と認めること。 

２ 前項第10号ないし第12号については、各研究科専攻でこれを定め大学院研究科委員長会議及び

学長に報告するものとする。 

３ 前項において定めたもののうち、第10号については、別表に掲げるとおりとする。 

第４条 本委員会は、研究科委員長が毎月１回定期に招集する。ただし、必要に応じて臨時に開催

することができる。 

第５条 本委員会は、定員の３分の２以上出席しなければ、これを開くことができない。 

第６条 本委員会の議決は、出席者の過半数で決し、賛否同数の場合は、議長の決するところによ

る。 

第７条 本委員会の幹事は、大学院教務課長、書記は同課員をもつてこれにあてる。 

２ 工学研究科委員会、学際・融合科学研究科の幹事は、川越事務部教学課長、書記は同課員をも
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つてこれにあてる。 

３ 国際地域学研究科委員会、生命科学研究科委員会の幹事は、板倉事務部教学課長、書記は同課

員をもつてこれにあてる。 

附 則 

この規程は、昭和54年４月１日から施行する。 

附 則（平成８年規程第120号） 

この規程は、平成８年７月１日から施行する。 

附 則（平成13年規程第21号） 

この規程は、平成13年４月１日から施行する。 

附 則（平成15年規程第13号抄） 

この規程は、平成15年４月１日から施行する。 

附 則（平成17年規程第８号抄） 

１ この規程は、平成17年４月１日から施行する。 

附 則（平成18年規程第43号） 

１ この規程は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成20年規程第２号） 

この規程は、平成20年４月１日から施行する。 

別表 

東洋大学大学院 研究科・専攻の人材養成に関する目的及び教育研究上の目的 

  

研究科 専攻 目的  

 文学 哲学 理論哲学と実践哲学との区別された統合を理念として掲げ、この理念

を社会において実現する人材の養成を目的とする。 

博士前期課程 

哲学理論を核心に据えながらも、精神医学・身体医学などに渡る

多面的思考を要請される各種境界領域において、さまざまな人

的・知的資源を有効に組み立てることのできるコーディネータの

養成を目指す。 

博士後期課程 

テクスト研究・哲学史・解釈史研究を中軸に据え、伝統的な哲学

の場に立って現実社会に対して提言をする専門的研究者の養成

を目指す。 

  仏教学 インド・チベット・中国・日本等の仏教の思想・文化、及びインドの

思想・文化の分野において、高度の研究能力と豊かな学識ないし幅広

い教養を有し、現実社会の諸問題の解決策をも追究して、学界や社会

に大きく貢献できる研究者や専門家を育成することを目的とする。 

博士前期課程 

仏教の思想・文化、及びインドの思想・文化に関して、文献読解

や調査等のための十分な訓練や研究法等の教授を通じて、当該分
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野の専門的な研究者の育成を図るとともに、当該分野の幅広い教

養や語学を身につけ、それらを実社会での活動に活用・実践して

いけるような人材の育成を図る。 

博士後期課程 

仏教の思想・文化、及びインドの思想・文化に関して、卓越した

研究能力を一層涵養して、当該分野の自立しうる研究者の育成を

図るとともに、当該分野に係る高度な専門的業務に従事しうる豊

かな学識を備えた、有為の人材の育成を図る。 

  国文学 自国の言葉の枠として集積された文学文化遺産の研究実践を通じて、

現代に生起する文学文化事象に創造的に立ち会うための高度な研究

能力を養成することを目的とする。 

博士前期課程 

各自の研究課題を軸として広く専門分野の考究を体験し、専門研

究を生かした教職教員の育成や現代各界に要請される高度教養

人、高度職業人の養成を図る。 

博士後期課程 

専門知識を学術的に展開する研究者としての自立を促し、研究能

力を生かした国文学の業務に関わる教員及び高度な専門的業務

に従事する人材の育成を図る。 

  中国哲学 東アジア漢字文化圏の主役であった漢民族の哲学遺産を、その文学を

介在させて理解し、それが日本ではいかに活学されたのかを併せ考察

して、現代的な意義を明らかにする。 

博士前期課程 

特に原典読解力を涵養し、論議されている問題を的確に把握し、

それが歴史的にいかなる意味を持ち、今日的価値があるのか否か

を考察する力を養う。 

博士後期課程 

研究課題を哲学史の中で理解する演習に主力を注ぎ、研究論文を

作成する実力を付けさせ、研究者として自立できるように博学・

見識を涵養する。 

  英文学 英語の十分な運用能力と英米文化についての基礎的知識を有し、これ

を教育、研究或いは一般社会におけるその他の専門領域において活用

できる人材を養成することを目的とする。 

博士前期課程 

近代英語で書かれた文学テキストを読み、必要な文献を参照し

て、学術スタイルの論文・レポートを書くことができるようにし、

これを通して修了後の多方面なキャリアのために充分な英語運

用能力と英米文化についての基礎知識を身に付けさせる。具体的

には、中等教育の英語教員試験に合格する程度の能力を持たせる
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ことを指標とする。 

博士後期課程 

前期課程で養われた能力をさらに発展させ、英米文学・語学にお

いて博士号を取得できる水準の自立的研究能力を育成する。この

ために文学テキスト・語学資料はもちろん、多方面の研究書を読

みこなし、これらの諸資料を適切に処理することによって、独創

的な論文を書き、発表できる力を持てるよう指導する。こうして

得られた学識と英語力を生かして、主として高等教育（大学）レ

ベルの教職・研究職に就けるだけの能力を付けさせる。 

  史学 博士前期課程と博士後期課程の双方に、日本史学コース、東洋史学コ

ース、西洋史学コースの３コースを置き、史学を幅広く理解するとと

もに、専門領域を深く探求する機会を提供し、高度の専門性を持つ職

業人・教養人及び専門研究者の育成を目指している。 

博士前期課程 

学校教育、社会教育、並びに情報産業などの分野で活躍する人材

の育成と後期課程進学のための研究能力を培うことを目的とす

る。 

博士後期課程 

研究者として自立した研究活動を行うための学識を養うことを

目的とする。 

  教育学 社会における教育に関わる諸問題について幅広い視野から問題解決

に取り組む高度の専門性を有する職業人並びに当該問題についての

自立した研究能力を有する人材を育成することを目的とする。 

博士前期課程 

教育諸問題について広い視野に立つことを可能にする精深な学

識を授けるとともに、教育関連諸分野における実践的能力の育成

による高度の職業的専門性の形成を目的とする。 

博士後期課程 

教育諸問題について幅広い視野を習得し、自立できる研究能力の

形成を図るとともに、教育関連諸分野において指導的立場で活躍

できる高度の専門性を修得した人材の育成を図る。 

  英語コミ

ュニケー

ション 

異文化とコミュニケーションに対する自覚的な関心に根ざしつつ、高

度な英語能力を教育指導や実務に生かしうる実践的行動人を育成す

る。 

博士前期課程 

英語研究、英語教育及び英語コミュニケーションの分野でより高

度な知識と技能を身に付けさせ、高度専門職業人を養成すること

を目指す。 

博士後期課程 
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英語研究、英語教育及び英語コミュニケーションの分野におい

て、自立的に研究活動を行い、これらの分野で研究・教育を通し

て社会に貢献しうる人材の養成を目指す。 

社会学 社会学 高度な専門知識・能力を基盤に、現代社会の諸問題を解明し、その解

決のための施策を探求する優れた職業人、研究者、教育者の養成を目

的とする。 

博士前期課程 

現代社会の多様な問題の解明に係る３つのコース、現代社会学コ

ース、社会文化共生学コース、メディアコミュニケーション学コ

ースを設け、高度な専門知識・能力を身につけた研究者、及び高

度な能力を身に付けた専門職業人の養成を目指す。 

博士後期課程 

現代社会の多様な問題について、倫理性を重視しつつ、理論、実

証、応用にわたって、高度な専門的知識・能力により、国際的な

視野をもって独創的な研究を行う研究者及び大学教員の養成を

目指す。 

  社会心理

学 

家庭や職場など社会のあらゆる場面における人間の社会行動を深く

理解し、現代社会の諸問題を解決するために幅広く社会心理学の成果

を活用できる人材の育成を目指す。 

博士前期課程 

社会心理学の多様な知見に基づいてあらゆる社会状況における

人間行動を深く理解し、必要があればそれらを改善できる人材の

育成を目指す。そのための方法論として実証的研究の実践を重視

し、その基本的能力を養うことを目的とする。 

博士後期課程 

現代社会に生じるさまざまな問題に関心を持ち、その理解と解決

に向け、高度な専門的知識と能力をもとに研究と教育を行う優れ

た人材を養成することを目的とする。同時に、研究の倫理性及び

社会関連性を重視し、多様な研究法の習得、国際性の涵養に向け

た教育研究を推進する。 

法学 私法学 高度な実践的法学教育を目指すという大前提の下に、私法学分野にお

ける法理論と法実務の研究を通じて、これからの法化社会に相応しい

高邁なる人格と識見を備えた人材を養成することを目的とする。 

博士前期課程 

① 高度な実践的法学教育により、専門的私法学の素養を身に付

けた専門的職業人を育成する。 

② 変動の激しい現代社会にあって、社会人を積極的に受け入

れ、リカレント教育を施すことにより、時代の求める私法学の

知識を備えた専門的職業人として再び社会に送り出す。 
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③ 主としてアジア諸国から、外国人留学生を積極的に受け入

れ、専門的私法学の素養を身に付けた専門的職業人として母国

で活躍できる人材を育成する。 

博士後期課程 

「諸学の基礎は哲学にあり」の教育理念に沿って、広く社会の諸

問題を根底的に考え抜く、私法学分野の専門家を養成し、高度な

研究職に相応しい人材として社会に送り出す。 

  公法学 高度な実践的法学教育を目指すという大前提の下に、公法学分野にお

ける法理論と法実務の研究を通じて、これからの法化社会に相応しい

高邁なる人格と識見を備えた人材を養成することを目的とする。 

博士前期課程 

① 高度な実践的法学教育により、専門的公法学の素養を身に付

けた専門的職業人を育成する。 

② 変動の激しい現代社会にあって、社会人を積極的に受け入

れ、リカレント教育を施すことにより、時代の求める公法学の

知識を備えた専門的職業人として再び社会に送り出す。 

③ 主としてアジア諸国から、外国人留学生を積極的に受け入

れ、専門的公法学の素養を身に付けた専門的職業人として母国

で活躍できる人材を育成する。 

博士後期課程 

「諸学の基礎は哲学にあり」の教育理念に沿って、広く社会の諸

問題を根底的に考え抜く、公法学分野の専門家を養成し、高度な

研究職に相応しい人材として社会に送り出す。 

経営学 経営学 「高度な実践経営学」の理念のもとに、専門的な経営の理論と実践を

研究し、グローバルな社会の発展と人類の福祉に貢献できる人材を養

成し、併せて、国際性豊かで道徳的意識の高い人材を養成することを

目的とする。 

博士前期課程 

広い視野に立って、清深な学識を修得し、経営学専攻分野におけ

る高度の専門性を有する研究者の養成、又は、経営学及びその関

連分野における高度職業専門家を養成する。 

博士後期課程 

経営・マーケティング・会計等の経営学及びその関連領域におい

て、創造性豊かでかつ高度な研究能力を有する人材を養成する。

  ビジネ

ス・会計フ

ァイナン

ス 

修士課程 

「高度な実践経営学」の理念のもとにグローバル化・ＩＴ化・多様

化する経営システムに対応できるビジネスリーダーや経営幹部の

養成及び会計・監査・税務やファイナンス領域の新分野に対応でき

る高度職業専門家の養成を目的とする。 
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 経済学 経済学 経済学分野における総合的な学識と理論・実証・応用面での高度な研

究能力を養い、また、高度専門職に必要な能力を育成することにより、

構造変革が進められつつある現今の社会経済で貢献活躍できる人材

を育成する。 

博士前期課程 

経済学に関する標準的な学力と論文作成力を習得させ、経済学に

関する高度で総合的な学識と理解力を備えた研究者を養成し、さ

らに実社会で必要とされる技能・知見を存分に発揮して社会に貢

献できる高度職業人（プロフェッショナル）を養成する。 

博士後期課程 

将来、研究者として自立し、大学及び他の研究機関において研究

活動を継続する上で必要とされる、或はより高度の専門職に就く

ための、一層の研究能力と専門性、及びその基礎となる豊かな学

識を養うことを目的とし、前期課程での基礎学力を前提に、より

個別・専門領域における研究能力の開発を教育目標とする。 

  公民連携 修士課程 

「公」、「民」双方の立場の社会人等を対象に、公民連携・地域再

生の論点を具体的に考案しつつ、「公」と「民」双方の行動原理を

理解し連携を円滑に進めうる人材の養成を行う。 

 

 工学 機能シス

テム 

21世紀の科学技術の飛躍的発展のためには、従来の学部・学科の枠に

とらわれない広範な学問分野の連携・協調による「学際融合」が不可

欠であるとの認識に立って、広い基盤的な知見を持って先端的な科学

技術分野を創造的に切り開くことができる人物を系統的・効率的に輩

出することを最重点の教育目標としている。 

博士前期課程 

学際領域に共通の基盤・基礎的学問を主体に、これらの徹底した

修得を目的とする。 

博士後期課程 

博士前期課程で培ったものをさらに伸ばすとともに、研究指導の

能力を培うことを目的とする。 

  バイオ・応

用化学 

バイオテクノロジーとナノテクノロジーは、21世紀の産業を支える重

要な科学技術である。化学を基礎としてこれらの先端分野で創造的に

活躍できる広い知識・柔軟な思考力と行動力・表現力・交渉力を備え

た技術者・研究者育成を目的とする。 

博士前期課程 

専攻の基盤となる基礎科目を充分理解した上で、各応用分野の基

礎的知識の理解と最先端技術の修得を目的とする。 

博士後期課程 

独創的な研究を自ら生み出す自立した研究者の養成を目的とす
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る。 

  環境・デザ

イン 

状況分析や環境解析から始まって、企画・構想・計画・設計、社会経

済評価、社会環境・自然環境への影響評価、対策技術の開発、住民参

加の意思決定プロセス、パブリックインボルブメントなど、地域・都

市のあるべき姿を論じるところから実現方法のデザインまで、総体的

かつ俯瞰的にとらえながら、新しき時代を切り拓いていく研究とそれ

を担う人材輩出を目標とする。 

博士前期課程 

実社会での技術システム、事業システム、社会システムなど実践

的な知識と体験を得るプログラム等により、社会の要請に応える

即戦力を育成する。 

博士後期課程 

前期課程における分野横断的な知識を前提として、社会基盤資本

や建築分野における制御（行政）・解析に関わる研究を行う専門

家養成を目的とする。 

  情報シス

テム 

今日の情報社会では、これまでにないテンポで新しい科学や技術が模

索され、実用化されている。このような進展の激しい情報社会では、

知識教育から問題解決能力に重点を置き、５つの分野、計算機、情報

処理、ソフトウェア工学、通信・基礎、計算機支援設計をバランスよ

く教育し、情報化社会の発展に貢献できる人材育成を目標とする。 

博士前期課程 

システム設計、解析、シミュレーションなどを基本とする教育・

研究において、情報技術応用に関し問題解決能力を育成すること

を目的とする。 

博士後期課程 

ネットワークは人間に関するテーマなどで、これまでの個別な領

域での定義・抽象化では解けない多面的、多元的な開放系の問題

にも対応できる者の育成を目的とする。 

国際地域学 国際地域

学 

国内外における地域づくりに係る諸問題の解決のために、国際的に通

用する高度な専門的知識を有する専門家や研究者を養成することを

目的とする。 

博士前期課程 

研究能力又はこれに加えて高度の専門的な職業を担うための卓

越した能力を培う。 

博士後期課程 

研究者として自立して研究活動を行うに足る高度の研究能力と

その基礎となる豊かな学識を養う。 

  国際観光

学 

修士課程 

国際観光の発展のために、高度な専門業務に必要な研究能力及びそ
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の基礎となる豊かな学識を持ち、かつ国際的な感覚を身に付けた専

門家や研究者を養成することを目的とし、国内外の観光関係の実務

担当可能な人材を育てることを目指して内外の学生を幅広く受け

入れるとともに、観光関係の業務に携わってきた社会人のリフレッ

シュ教育を推進する。 

 生命科学 生命科学 生命現象を理解するための高度な知識を習得し、広い視野と高い倫理

観を持って人類が直面している地球規模の課題に果敢に挑戦し、地球

社会に貢献する研究能力を持つ人材を育成する。 

博士前期課程 

広い視野に立って精深な学識を授け、専攻分野における研究能力

又はこれに加えて高度の専門性が求められる職業等を担うため

の卓越した能力を培う。 

博士後期課程 

生命科学の高度な専門知識と国際的な幅広い視野を習得し、研究

者として自立して研究活動を行い、高度な専門的業務に従事する

研究能力を持つ人材を育成する。 

福祉社会デ

ザイン 

社会福祉

学 

社会福祉学の原理・歴史、社会福祉の法制・政策の立案や実施、ソー

シャルワークの基礎理論等を踏まえた社会福祉学の体系的・総合的な

研究を基礎とし、現代社会が要請する諸課題に積極的に対応できる研

究者・実務者の養成を行う。 

博士前期課程 

社会福祉のみならず他のディシプリンを学んだ人材、社会福祉の

現場で専門職として指導的な役割を担っている人材に対して、社

会福祉の視点、対象、方法、評価などに関わる一貫した教育を行

い、研究・実践の両面で貢献できる人材を養成する。 

博士後期課程 

社会福祉の体系的な理論と方法を基礎とし、価値、制度、政策、

運営、実践の諸分野における高度な研究を遂行できる人材を育成

するとともに、社会福祉の現場で専門職として指導的な役割を担

うことのできる人材を育成する。 

  福祉社会

システム 

修士課程 

新たな実践的社会学・社会福祉学の発展を志し、社会学と社会福祉

学を中心とした学際的研究・教育を行い、福祉社会の形成に貢献す

る高度に専門的な実務者と研究者を養成する。 

 

   ヒューマ

ンデザイ

ン 

社会の要請に応え、子ども支援学、高齢者・障害者支援学、健康デザ

イン学及び人間環境デザイン学の各コースを置き、それぞれの専門領

域に関する学問研究を基礎として、学際的な教育研究を行うことを目

指す。 

博士前期課程 
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保育、福祉、健康増進及び人間環境デザイン各分野において、高

度で知的な素質のある専門従事者の養成を図るとともに、博士後

期課程進学希望者に対しても研究能力の基礎トレーニングを行

う。 

博士後期課程 

各分野において独立した研究者若しくは教育者として活躍でき

る能力を持つ人物を養成することを目的とする。 

学際・融合

科学 

バイオ・ナ

ノサイエ

ンス融合 

博士後期課程 

「バイオサイエンス」と「ナノテクノロジー」の研究は、世界的に

それぞれが独立して研究成果をあげているのが現状である。このた

め「バイオサイエンス」と「ナノテクノロジー」を融合させたバイ

オ・ナノサイエンスの研究分野を支え、第一線の研究者としてこの

分野を主導する研究者を育成し、その後継者養成を実現することを

目的とする。 

 

 平成19年２月10日現在

 


